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はじめに 
  

本年３月１１日の大震災により被災された方々に、衷心より、お見舞い申し上げます。 
福島第一原子力発電所における事故を省みますと、結果して、これまでの原子力災害

に対するリスク低減の取り組みが至らず、事故対応に作動が期待されていた機器や電源

はほぼ全て機能を喪失し、安全確保の取り組みの前提を大きく外れる事態となりました。

その結果、放射性物質を外部に放出させるという大変重大な事故により、発電所の周辺

地域そして福島県民の皆さま、更に広く社会の皆さまに、大変なご迷惑とご心配をおか

けしていることに対し、心より深くお詫び申し上げます。 
避難されている方々の一日も早いご帰宅を実現するとともに、国民の皆さまに安心し

ていただけるよう、福島第一原子力発電所における原子炉の安定的冷却や放射性物質の

放出抑制に向け、引き続き、全力で取り組んでまいります。また、廃止措置に向けた中

長期的な取り組みも着実に進めてまいります。 
 
 当社は、今回の事故の重大性に鑑み、同様の事態を再び招かぬよう、厳正かつ徹底し

た事故の調査・検証を行い、事故原因を明らかにし、そこから得られた教訓を今後の事

業運営に反映していくことが事故の当事者としての社会的責務であるとの認識の下、本

年６月に当社内に「福島原子力事故調査委員会」を設置し、調査・検証を進めてまいり

ました。 
 具体的には、事故の収束作業を最優先にしつつ、また、放射線量が高い箇所は十分な

現地調査ができないという制約の中、各種記録類の調査、解析の実施、延べ 250 名を超

える社員とのディスカッション等を実施してまいりました。 
 また、「福島原子力事故調査委員会」でとりまとめた調査結果は、社外有識者で構成

される「原子力安全・品質保証会議 事故調査検証委員会」にお諮りし、専門的見地や

第三者としての客観的な立場から様々な助言をいただいてまいりました。 
この度、事故に対するこれまでの備え、東北地方太平洋沖地震およびそれに伴う津波

により被った設備被害、その後の対応状況と炉心損傷や水素爆発等に至る経緯等につい

て、これまでの調査で得られた事実を整理、評価・検証し、原因と再発防止に向けた主

として設備面の対策を中間報告書としてとりまとめました。 
なお、今後も調査については継続し、新たに判明した事実や、今回は含まれていない

テーマについても、改めて公表する予定です。 
 
これまで多くの皆さまに、原子力発電にご理解を賜り、ご支援をいただいてまいりま

したが、今回の事故により、皆さまの信頼を大きく損なうこととなりましたことに対し、

改めて、深くお詫び申し上げます。 
また、事故の収束に向けてご支援・ご協力をいただいている政府、国内外の関係諸機

関、メーカー等の皆さまに心から感謝申し上げます。 
 

平成 23 年 12 月 2 日 
東京電力株式会社 福島原子力事故調査委員会委員長 

山崎 雅男 



 
－ 事故調査の目的と体制 － 

 
（１）目的 
  事故の当事者の立場として、事実を整理・自ら検証することにより、事故原因を明

らかにし、そこから得られた教訓を今後の事業運営に反映していくこと。 
 

（２）体制 
 【福島原子力事故調査委員会】 
  （構成メンバー）      
    委員長  代表取締役副社長 山崎 雅男 
    委 員  代表取締役副社長 武井 優 
         常務取締役    山口 博 
         常務取締役    内藤 義博 
         企画部長 

技術部長 
総務部長 
原子力品質監査部長  計８名 

 
 
【事故調査検証委員会】 

「福島原子力事故調査委員会」で取りまとめた調査結果について、専門的見地や

第三者としての客観的な立場からご意見をいただく諮問機関として「原子力安

全・品質保証会議」の下に社外有識者で構成する委員会を設置 
  

（構成メンバー）  
    委員長  矢川 元基 氏（東京大学名誉教授） 
    委員   犬伏 由利子 氏（消費科学連合会副会長） 
         河野 武司 氏（慶應義塾大学教授） 
         高倉 吉久 氏（東北放射線科学センター理事） 
         首藤 伸夫 氏（東北大学名誉教授） 
         中込 秀樹 氏（弁護士） 
         向殿 政男 氏（明治大学教授） 

 

 

（３）方法 
  結果を取りまとめるにあたり、以下の調査・確認を実施した。 

・記録類の確認（チャート、警報発生記録等データ、運転日誌 など） 
  ・解析（津波のインバージョン解析、地震応答解析、炉心損傷解析 など） 
  ・設備目視確認（屋内外の主要設備について実施） 

・ ヒアリング（ディスカッション） 
（発電所の災害対策要員を中心にのべ２５０名を超える人数を実施） 

 
    なお、調査結果については、「福島原子力事故調査委員会」の計４回の審議・検

証を経た後、その結果について「事故調査検証委員会」に都度、諮問した。 
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（３）福島第二原子力発電所における平成 23 年東北地方太平洋沖地震時に取得された

地震観測記録の分析に係わる報告（平成 23 年 5 月 16 日 東京電力株式会社） 

 

（４）電気事業法第１０６条第３項の規定に基づく報告の徴収に対する報告について

（平成 23 年 5 月 16 日 東京電力株式会社） 

 

（５）東北地方太平洋沖地震発生当時の福島第一原子力発電所運転記録及び事故記録の

分析と影響評価について（平成 23 年 5 月 23 日 東京電力株式会社） 

 

（６）福島第一原子力発電所内外の電気設備の被害状況等に係る記録に関する報告を踏

まえた対応について（指示）に対する報告について（平成 23 年 5 月 23 日 東京

電力株式会社） 

 

（７）福島第一原子力発電所の原子炉建屋の現状の耐震安全性および補強等に関する検

討に係る報告書（平成 23 年 5 月 28 日 １号機及び４号機，平成 23 年 7 月 13 日 ３

号機，平成 23 年 8 月 26 日 ２号機、５号機及び６号機 東京電力株式会社） 

 

（８）福島第一原子力発電所 平成 23 年東北地方太平洋沖地震の観測記録を用いた原

子炉建屋及び耐震安全上重要な機器・配管系の地震応答解析結果に関する報告書

（平成 23 年 6 月 17 日 ２号機及び４号機，平成 23 年 7 月 28 日 １号機及び３号

機，平成 23 年 8 月 18 日 ５号機及び６号機 東京電力株式会社） 

 

（９）福島第一原子力発電所及び福島第二原子力発電所における平成 23 年東北地方太

平洋沖地震により発生した津波の調査結果に係る報告（その２） 

（平成 23 年 7 月 8 日 東京電力株式会社） 

 

（10）福島第二原子力発電所 東北地方太平洋沖地震に伴う原子炉施設への影響につい

て（平成 23 年 8 月 12 日 東京電力株式会社） 

 

（11）福島第二原子力発電所 平成 23 年東北地方太平洋沖地震の観測記録を用いた原

子炉建屋及び耐震安全上重要な機器・配管系の地震応答解析結果に関する報告書

（平成 23 年 8 月 18 日 東京電力株式会社） 

 

（12）福島第一原子力発電所 東北地方太平洋沖地震に伴う原子炉施設への影響につい

て（平成 23 年 9 月 9 日 東京電力株式会社） 

 

 



（13）東北地方太平洋沖地震に伴う福島第一原子力発電所１号機における事故時運転操

作手順書の適用状況について（平成 23 年 10 月 21 日 東京電力株式会社） 

 

（14）東北地方太平洋沖地震に伴う福島第一原子力発電所 2号機における事故時運転操

作手順書の適用状況について（平成 23 年 10 月 28 日 東京電力株式会社） 

 

（15）東北地方太平洋沖地震に伴う福島第一原子力発電所 3号機における事故時運転操

作手順書の適用状況について（平成 23 年 10 月 28 日 東京電力株式会社） 



 

 １  

１．本報告書の目的 

 

本報告書は、福島第一原子力発電所の事故について、これまでに明らかとなった事実

や解析結果等に基づき原因を究明し、既存の原子力発電所の安全性向上に寄与するため、

必要な対策を提案することを目的としています。 

また、今回提案する対策の立案にあたっては、同様の事態を再び招かぬよう、実際に

起こったことから設備や運用の改善につなげていくことが重要との観点から、炉心損傷

を未然に防止するための技術課題の検討を中心としています。 

なお、現在も調査を継続して進めている段階にあり、今後の調査で新たに判明した事

実や、今回の報告に含まれていない「放射性物質の放出」、「放射線管理」、「人的リソー

ス」、「資材調達」、「情報公開・情報提供」等の分野についても順次取り纏めの上、公表

してまいります。 

 

 

２．福島原子力発電所事故の概要 

 

２．１ 福島第一原子力発電所の概要 

 

福島第一原子力発電所は、福島県太平洋岸のほぼ中央、双葉郡大熊町と双葉町にまた

がって位置する。敷地は、海岸線に長軸をもつ半楕円状の形状となっており、敷地面積

は約３５０万ｍ２である。 

６基の沸騰水型軽水炉（ＢＷＲ）が設置されており、１号機～４号機は発電所の南部

分に立地し、南から４，３，２，１号機の順に配置され、５号機、６号機は発電所の北

部分に立地し、南から５、６号機の順に配置されている。１号機は発電機出力が４６万

ｋＷ、２号機～５号機は各々７８．４万ｋＷであり、ともにマークⅠ型の原子炉格納容

器を持つ。６号機は１１０万ｋＷであり、マークⅡ型の原子炉格納容器となっている。

総発電設備容量は４６９．６万ｋＷであり、昭和４６年３月の１号機の営業運転開始か

ら昭和５４年１０月の６号機まで、６基が順次営業運転を開始した。 

平成２３年３月１１日の発災時は、１号機～３号機は定格出力運転中、４号機～６号

機は定期検査のため停止中であった。                【添付２－１】 

 

 

２．２ 福島第二原子力発電所の概要 

 

福島第二原子力発電所は、福島第一原子力発電所の約１２ｋｍ南、楢葉町と富岡町に

またがって位置する。敷地面積は約１５０万ｍ２である。 

４基の沸騰水型軽水炉（ＢＷＲ）が設置されており、南から１，２，３，４号機の順

に配置されている。発電機出力はすべて１１０万ｋＷであり、１号機はマークⅡ型、  

２号機～４号機はマークⅡ改良型の原子炉格納容器となっている。総発電設備容量は 

４４０万ｋＷであり、昭和５７年４月の１号機の営業運転開始から昭和６２年８月の４

号機まで４基が順次営業運転を開始した。 

今般の発災時は、１号機～４号機ともに定格出力運転中であった。  【添付２－２】 
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２．３ 福島原子力発電所事故の概要 

 

平成２３年３月１１日、福島第一原子力発電所では１号機から３号機、福島第二原子

力発電所では１号機から４号機が運転中であったが、同日１４時４６分に発生した岩手

県沖から茨城県沖の広い範囲を震源域とする東北地方太平洋沖地震を受けて、運転中の

原子炉はすべて自動停止した。 

同時に福島第一原子力発電所では、地震によってすべての外部電源が失われたが、非

常用ディーゼル発電機（非常用Ｄ／Ｇ）が起動し、原子炉の安全維持に必要な電源が確

保された。また、福島第二原子力発電所では、外部電源の喪失には至らなかった。 

 

その後、襲来した史上稀に見る津波により、福島第一原子力発電所では、多くの冷却

用海水ポンプ、非常用Ｄ／Ｇや電源盤が冠水したため、６号機を除き、全交流電源喪失

の状態となり、交流電源を用いるすべての冷却機能が失われた。また、津波による冷却

用海水ポンプの冠水のため、原子炉内部の残留熱（崩壊熱）を海水へ逃がすための補機

冷却系も機能を喪失した。さらに、１号機から３号機では、直流電源喪失により交流電

源を用いない炉心冷却機能までも順次停止していった。 

 

このため、臨機の応用動作として、消防車を用いた消火系ラインによる淡水及び海水

の代替注水に努めたが、結果として、１号機から３号機は、それぞれ原子炉圧力容器へ

の注水ができない事態が一定時間継続した。このため、各号機の燃料が水に覆われずに

露出することで燃料棒被覆管が損傷し、燃料棒内にあった放射性物質が原子炉圧力容器

内に放出されるとともに、燃料被覆管（ジルコニウム）と水蒸気の化学反応により大量

の水素が発生した。 

これにより、放射性物質や水素が原子炉圧力容器から蒸気とともに格納容器内へ主蒸

気逃がし安全弁等を経て放出され、格納容器の内圧が上昇したため、格納容器ベント※

を数回行うことを試みた。１号機と３号機ではベント操作によって格納容器の圧力低下

が確認されたが、２号機についてはベントによる格納容器の圧力低下は確認されていな

い。 
※ 格納容器破損による放射性物質の放出をコントロールできずに被害を拡大させる事態を避けるこ

とを目的に、格納容器内の気体を大気放出する操作 

 

その後、１号機と３号機では、格納容器から漏えいした水素が原因と思われる爆発に

より、それぞれの原子炉建屋上部が破壊された。 

また、燃料がすべて使用済燃料プールへ取り出されていた４号機では燃料の冠水が維

持されていたが、原子炉建屋上部で爆発が発生した。 

 

福島第一５号機、６号機においては、６号機の非常用Ｄ／Ｇが機能を維持していたた

め、その電力を５号機へ融通することにより、５号機、６号機ともに炉心への注水を行

うことができ、さらに、原子炉内部の残留熱（崩壊熱）を海水へ逃がすための機能を回

復することで冷温停止に至ることができた。また、福島第二原子力発電所においても、

外部電源が機能を維持できたこと、さらに津波の規模が福島第一原子力発電所ほど大き

くなかったことなどから、非常用海水系の仮設電源の復旧などの迅速な対応が効を奏し、

全号機冷温停止に成功している。 
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しかしながら、福島第一１号機から３号機においては事故が連鎖的に拡大して甚大な

原子力災害に発展した。 

圧 力 抑 制 室  

ドライウェル  

原子炉格納容器：ドライウェルと圧力抑制室をあわせた部分 

参考：原子力発電プラントの概要 
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３．東北地方太平洋沖地震の概況 

 

３．１ 地震および津波の規模 

 

平成２３年３月１１日に発生した東北地方太平洋沖地震は、本震規模では日本国内で

観測された最大の地震であり、この地震により宮城県栗原市で最大震度７を観測した。

また、北海道地方、東北地方、関東地方の太平洋沿岸で高い津波が観測された。 

今回の地震の震源域は、岩手県沖から茨城県沖までに及んでおり、その長さは約   

５００ｋｍ、幅は約２００ｋｍで、最大の滑り量は約２０ｍ以上であったとされている。

本地震は、宮城県沖、その東の三陸沖南部海溝寄り、福島県沖から茨城県沖に至る複数

の領域が連動して発生したマグニチュード９．０（世界の観測史上４番目の規模）の巨

大地震であり、当社のみならず国の調査・研究機関である地震調査研究推進本部におい

ても過去に事例のある個別の領域の地震動や津波は評価していたものの、これらすべて

の領域が連動して発生する地震は想定されていなかった。 

この地震に伴い発生し、東北地方太平洋沿岸に大規模災害を引き起こした津波は、津

波の規模を表す津波マグニチュードで９．１とされ、世界で観測された津波の中で４番

目に大きいとされ、日本では過去最大に位置付けられる。       【添付３－１】 

 

発 生 日 時：平成２３年３月１１日１４時４６分 

震 源：三陸沖（震源深さ ２４ｋｍ） 

マ グ ニ チ ュ ー ド：９．０ 

福島第一原子力発電所との距離：震央距離 １７８ｋｍ、震源距離 １８０ｋｍ 

福島第二原子力発電所との距離：震央距離 １８３ｋｍ、震源距離 １８５ｋｍ 

 

３．２ 発電所を襲った地震の大きさ 

   

（１）福島第一原子力発電所での観測結果 

 

 福島第一原子力発電所の原子炉建屋基礎版上（最地下階）の観測値は、耐震評価の基

準である基準地震動Ｓｓに対する最大応答加速度を一部超えたものの、ほとんどが下回

った（観測された最大加速度：２号機原子炉建屋地下１階 ５５０ガル）。また、地震

観測記録の応答スペクトルについては、一部周期帯において基準地震動Ｓｓによる応答

スペクトルを上回ったが、概ね同程度であることを確認した。今回の地震動は設備の耐

震評価の想定と概ね同程度のものであったと言える。 

今般の地震は極めて規模が大きいものであった。しかし、福島第一原子力発電所への

影響という点では、設計用の基準地震動Ｓｓが発電所近辺の活断層による地震に基づい

て設定しているため、施設へ到達する地震動という点では同程度となった。         

【添付３－２】 

 

（２）福島第二原子力発電所での観測結果 

福島第二原子力発電所の原子炉建屋基礎版上（最地下階）の観測値は、基準地震動  

Ｓｓに対する最大応答加速度を下回っており（観測された最大加速度：１号機原子炉建

屋地下２階 ３０５ガル）、今回の地震動は設備の耐震評価の想定範囲内にあるもので

あった。                            【添付３－３】 
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３．３ 発電所を襲った津波の大きさ 

    

（１）福島第一原子力発電所での津波観測結果 

 

福島第一原子力発電所に襲来した津波は、主要建屋敷地（１～４号機側で O.P.＋１０

ｍ、５，６号機側で O.P.＋１３ｍ）まで遡上し、浸水域は主要建屋敷地エリアの全域に

及んだ。浸水高は１～４号機側で O.P.約＋１１．５ｍ～約＋１５．５ｍ、浸水深で約   

１．５ｍ～約５．５ｍであり、主要建屋周囲に顕著な浸水が認められた。 

（O.P．：小名浜港工事基準面（東京湾平均海面の下方 0.727ｍ））   【添付３－４】 

４号機南側の集中環境施設プロセス主建屋付近で津波襲来時の状況を撮影した写真で

は、敷地高さ O.P.＋１０ｍに設置されている高さ約５．５ｍのタンクが津波により水没

していく様子が撮影されている。この付近の建屋周囲の浸水深は、敷地上５ｍ以上に及

んでいた。                            【添付３－５】 

一方、５、６号機側は、浸水高が O.P.約＋１３ｍ～約＋１４．５ｍ、浸水深が約  

１．５ｍ以下であり、１～４号機側との比較では相対的には浅くなっているが、主要建

屋周囲は浸水していた。 

 

福島第一原子力発電所に襲来した津波の最大高さは、潮位計、波高計が地震、津波の

影響を受けたため直接測定できていないが、O.P.＋１０ｍの防波堤を津波が乗り越えて

くる様子が撮影されていることから、津波の高さは１０ｍを超えるものであった。 

                                【添付３－６】 

また、インバージョン解析（津波の再現計算）により波源を推定し、津波高さを評価

した結果、福島第一原子力発電所の津波の高さは約１３ｍであった。 

福島第一原子力発電所では、平成１４年に土木学会から刊行された「原子力発電所の

津波評価技術」に基づく評価結果（O.P.＋５．４ｍ～５．７ｍ）を踏まえた対策を講じ、

その後、平成２１年に最新の海底地形データ等を用いた再評価結果（O.P.＋５．４ｍ～

６．１ｍ）を踏まえた再度の対策を講じていたが、今回の津波はそれを大幅に超えるも

のであった。                           【添付３－７】 

 

福島第一原子力発電所の津波浸水高、浸水深さ調査結果 

 主要建屋敷地エリア 

（１～４号機側） 

主要建屋敷地エリア 

（５号、６号機側） 

◇敷地高ａ O.P.＋10ｍ O.P.＋13ｍ 

◇浸水高ｂ O.P.約＋11.5～約＋15.5ｍ※１ O.P.約＋13～約＋14.5ｍ 

◇浸水深ｂ－ａ 約 1.5～約 5.5ｍ 約 1.5ｍ以下 

◇浸水域 海側エリア及び主要建屋敷地エリアほぼ全域 

備考 今回の津波高さ（津波再現計算による推定）；約１３ｍ※２ 

土木学会手法による評価値（最新評価値）；O.P.＋５．４～６．１ｍ
※１：当該エリア南西部では局所的にＯ．Ｐ．約＋１６～約＋１７ｍ（浸水深 約６～７ｍ） 

※２：検潮所設置位置付近 

 

 

 

 

基準面（小名浜港工事基準面） （気象庁HPに加筆）

浸水域

浸水高

遡上高

浸水深

地震による地盤変動量は浸水高

及び遡上高に反映していない 
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（２）福島第二原子力発電所における津波観測結果  

 

福島第二原子力発電所では、主要建屋敷地エリアへの浸水の様相が福島第一原子力発

電所の場合と異なり、O.P.＋４ｍの海側エリアでは浸水（浸水高 O.P.約＋７ｍ）が全域

に及んでいるものの、海側エリアから O.P.＋１２ｍの主要建屋敷地エリアへ斜面を超え

て遡上した痕跡は認められなかった。 

一方、主要建屋敷地エリア南東側では海側から免震重要棟へ向かう道路に沿って集中

的な遡上が認められた。この結果、１号機南側は浸水深が深く、２号機及び３号機は１

号機側からの回り込みが見られるものの建屋周囲の浸水深はわずかであり、４号機建屋

周囲においてはほとんど浸水が認められなかった。 

           【添付３－８】 

 

福島第二原子力発電所においても潮位計、波高計が地震、津波の影響を受けたため津

波の高さは直接測定されていないが、福島第一原子力発電所と同様の再現解析で津波の

高さを評価したところ、津波の高さは約９ｍであった。 

【添付３－９】 

 

福島第二原子力発電所では、平成１４年に刊行された土木学会「原子力発電所の津波

評価技術」に基づく評価結果を踏まえた津波の高さ５．１～５．２ｍに対しての機能確

保の対策を講じていた（平成２１年に最新の海底地形データ等を用いて再評価した結果

では追加の対策は必要ではなかった）が、津波はそれを大幅に超えるものであった。 

なお、福島第二原子力発電所では上述の通り主要建屋周囲への浸水が限定的であった

ため、福島第一原子力発電所と比較して電源設備等への被害が少なく、結果としてその

後の事故対応の困難さが大きく異なった。 

 

福島第二原子力発電所の津波浸水高、浸水深さ調査結果 

 海側エリア 主要建屋敷地エリア 

◇敷地高ａ O.P.＋４ｍ O.P.＋12ｍ 

◇浸水高ｂ O.P.約＋７ｍ※１ O.P.約＋12～約＋14.5ｍ※２ 

◇浸水深ｂ－ａ 約３ｍ 約 2.5ｍ以下 

◇浸水域 ・ 海側エリアの全域に浸水 

・ 但し、海側エリアから斜面を

越えて主要建屋設置エリア

への遡上は認められない 

・ 主要建屋設置エリア南の道路

（１号機南側）に集中的に遡上

・ １号機南側の浸水が著しい 

・ ２号機の建屋周辺及び３号機の

建屋南側への回り込みが認めら

れるが浸水深さは僅か 

・ ４号機の建屋周辺には浸水なし

備考 今回の津波高さ（津波再現計算による推定）；約９ｍ※３ 

土木学会手法による評価値（最新評価値）；O.P.＋５．１～５．２ｍ
※１：１号機海水熱交換器建屋外南側面等で局所的な高まりがある。 
※２：１号建屋南側から免震重要棟にかけ局所的に O.P.約＋15～約＋16ｍ 

※３：検潮所設置位置付近 
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（３）福島第一原子力発電所と福島第二原子力発電所の津波規模の差異について 

 

福島第一原子力発電所に襲来した津波（推定津波高さ：約１３ｍ）は、福島第二原子

力発電所に襲来した津波（推定津波高さ：約９ｍ）と比較して大きかった。両発電所の

間隔は約１２ｋｍと近接しており、地形的にも大きな差異が無いにもかかわらず襲来し

た津波の高さが異なったため、津波規模に差異が生じた主な理由を解析によって評価し

た。 

この結果から、両発電所において津波の高さに差異が生じた理由は、宮城県沖ならび

に福島県沖に想定されるすべり量の大きい領域（波源）から発生した津波のピークの重

なる度合いが、福島第一原子力発電所では強く、福島第二原子力発電所では弱かったこ

とによるものと考えられる。 

 【添付３－１０】 
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３．４ 津波評価について 

 

（１）津波高さの評価について 

 

・ 福島第一原子力発電所の各号機は昭和４１年～昭和４７年に設置許可を取得してい

る。当初、津波に関する明確な基準はなく、既知の津波痕跡を基に設計を進めていた。

具体的には、小名浜港で観測された既往最大の潮位として昭和３５年のチリ地震津波

による潮位を設計条件として定めた。（O.P. ＋３．１２２ｍ） 

 

・  昭和４５年に「発電用軽水型原子炉施設に関する安全設計審査指針」（以下、安全

設計審査指針という）が策定され、考慮すべき自然条件として津波が挙げられており、

過去の記録を参照して予測される自然条件のうち最も過酷と思われる自然力に耐え

ることが求められている。同指針を踏まえた国の審査においても、チリ地震津波によ

る潮位により「安全性は十分確保し得るものと認める」として設置許可を取得してい

る。設置許可に記載されているこの津波高さについては、現状でも変更されていない。

しかしながら、実際には以下に述べるような様々な機会をとらえて津波評価を行うと

ともに、その対策も含めた内容を国へ報告している。その意味では、その結果に基づ

き必要な対応をしており、それらの評価が実質的な設計条件となっている。 

 

・  平成５年１０月、国から、北海道南西沖地震津波を踏まえ、最新の安全審査におけ

る津波安全性評価内容を基に、改めて既設発電所の津波に対する安全性評価を実施す

るよう指示があった。これを受けて、平成６年３月、福島第一及び福島第二原子力発

電所の津波に対する安全性評価結果報告書を国へ提出した。 

・  報告書の主な内容は以下の通りである。 

①発電所周辺に影響を及ぼした可能性のある既往津波を文献調査により抽出

したこと 

②簡易予測式により発電所における津波水位を予測したこと 

③簡易予測式による津波水位が相対的に大きい津波について数値解析をおこ

なった結果、福島第一及び福島第二原子力発電所における歴史上最大の津波

は昭和３５年に発生したチリ津波であり、慶長三陸津波（１６１１年）より

も大きかったこと 

④津波による水位の上昇、下降に対する発電所の安全性は確保されていること 

なお、文献調査から「阿部壽らの論文（１９９０）」等を踏まえ、貞観津波（８６

９年）は慶長三陸津波（１６１１年）を上回らなかったと考えられることも記載して

いる。 

・  また、平成６年３月に国へ報告した後、当時非公開で実施されていた通商産業省原

子力発電技術顧問会が同年６月に開催され、当社が報告した内容が了承された旨、口

頭で連絡を受けている。 

 

・  平成１４年に具体的な津波評価方法を定めたものとしては唯一の基準となる「原子

力発電所の津波評価技術」（以下、「津波評価技術」と記す）が土木学会から刊行され

た。その中では、過去に発生した津波をもとに、津波の発生する領域を設定し、その

領域ごとに過去に発生した最大の津波の波源モデルを設定した上で、波源モデルの位

置、方向、深さ、角度等の各種パラメータの不確実さを考慮し、多数の数値シミュレ
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ーションを実施することにより、想定される最大規模の津波を評価する手法が示され

ている。以降、この「津波評価技術」が国内原子力発電所の標準的な津波評価方法と

して定着し、規制当局へ提出する評価にも使用されている。 

 

・  当社は、「津波評価技術」に基づき計算した津波水位を 

福島第一原子力発電所：O.P.＋５．４～５．７ｍ 

福島第二原子力発電所：O.P.＋５．１～５．２ｍ 

と評価し、機能維持の対策としてポンプ電動機のかさ上げや建屋貫通部等の浸水防止

対策などの対策を実施した。なお、この計算結果については、平成１４年３月に国へ

報告し確認を受けている。 

 

・  平成１９年６月、福島県の防災上の津波計算結果を入手し、福島県が想定した津波

高さが当社の津波評価結果を上回らないことを確認した。 

・  平成２０年３月、茨城県の防災上の津波波源について評価し、算出した津波高さが

当社の津波評価結果を上回らないことを確認した。 

・  平成１８年９月に発電用原子炉施設に関する耐震設計審査指針が改訂され、この新

指針に基づき耐震性について再度確認する（以下、耐震バックチェックと記す）よう

国の指示が出された。耐震バックチェックにおいては、既に地質調査等を終え、基準

地震動を策定するとともに主要設備の耐震評価を中間報告として国へ提出している。

津波については、地震随伴事象として最終報告書で評価する必要があることから、そ

の最終報告に向けて最新の海底地形と潮位観測データを考慮し、平成２１年２月に

「津波評価技術」に基づき再評価した結果、津波の水位は 

   福島第一原子力発電所：O.P.＋５．４～６．１ｍ 

となり、その津波高さに応じて、ポンプ用電動機のシール処理対策等を講じている。

また、福島第二原子力発電所の再評価の結果からは追加の対策は必要なかった。 

 

以上のとおり、これまで様々な取り組みを行ってきたものの、今般の津波は当社の

想定を大きく超えるものであり、結果的に津波に対する備えが足らず、津波の被害を

防ぐことができなかった。 

 

 

（２）津波に関する関連機関等の主張と当社の対応 

 

当社は上述のとおり、確立された最新の知見に基づき津波の高さを評価しており、平

成１４年３月に国へ報告して以降現在に至るまで、津波高さについては、土木学会の「津

波評価技術」に基づき評価することで一貫しているが、津波に関する知見・学説等が出

された場合は、試算も含め、自主的に検討・調査等を行っている。その一環として、津

波評価に必要な波源モデル等の知見が定まっていないなか、以下の 2 つの仮定に基づく

試算や津波堆積物調査を実施した。以下に地震・津波に関する他機関の主張と当社の対

応について示す。                   【添付３－１１，３－１２】 
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①地震調査研究推進本部の見解 

 

  平成１４年７月に国の調査研究機関である地震調査研究推進本部（以下、地震本

部）が、三陸沖から房総沖の海溝沿いのどこでも地震が発生する可能性があるとい

う地震の長期評価（以下、「地震本部の見解」）を公表。地震本部の見解は、有史以

来大きな地震が発生していない領域（福島沖から房総沖の海溝沿い）でもＭ８．２

前後の地震が発生する可能性があるとしていた。ただし、地震本部においては、今

回のような連動した大規模地震は想定していなかった。また、有史以来大きな地震

が発生していない領域の津波評価に必要不可欠な波源モデルまでは示していなか

った。 
  土木学会では、平成１５年度から検討することとしていた確率論的評価手法の中

で「地震本部の見解」を取り扱うこととし、津波評価を確率論的に実施する先駆的

なその成果を平成１７年及び１９年に論文として発表した。 
 
  津波の確率論的評価では、専門家による投票意見なども考慮される結果、評価結

果に幅が出てくる。このため実際の運用では、これらの評価値をどのように扱うか

も問題となる。当社は、土木学会での検討状況を注視するとともに、平成１５年～

平成１７年までの土木学会による検討成果を踏まえ、開発段階にある確率論的津波

ハザード解析手法※の適用性の確認と手法の改良を目的として、福島サイトを一つ

の例とした確率論的津波ハザードの試行的な解析を実施し、津波の高さと年超過確

率の関係を整理したもので、平成１８年に論文投稿した。 
※：津波の確率論的評価手法は、土木学会で平成１８～２０年度も引き続き検討されている（後

述する貞観津波の波源もこの中で確率論的に扱われた）が、現段階でも津波の評価手法とし

て用いられるまでに至っておらず、試行的な解析の域を出ていない。 

  さらに、平成２０年に、当社は、決定論に基づく耐震バックチェックにおいて、

地震本部の「三陸沖から房総沖の海溝沿いのどこでも地震が発生する可能性があ

る」とする見解をどのように扱うか社内検討するための参考として、次に述べる仮

想的な試計算を実施した。 

  福島沖の日本海溝沿いでは、過去に大きな地震が発生しておらず、実際に津波評

価をするために必要な波源モデルが定まっていない。このため、地震本部で示され

る地震規模（M8.2）とも合致しないが、福島サイトに最も厳しくなる明治三陸沖地

震（M8.3）の波源モデルを福島沖の海溝沿いに持ってきた場合の津波水位を試算し

た。試計算の結果からは、福島第一原子力発電所取水口前面で、津波水位は最大

O.P.+８．４ｍ～１０.２ｍの津波の高さが得られた。 

  地震本部の見解の取り扱いについては、 

① 電気事業者が津波評価のルールとしている土木学会の「津波評価技術」では、

福島沖の海溝沿いの津波発生を考慮していないこと 

② 津波の波源として想定すべき波源モデルが定まっていないこと 

から、地震本部の見解に基づき津波評価するための具体的な波源モデルの策定に

ついて、土木学会へ審議をお願いすることとした。 

  なお、中央防災会議は、平成１５年１０月に「日本海溝・千島海溝周辺海溝型地

震に関する専門調査会」を設置し、２年数ヶ月にわたる審議を経て、平成１８年１

月に被害想定に関する報告書をとりまとめた。報告書によると、過去に繰り返し発
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生している地震を防災対策の検討対象とするとしており、日本海溝沿いについては、

三陸沖の地震は想定しているものの、福島～房総沖についての平成１４年の地震本

部の見解は反映されていない。 

 

 

②貞観津波 

 

  貞観津波については、平成２０年１０月に産業技術総合研究所（当時）佐竹氏か

ら貞観津波に関する投稿準備中の論文について提供を受けた。論文では、仙台平野

及び石巻平野の津波堆積物調査結果に基づき、８６９年貞観津波の発生位置及び規

模が推定されていた。波源モデルとしては、２つの案が示されていたが確定には至

っておらず、確定のためには福島県沿岸等の津波堆積物調査が必要と指摘されてい

た。 

  当社は、平成２０年１２月、佐竹氏の論文には未確定ながら波源モデル案が示さ

れていたことから、この論文の中で提案されている２つのモデル案を用いた試計算

を実施した。試計算の結果では、福島第一、福島第二原子力発電所の取水口前面で

O.P.+７.８ｍ～８．９ｍ（満潮位の考慮方法を変更すると O.P.+７.８ｍ～９.２ｍ）

程度の津波の高さが算出された。 

  翌平成２１年４月、正式に論文が発表される。当該論文には、前述のとおり貞観

津波の波源モデルが記載されていたが、仙台平野及び石巻平野での津波堆積物調査

結果に基づく波源モデルであり、発生位置及び規模等は未確定とされていた。確定

のためには、福島県沿岸等の津波堆積物調査が必要とされていた。 

  平成２１年６月、地震本部の見解の扱いと合わせ、津波評価するための具体的な

波源モデルの策定について土木学会へ審議を依頼した。 

  当社は、福島第一、福島第二原子力発電所への貞観地震による津波の影響の有無

を調査するため、福島県の太平洋沿岸において津波堆積物調査を実施した。調査の

結果、福島県北部では、標高４ｍ程度まで貞観津波による津波堆積物を確認したが、

南部（富岡～いわき）では津波堆積物を確認できなかった。調査結果と試計算に使

用した波源モデル案で整合しない点があることが判明したことから、貞観津波につ

いても波源の確定のためには、今後のさらなる調査・研究が必要と考えた。 
 

  津波堆積物調査の結果については、平成２３年１月に論文投稿し、同年５月に日

本地球惑星科学連合２０１１大会で発表を行った。 
  なお、現時点でも貞観津波の発生位置及び規模等（波源モデル）は確定されてい

ない。 
 

③まとめ 

 

  当社は、「地震本部の見解」（平成１４年に長期評価として公表）について、社内

的な試計算などを実施したが、 

  電気事業者が津波評価のルールとしている土木学会の「津波評価技術」

が、福島沖の海溝沿いでは津波発生を考慮していないこと 

  津波の波源として想定すべきモデルが定まっていないこと 

から、試算は、具体的根拠のない仮定に基づくものに過ぎなかった。 
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  その後、具体的な根拠のない中、波源を確定していくための活動の一環として電

気事業者共同で研究を行うこととし、その研究方針や検討の進め方について専門家

へ相談の上、平成 21 年６月に土木学会に波源モデル策定について審議を要請した※。 

  また、貞観津波についても、津波堆積物調査等の結果から、波源モデルの確定の

ためには、さらなる検討の必要があるものと考え、原子力発電所の津波評価上の取

り扱いを明確にするべく、地震本部の見解と同様、土木学会で専門家に審議してい

ただくこととした※。 

※：土木学会原子力土木委員会津波評価部会では、平成 21 年度～23 年度までの期間に、 

①日本周辺（太平洋側プレート境界沿い、南海トラフ沿い、日本海東縁部）及び外国沿岸

の決定論に用いる波源モデルの構築 

②数値計算手法の高度化 

③不確かさの考慮方法の検討（確率論的検討を含む） 

④津波に伴う波力や砂移動の評価手法の構築  等 

を目的として、幅広い分野について審議し、平成 14 年 2 月の「津波評価技術」刊行後の知見

等を踏まえた改訂を行うこととしていた。上記「地震本部の見解」及び貞観津波の波源モデ

ルについても、①の対象とされ、審議中であった。 

  なお、今回の東北地方太平洋沖地震は、「地震本部の見解」に基づく地震でも、

佐竹氏により提案された貞観地震でもなく、より広範囲を震源域とする巨大な地震

であったことが判明している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

土木学会の波源、貞観津波の波源         今回の津波の波源 

（貞観波源は「佐竹ほか、2008」に基づき作成）     （東京電力作成） 

貞観津波波源 
モデル（緑） 

海溝沿いの波源 
モデルのない 
領域（赤）

土木学会の波源 
モデル（黒の部分） 
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（３）建屋敷地高さ・機器設置位置について 

 

・  福島第一原子力発電所の主要建屋は、被害の大きかった１号機～４号機側が O.P.

＋１０ｍのレベルに、５号機及び６号機側が O.P.＋１３ｍのレベルに設置されている。

設置許可段階では、既往の最大津波としてチリ津波を想定しており、その時の津波の

高さは O.P.＋３．３ｍ、現在では土木学会の「津波評価技術」に従って算出している

津波の高さ O.P.＋６．１ｍが設計上の津波高さであり、建屋設置レベルに遡上するよ

うな津波はないと認識していた。 

 

・  設計上の津波高さと主要建屋敷地の関係について、平成２３年６月に日本国政府か

らＩＡＥＡ閣僚会議に提出された事故報告書に記載されている太平洋岸に位置する

東北電力女川原子力発電所、日本原電東海第二発電所のデータに基づき、設計上の津

波高さ等と建屋敷地レベルの関係について比較を実施した。 

・  その結果、福島第一原子力発電所の建屋設置レベルは、土木学会の津波評価技術と

いう同一のルールに基づき算定している設計上の津波高さとの比較において、特段低

く設定されていない。                     【添付３－１３】 

 

津波高さ(m) 
発電所名 

(A)主要敷

地高さ(m) 設置許可(B) 土木学会(C) 

(A-B) 

A 

(A-C) 

A 

福島第一原子力発電所 +10.0 +3.122 +6.1 68% 39% 

原電東海第二発電所 +8.9 記載なし +5.8 － 34% 

東北女川原子力発電所 +14.8 +9.1 +13.6 38% 8% 

 

・  福島第一・福島第二原子力発電所の原子炉建屋の構造は、福島第一６号機及び福島

第二１～４号機においては、原子炉棟とその外側に付属棟を設置した複合建屋方式の

原子炉建屋を採用しているが、福島第一１～５号機では原子炉建屋付属棟を持たない

原子炉棟のみの単独建屋となっている。 
・  原子炉建屋が付属棟を持たない福島第一１～５号機の非常用Ｄ／Ｇ（当初から設置

されているもの）は、軽油を燃料とするディーゼルエンジンで発電機を駆動するもの

であることから気密性の要求される原子炉建屋（原子炉棟）ではなく、タービン建屋

地下階に配置されていた。 
・  このように原子炉建屋が単独建屋で、非常用Ｄ／Ｇをタービン建屋へ配置する設計

は、当時の米国の標準的な建屋配置設計と同様である。 
・  福島第一１号機が設計されていた頃に米国で建設に着手されたプラントを調査し

たところ、米国は一般に耐震条件が厳しくなく、原子炉建屋以外の建屋は掘削して基

礎を岩着とする必要はなかった。このため、米国で非常用Ｄ／Ｇが設置されている建

屋は、ほとんどの場合は地下階を必要としていない構造であった。これに対して、日

本の建屋は耐震上岩着が要求されるため地下階を有している場合が多い。 
このような条件の違いもあり、非常用Ｄ／Ｇについては、大型機器としての耐震性

や振動を考慮して基礎の上（最下階）に設置していた。 
 
・  一方、複合建屋方式の福島第一６号機及び福島第二１～４号機の非常用Ｄ／Ｇは、

気密性の要求される原子炉棟ではなく、外側の原子炉建屋付属棟の地下階に設置され
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ている。 
なお、福島第一原子力発電所に増設された非常用Ｄ／Ｇは別棟建屋の１階に配置さ

れている。非常用Ｄ／Ｇの設置場所と津波による浸水状況等を取り纏めた表を次に示

す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・  福島第一原子力発電所では５、６号機より敷地レベルが低く、浸水深さが深い所に

設置されていた１～４号機の非常用Ｄ／Ｇ本体（増設された共用プール建屋の非常用

ＤＧ除く）が、福島第二原子力発電所では津波が集中的に遡上してきた側に位置する

１号機の非常用Ｄ／Ｇ本体が浸水した。 

・  福島第一・福島第二原子力発電所の非常用Ｄ／Ｇが設置されている建屋は、タービ

ン建屋、原子炉建屋付属棟等に係わらず、非常用Ｄ／Ｇへの外気取入口であるルーバ

を１階に有している。このルーバは、多くの場合津波の非常用Ｄ／Ｇ室への主たる侵

入口となった。 

・  以上のことから、建屋の周りが水に覆われてしまえば、非常用Ｄ／Ｇが設置されて

いる建屋の種類や設置場所に関係なく、ルーバ等の浸水ルートとなり得る開口部と浸

水深さの高さ関係で非常用Ｄ／Ｇ自体の浸水につながるものと考えられる。 

非常用D/Gの設置場所と津波被害の状況

原子炉建屋

付属棟

［地下2階］

原子炉建屋

付属棟

［地下2階］

原子炉建屋

付属棟

［地下2階］

原子炉建屋

付属棟

［地下2階］

原子炉建屋

付属棟

［地下1階］

HPCS

系

原子炉建屋

付属棟

［地下2階］

原子炉建屋

付属棟

［地下2階］

原子炉建屋

付属棟

［地下2階］

原子炉建屋

付属棟

［地下2階］

D/G建屋

［1階］

タービン建屋

［地下1階］

共用プール

建屋

［1階］

タービン建屋

［地下1階］

共用プール

建屋

［1階］

タービン建屋

［地下1階］
B系

原子炉建屋

付属棟

［地下2階］

原子炉建屋

付属棟

［地下2階］

原子炉建屋

付属棟

［地下2階］

原子炉建屋

付属棟

［地下2階］

原子炉建屋

付属棟

［地下1階］

タービン建屋

［地下1階］

タービン建屋

［地下1階］

タービン建屋

［地下1階］

タービン建屋

［地下1階］

タービン建屋

［地下1階］
A系

D/G

設置建屋

［設置階］

約2.5m以下
（1号機周囲以外はほとんどゼロ）

［O.P.約＋12～約14.5m］※3

約1.5m以下
［O.P.約＋13～約＋14.5m］

約1.5～約5.5m
［O.P.約＋11.5～約＋15.5m］※2

主要建屋周り

浸水深
［浸水高］

O.P.＋12mO.P.＋13mO.P.＋10m敷地高さ

約＋9m約＋13m津波高さ※1

４号機３号機２号機１号機６号機５号機４号機３号機２号機１号機

福島第二原子力発電所福島第一原子力発電所

原子炉建屋

付属棟

［地下2階］

原子炉建屋

付属棟

［地下2階］

原子炉建屋

付属棟

［地下2階］

原子炉建屋

付属棟

［地下2階］

原子炉建屋

付属棟

［地下1階］

HPCS

系

原子炉建屋

付属棟

［地下2階］

原子炉建屋

付属棟

［地下2階］

原子炉建屋

付属棟

［地下2階］

原子炉建屋

付属棟

［地下2階］

D/G建屋

［1階］

タービン建屋

［地下1階］

共用プール

建屋

［1階］

タービン建屋

［地下1階］

共用プール

建屋

［1階］

タービン建屋

［地下1階］
B系

原子炉建屋

付属棟

［地下2階］

原子炉建屋

付属棟

［地下2階］

原子炉建屋

付属棟

［地下2階］

原子炉建屋

付属棟

［地下2階］

原子炉建屋

付属棟

［地下1階］

タービン建屋

［地下1階］

タービン建屋

［地下1階］

タービン建屋

［地下1階］

タービン建屋

［地下1階］

タービン建屋

［地下1階］
A系

D/G

設置建屋

［設置階］

約2.5m以下
（1号機周囲以外はほとんどゼロ）

［O.P.約＋12～約14.5m］※3

約1.5m以下
［O.P.約＋13～約＋14.5m］

約1.5～約5.5m
［O.P.約＋11.5～約＋15.5m］※2

主要建屋周り

浸水深
［浸水高］

O.P.＋12mO.P.＋13mO.P.＋10m敷地高さ

約＋9m約＋13m津波高さ※1

４号機３号機２号機１号機６号機５号機４号機３号機２号機１号機

福島第二原子力発電所福島第一原子力発電所

※１ 両発電所の検潮所設置位置における津波高さ。計器損傷のため、検潮所における実際の津波高さは把握できていない。
※２ 当該エリア南西部では局所的にO.P.約＋16～約＋17m［浸水深 約6～7m］
※３ １号機建屋南側から免震重要棟にかけて局所的にO.P.約＋15～約＋16m［浸水深 約3～4ｍ］

・福島第一５号機のD/Gはタービン建屋に設置
・当該D/G本体は被水していない

・福島第二１号機のD/Gは原子炉建屋付属棟に設置
・当該D/G本体は被水している

D/G本体が被水した

D/G本体が被水していない

D/G本体が被水した

D/G本体が被水していない

D/G本体が被水した

D/G本体が被水していない
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４．事故に対する発電所の備え 

 

４．１ 法令全般 

 

「核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律」（以下、原子炉等規制法と

いう）では、原子炉の設置の許可を始めとした各種許認可の手続きや許認可の基準等が

定められており、実用発電用原子炉の設置にあたっては、同法に基づき経済産業大臣の

許可を受けなければならない。 
原子炉設置者からの設置許可申請に対する安全審査は、経済産業省が原子炉等規制法

に定められた許可基準に適合しているか審査を行い、その審査結果を原子力安全委員会

に諮問し、原子力安全委員会でも審査が行われる（ダブルチェック）。これらの審査に際

しては、原子力安全委員会が策定した安全設計審査指針等の各種指針類への適合状況が

確認されている。 
また、プラントの運転保守については、設備の維持等に関し「原子炉施設保安規定」

（以下、保安規定という）を定め、経済産業大臣の認可を受け、その遵守状況について

経済産業大臣が行う定期的な検査（保安検査）により確認することとしている。 
 
電気事業法では、工事計画の認可、使用前検査及び定期検査の手続き等が定められて

おり、工事の前に経済産業大臣から工事計画の認可を、また原子炉に装荷される燃料体

についても、同様に、その設計につき認可を受けることとされているほか、経済産業大

臣あるいはその付託を受けた原子力安全基盤機構による使用前検査、燃料体検査、運転

開始後の定期検査等を受けなければならない。 
 
 
４．２ 設備設計について 

 

原子力発電設備の設計にあたっては、人は間違えることがあり、機械は故障すること

があるということを前提に、機器の単一故障を想定した事故に対して、多重性や多様性

及び独立性を持たせた非常系の冷却設備等を設置してきた。 

さらに、原子炉スクラム等の重要な機能については、故障が生じた場合には安全側に

動作する設計思想に基づいて、作動信号が発信される設計としている。 

【添付４－１】 

 

【添付４－２】に原子炉を「冷やす」機能及び放射性物質を「閉じ込める」（格納容器）

機能に関連して設けられた主な設備の設置状況を示す。 

事故収束に重要なこれら機能について、故障等により多少の機能喪失があっても問題

なく事故収束が図れることを目的に、前述したように多重性や多様性及び独立性を持た

せた設備が設置されている。 

これらの状況も踏まえ、原子炉施設の構造、設備等が災害の防止上支障がないものと

して、法令に基づく設置の許可を得ている。 
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４．３ 新たな知見の取り込みについて【添付４－３】 

 

運転保守段階では、設計（設置許可）の前提となった設備、機器が常に必要な機能を

維持するよう、国の認可を受けた保安規定に従い、日常の状態確認、動作確認等を行っ

ている。 

 さらには、プラントの設置後も新たに得られる知見（自社・他社プラントの運転経験

を含む）をその都度、設備面・運用面の観点から積極的に取り込み、原子力災害リスク

の低減に取り組んできた。例えば、 

 

・  原子炉圧力容器に接続されている原子炉再循環系配管で発生した応力腐食割れ対

策工事、地中に直接埋設されていた海水系配管をコンクリート製のダクト内に新設す

る工事、海外プラントでの不適合事例から非常用炉心冷却系吸込ストレーナ目詰まり

対策として実施したストレーナの大型化等、「冷やす」「閉じ込める」機能に直接かか

わる設備の更新を実施してきている。 

・  プラント全体の信頼性向上に向け、炉心シュラウド取替工事（炉内構造物の応力腐

食割れ対策）、給水加熱器取替（磨耗、腐食等対策）、給水制御装置取替（その他経年

劣化対策）等の設備更新を実施してきている。 

・  地下階に設置された重要機器が、建屋内の配管破断等による溢水により冠水して機

能を失わないよう水密化対策等を実施している。 

－原子炉建屋階段開口部への堰の設置 

－原子炉建屋最地下階の残留熱除去系機器室等の入口扉の水密化 

－非常用電気品室エリアの堰のかさ上げ 

－非常用Ｄ／Ｇ室入口扉の水密化   等 

なお、前述のとおり、建屋外からの津波による浸水については、建屋敷地レベルが

想定津波高さを上回ることから、津波の遡上が機器に影響を及ぼすとは考えず、建屋

内の機器について津波に対する特別な対策を講じていなかった。 

・  さらに、新潟県中越沖地震被災の教訓の反映も行っており、反映事項は今回の事故

においても効果を発揮している。特に、免震重要棟（緊急時対策室の免震化）は、緊

急時対策本部として機能を維持し、新たに配備した消防車は本来の目的とは別に原子

炉注水用のポンプとして機能した。 

 

以上述べたように自社、他社プラントの運転経験をはじめとする知見を随時発電所の

設備、運転に反映し、原子力災害のリスク低減策について継続的に取り組んできた。 

次に、アクシデントマネジメントとして取り組んできた内容について述べる。これら

の内容については、電気事業者の自主的取り組みとして作業を進めたが、国の指導に基

づいて取り組みを開始した。その内容については国に報告し、国の妥当との確認を得な

がら一体となって整備を進めてきた。しかし、結果的に今回の事故の拡大を防ぐことは

できなかった。 
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４．４ アクシデントマネジメント整備【添付４－４】 

 

原子力災害リスクの低減への取り組みの一環として、スリーマイルアイランド（ＴＭ

Ｉ）事故を受け、原子力安全委員会が、その教訓を日本の原子力安全確保対策に反映さ

せるべき事項として５２項目を抽出し、国、事業者双方で必要な対応をとってきた。さ

らに、昭和６１年にチェルノブイル４号機の事故が発生すると、ＴＭＩ事故やチェルノ

ブイリ事故がいずれもシビアアクシデントであったことから、シビアアクシデント対策

への関心が世界的に高まった。 

そうした動向も踏まえ、原子力安全委員会は昭和６２年７月に共通問題懇談会（以下、

共通懇）を設置し、シビアアクシデントの安全上の位置づけの考え方等について検討を

開始した。共通懇は、検討を重ね中間報告（平成２年２月）等を経て、平成 4 年に原子

力安全委員会に提出した報告書（平成４年２月）にて、国の果たすべき役割について積

極的に提言した。すなわち、原子力安全委員会に対しては、事業者のアクシデントマネ

ジメント整備の性格・位置づけ・事業者と国の任務等に関する基本的考え方を示し今後

の方向性と枠組みを明らかにすることを求め、アクシデントマネジメント整備に関する

国の役割についてコンセンサスを得る必要があるとした。 

この報告を受けた原子力安全委員会は「発電用軽水型原子炉施設におけるシビアアク

シデント対策としてのアクシデントマネージメントについて」（平成４年５月）を決定

した。それを受けた通産省からのアクシデントマネジメント整備要請（平成４年７月）

に基づき、事業者は、平成６年から１４年にかけて、多重な故障を想定しても「止める」

「冷やす」「閉じ込める」機能が喪失しないよう多重性、多様性の厚みを増すアクシデン

トマネジメント策を整備した。 

 

アクシデントマネジメント整備の基本的な考え方（原子力安全委員会決定文等） 

・ 原子炉施設の安全性は、現行の安全規制の下に、設計、建設、運転の各段階において、

①異常の発生防止、②異常の拡大防止と事故への発展防止、及び③放射性物質の異常

な放出の防止、といういわゆる多重防護の思想に基づき厳格な安全確保対策を行うこ

とによって十分確保されている。 

・ これらの諸対策によって、シビアアクシデントは、工学的には現実に起こるとは考え

られないほど発生の可能性は十分小さいものとなっており、原子炉施設のリスクは十

分低くなっていると判断される。 

・ アクシデントマネジメントの整備は、この低いリスクを一層低減するものとして位置

付けられる。 

・ したがって、当委員会は、原子炉設置者において効果的なアクシデントマネジメント

を自主的に整備し、万一の場合にこれを的確に実施できるようにすることは強く推奨

されるべきであると考える。 

・ アクシデントマネジメントは、原子炉施設の設備を大幅に変更することなく実施可能

であり、その実施を想定することによりリスクが効果的に減少する限りにおいて、そ

の実施が推奨又は期待されるべきであると考える。 

 

設備面においては、既存設備の潜在能力を最大限に活用するため、必要な設備変更を

実施した。具体的な設備変更を以下に示す。 

 

・  既設の復水補給水系や消火系から炉心スプレイ系（福島第一１号機）または残留熱
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除去系（福島第一２～６号機、福島第二１～４号機）を通じて原子炉への注水が中央

制御室から操作可能となるよう接続ライン及び電動弁を設置（代替注水） 

・  格納容器の除熱失敗による格納容器の過圧に備え、耐圧性に優れたベントラインを

既設ラインに追設。中央制御室からの操作で格納容器の圧力を逃すことができるよう

整備（耐圧強化ベント）            

・  非常用Ｄ／Ｇ及び直流電源全喪失に備え、隣接号機からの電源融通確保  等 

【添付４－５】 

 

運用面においても、多重な故障への対応態勢を整備するとともに、アクシデントマネ

ジメントを的確に実施するため従来から制定している手順書等の改訂ならびに事故時運

転操作基準［シビアアクシデント］（ＳＯＰ）等の手順書類を制定した。 

また、アクシデントマネジメントに関して正しく理解し備えておく必要があることか

ら、運転員、支援組織の要員を対象として教育等を定期的に行うこととし、これを実施

してきている。なお、これらの設備、対応態勢、手順書等の整備（アクシデントマネジ

メント策の整備）は、電気事業者と国が一緒になって整備を進めてきたものであり、整

備内容については国に報告し、妥当との確認を得ながら進めてきた。 

以上のように、事故の対応に必要な「止める」、「冷やす」、「閉じ込める」機能及びそ

の電源系は、多重性や多様性及び独立性を備え、設計想定事象を超えた事故が起きても

出来る限り事故時に機能を喪失することがないよう強化してきた。また、このような設

備を有効に活用し事故対応が的確に行えるよう体制、手順書等を整備し、訓練を実施し

てきた。 

しかしながら、今回の事故はこれらの前提を外れるものであった。 

 

 

４．５ アクシデントマネジメント策と今回の事故 

 

以上のように、設計基準事象を超えるような事故に対しても、一定の事故対応の体制、

手順書等が整備されていたが、今回の事故は、事前の想定を大きく超える津波の影響に

より、事故対応の取り組みの前提を外れる事態になったため、事故対応に作動が期待さ

れていた機器、電源はほぼすべてその機能を喪失した。 

 

例えば、原子炉の冷却という観点からは、通常の給復水系の他、原子炉隔離時冷却系

を含めた非常用の複数の注水手段、さらには、本来原子炉注水用途ではない制御棒駆動

水圧系、復水補給水系、消火系等からも原子炉注水できるよう何重もの備えをしていた。 

これら機器のうち、いずれかを使用して原子炉注水を行うことを想定していたが、今

回の事故では、津波の影響により電源を喪失したため、電動駆動の原子炉注水設備が機

能を喪失した。また、初期段階で機能した蒸気駆動の原子炉隔離時冷却系等についても、

制御に必要な直流電源を喪失するなどの理由から機能を喪失し、最終的にはこれらすべ

ての原子炉注水手段を喪失した。 

 
一方、今回の事故対応では、アクシデントマネジメント策として整備された注水手段

ではなかったが、中越沖地震の教訓として配備された消防車を用い原子炉への注水手段

とした。この際、原子炉への注水経路としては、アクシデントマネジメント策の一つと

して設置した消火系からの注水ラインを利用している。これはアクシデントマネジメン
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ト策整備の一環である手順書整備、訓練等による知識を活用した臨機の応用動作であっ

た。しかし、結果的に事象進展に追いつけず、炉心損傷の防止までには至らなかった。 
電源供給という観点からは、外部送電線からの受電が不能になった場合も想定し、各

号機に複数の非常用Ｄ／Ｇを設置していた。さらに、これらの非常用Ｄ／Ｇが故障した

場合、すなわち短時間（３０分）の全交流電源喪失に対して、安全設計審査指針で原子

炉を安全に停止することが求められており、直流電源で制御され、原子炉蒸気で駆動さ

れる原子炉隔離時冷却系等により８時間程度の原子炉注水を可能としている。これは、

現在の安全設計審査指針においては、短時間に非常用Ｄ／Ｇ故障の復旧、発電所外部か

らの受電等、電源設備の修復が期待できることから、長期間の全交流電源を想定する必

要がないとしていることによる。 

 

先に述べたアクシデントマネジメントにおいては、さらに交流電源の復旧が遅れる場

合や直流電源が使用不能な場合に備え、隣接号機から電源を融通できるよう備えていた。

今回の事故では、外部送電線からの受電喪失、被水・浸水による非常用Ｄ／Ｇや所内の

電源盤の広汎な使用不能等により短期間での電源復旧ができない状況であった。また、

福島第一１～４号機においては、津波による被災以降、すべてのプラントで電源を喪失

した状況となったため、隣接号機からの電源融通についても不可能となった。 

 

福島の事故を顧みると、今回の津波の影響により、これまで国と一体となって整備し

てきたアクシデントマネジメント対策の機器も含めて、事故対応時に作動が期待されて

いた機器・電源がほぼすべて機能を喪失した。このため、現場では消防車を原子炉への

注水に利用するなど、臨機の対応を余儀なくされ、事故対応は困難を極めることとなっ

た。このように、想定した事故対応の前提を大きく外れる事態となり、これまでの安全

への取り組みだけでは事故の拡大を防止することができなかった。結果として、今回の

津波に起因した福島第一原子力発電所の事故に対抗する手段を備えることができず、炉

心損傷を防止できなかった。 

 

なお、福島第二原子力発電所では、襲来した津波の規模が福島第一原子力発電所より

も小さかったこと、電源喪失を免れたことなどから、これまでに整備してきたアクシデ

ントマネジメント策を有効に機能させることができ、プラントの安定化、冷温停止に至

った。 
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５．災害時の対応態勢 

 

５．１ 原子力災害発生時の態勢 

 

原子力災害に対する対策の強化等を目的とした原子力災害対策特別措置法（平成１１

年法律第１５６号 以下、「原災法」という）は、原子力災害の発生又は拡大を防止する

ための組織として、原子力事業所ごとに原子力防災組織の設置及びそれを統括管理する

原子力防災管理者の選任を義務付けている。 

 

原子力防災組織の具体的な設置及び運営についても、原災法に基づき原子力事業所ご

とに原子力事業者防災業務計画（以下、「防災業務計画」）の作成が義務付けられている。 

 

防災業務計画では、原災法第１０条に定める特定事象が発生した場合には、第１次緊

急時態勢を発令し、発電所及び本店に緊急時対策本部を設置することとしている。【添付

５－１】に第１次緊急時態勢発令時の福島第一原子力発電所及び本店の原子力防災組織

を示す。 

   緊急時対策本部が設置された以降は、原災法に基づく原子力防災管理者たる発電所長

が発電所対策本部長として、「職制上の権限を行使して活発に原子力災害対策活動を行う。

ただし、権限外の事項であっても、緊急に実施する必要のあるものについては、臨機の

措置をとる」ことが定められている。 

  

   一方、本店緊急時対策本部は、本部長たる社長の下で発電所での対策を支援する役割

を担っているが、発電所及び本店の対策本部は「互いに綿密な連絡を取り行うこと」と

している。 

    

   本件事故時においても地震発生直後から、各対策本部を常時ＴＶ会議システムで繋ぎ、

リアルタイムの情報共有を図りつつ対応してきた。 

 

５．２ 事故時の状況 

     

平成２３年３月１１日１４時４６分に発生した東北地方太平洋沖地震では、福島県を

はじめ、当社サービス区域内の茨城県や栃木県などで震度６弱以上の地震が観測された

ことから、本店及び関係店所では、地震等の自然災害発生時における、当社の社内規定

に定める第３非常態勢が同時刻に自動発令された。この時点で福島第一原子力発電所、

福島第二原子力発電所は本店本部とＴＶ会議システムで繋がれ地震後の対応を連携して

行っていた。【添付５－２】に本店及び福島第一原子力発電所の第３非常態勢を示す。 

    福島第一原子力発電所では、避難場所である事務本館前駐車場に避難するとともに、

人員確認を行い、非常災害対策要員及びそれ以外の所員を含め約４００名の社員と国の

原子力保安検査官並びに協力企業社員らが免震重要棟に入り対応を開始した。 

    本店では、館内一斉放送ならびに自動呼出システムにより非常災害対策要員の呼集を

行い、本店の非常災害対策室に参集した約２００名の社員が活動を開始した。 

 

福島第一１～３号機は、地震後の津波により、すべての交流電源を喪失したことから、

同日１５時４２分に原災法第１０条該当事象と判断し、同法に基づく通報を行なうとと
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もに、防災業務計画に定める第１次緊急時態勢を発令した。 

なお、地震発生直後に第３非常態勢を発令していることから、爾後、非常災害対策本

部と緊急時対策本部の合同本部に移行した。 

 
 同日１６時３６分、福島第一１、２号機の原子炉水位が確認できず、注水状況が不明

なため原災法第１５条に基づく事象（非常用炉心冷却装置注水不能）が発生したと判断、

同時刻、防災業務計画に基づき第２次緊急時態勢に移行した。 

原災法では、第１５条に基づく事象が発生した場合に、内閣総理大臣は、原子力緊急

事態宣言を発令するとともに、原子力災害対策本部及び原子力災害現地対策本部を設置

することとなる。 

今回の事故においては、同日１９時３分、原子力緊急事態宣言が発令されるとともに、

同時刻、官邸に原子力災害対策本部が、現地の緊急対策拠点（以下、「オフサイトセンタ

ー」という）に原子力災害現地対策本部が設置されることになった。 

オフサイトセンターは、現地における実質的な災害対策を行う重要な拠点である。こ

のため、オフサイトセンターに当社からの要員を派遣することが、防災業務計画に定め

られているが、今回の事故時においては、オフサイトセンターの原子力災害現地対策本

部は、停電等の影響もあって、当初活動ができない状態であった。このため、福島第一

原子力発電所緊急時対策本部からの派遣を見合わせていたが、１２日未明に活動が開始

されたとの情報を受け、まず、１０名の派遣要員がオフサイトセンターに入り、当日中

には、合計２１名が同所での活動を開始した。 

また、地震の発生を受けて本店緊急時対策本部から現地に向けて出発し、同日１８時

頃には福島第二原子力発電所緊急時対策本部に到着してオフサイトセンターの活動開始

を待機していた３名の本店の要員についても、活動開始と共にオフサイトセンターに入

ることとなった。 

なお、当初は福島第一原子力発電所の免震重要棟に詰めていた国の原子力保安検査官

は、３月１２日朝に全員がオフサイトセンター側に移動し、１３日に一旦発電所に戻る

が１４日夕方以降再度オフサイトセンター側に移動、翌日の原子力災害現地対策本部の

移転に伴い福島県庁に移動した。このため、復帰する３月２２日まで福島第一原子力発

電所では国の原子力保安検査官は不在となった。 

 

オフサイトセンターの当社派遣要員は、地震等による被害を受けず機能が維持されて

いた当社所有電力保安回線を介するＴＶ会議システムや保安電話等を活用して、発電所

及び本店の対策本部との間でリアルタイムの情報共有を図った。 
一方、地震発生直後から発電所周辺の公衆回線はほとんど不通状態であったため、防

災業務計画で定められたルールどおりに、発電所緊急時対策本部から経済産業省原子力

安全・保安院や自治体等に通報連絡することが困難であった。このため、原子力安全・

保安院等に派遣した要員とも情報を共有しつつ、上記電力保安回線を使用して、発電所

緊急時対策本部から送信された通報連絡を本店緊急時対策本部が受信し、その情報をメ

ールやＦＡＸ等で原子力安全・保安院等に連絡するなどの工夫をしていた。 
 

なお、１５日５時３５分、国の原子力災害対策本部は、当社本店の緊急時対策本部と

統合し、菅総理大臣（当時）を本部長とする「福島原子力発電所事故対策統合本部」が

発足した。 



 

 ２２  

６．地震の発電所への影響 

 

６．１ 地震発生直前のプラント状況 

 

（１）福島第一原子力発電所の状況 

 

 地震発生直前の福島第一原子力発電所各号機の状態は、１号機から３号機は定格出力

運転中であった。 

また、４号機から６号機は定期検査のため停止していた。これらのうち、４号機はシ

ュラウド取替作業のため、原子炉圧力容器から使用済燃料プールへすべての燃料を移動

させ保管・冷却していた状態となっていた。 

５号機は、定期検査の終盤にあり、原子炉圧力容器の中に燃料を装荷し、健全性を確

認するための水圧による漏えい試験を実施していた。６号機についても、定期検査の終

盤にあり、燃料は既に原子炉圧力容器に装荷された状態となっていた。 

 

（２）福島第二原子力発電所の状況 

 

地震発生直前の福島第二原子力発電所は、1 号機から４号機の全基が定格出力運転中

であった。 

 

 

６．２ 地震発生直後のプラント状況 

 

（１）福島第一１号機の状況 

 

①地震に伴う自動停止 

 
・  １号機は平成２３年３月１１日１４時４６分、地震によりスクラム動作し、同４７

分に制御棒がすべて挿入された。              【添付６－１（１）】 
・  これに伴い平均出力領域モニタ（ＡＰＲＭ）の指示値は急減しており、出力低下の

正常動作をしていることが確認できる。           【添付６－１（２）】 
・  また、外部電源が喪失したことにより、１４時４７分に非常用Ｄ／Ｇ２台が自動起

動しており、その電圧は正常に確立している。        【添付６－１（３）】 
・  一方、外部電源の喪失に伴って非常用母線の電源を喪失したため、原子炉保護系の

電源がなくなり、主蒸気隔離弁が自動閉となった。      【添付６－１（４）】 
 
②自動停止以降の挙動 

 
・  原子炉水位は、スクラム直後はボイド（気泡）がつぶれることで低下しているが、

非常用炉心冷却系の自動起動レベルに至ることなく回復している。【添付６－１（５）】 
・  原子炉圧力は、スクラム直後は低下するが、主蒸気隔離弁が自動閉したことにより

上昇している。                      【添付６－１（６）】 
 
 



 

 ２３  

警報発生記録データにおいて、主蒸気隔離弁閉の信号に前後して、主蒸気配

管破断等に関連する隔離信号が打ち出されているが、主蒸気流量は０（ゼロ）

となっており、蒸気流量の増大は見られない。      【添付６－１（７）】 
このことから、打ち出された隔離信号は、外部電源の喪失によって計器電源

が喪失したことで当該信号が発されたものと考えられる。 
 
・  １４時５２分、非常用復水器が「原子炉圧力高（７．１３ＭＰａ[gage]）」により

自動起動した。これにより、原子炉内の蒸気が冷却され、原子炉圧力は低下した。原

子炉圧力の低下が速く、操作手順書で定める原子炉冷却材温度変化率５５℃／ｈを遵

守できないと判断し、約１０分後の１５時０３分頃、戻り配管隔離弁（ＭＯ－３Ａ、

３Ｂ（以降、それぞれ３Ａ弁、３Ｂ弁という））を一旦「全閉」とし、非常用復水器

を停止、原子炉圧力は再び上昇している。なお、他の弁は開状態で、通常の待機状態

とした。                         【添付６－１（８）】 
 

非常用復水器の操作については、手順書で原子炉圧力容器への影響緩和の観

点から原子炉冷却材温度変化率が５５℃／ｈを超えないよう調整することとし

ている。実際、非常用復水器の作動時に急激に温度が低下した後、停止操作を

行っており、その操作は手順書に則って行われている。 
 
・  原子炉圧力を６～７ＭＰａ程度に制御するためには、非常用復水器は 1系列で十分

と判断、Ａ系にて制御することとし、津波の影響で操作が出来なくなる１５時３０分

過ぎまで、３Ａ弁を操作して非常用復水器（Ａ）の手動起動・停止を繰り返すことで

この圧力の範囲で制御していた。              【添付６－１（６）】 
 

非常用復水器は、冷却した戻り水が原子炉再循環系配管（Ｂ）に流入するが、

原子炉再循環ポンプ入口温度と原子炉圧力の変動時期があっているため、非常

用復水器により圧力制御していたことがわかる。    【添付６－１（９）】 
非常用復水器１系列の操作とすることできめ細やかな圧力調整を行っている。 

 
・  格納容器（ドライウェル）圧力は、原子炉スクラム以降上昇している。また、格納

容器圧力と圧力抑制室圧力の差圧に変曲点が見られる。    【添付６－１（１０）】 
 

格納容器の圧力上昇は、格納容器内の温度上昇に伴う圧力上昇の結果と考え

られる。 
また、差圧の変曲点については、圧力抑制室の冷却を行うために、１５時  

１０分前後に格納容器スプレイ系のポンプを手動で起動したことにより、圧力

抑制室側の圧力低下が加わり差圧に変曲点が生じたものと考えられる。 
 
・  格納容器温度は、温度上昇が緩やかで、数１０℃の温度上昇にとどまっている。 

                      【添付６－１（１１）（１２）】 
格納容器内において急激な温度上昇は認められないことから、配管等の破断

はなく、電源喪失による格納容器空調停止に伴うものと考えられる。 
 
 



 

 ２４  

・  通常換気空調系は常用電源喪失により停止したが、原子炉水位低（Ｌ－３）または

安全保護系電源喪失による原子炉格納容器隔離系隔離信号により、非常用ガス処理系

が自動起動したことから、原子炉建屋の負圧は維持されたものと考えられる。       

【添付６－１（１３）】 
・  排気筒放射線モニタは、原子炉スクラム以降もノイズはあるものの、記録されてい

る範囲で安定した値を示しており、異常は認められない。   【添付６－１（１４）】 
 
 
（２）福島第一２号機の状況 

 

①地震に伴う自動停止 

 
・  ２号機は平成２３年３月１１日１４時４７分、地震によりスクラム動作し、同４７

分に制御棒がすべて挿入された。              【添付６－２（１）】 
・  これに伴い平均出力領域モニタ（ＡＰＲＭ）の指示値は急減しており、出力低下の

正常動作をしていることが確認できる。           【添付６－２（２）】 
・  また、外部電源が喪失したことにより、１４時４７分に非常用Ｄ／Ｇ２台が自動起

動しており、その電圧は正常に確立している。        【添付６－２（３）】 
・  一方、外部電源の喪失に伴って非常用母線の電源を喪失したため、原子炉保護系の

電源がなくなり、主蒸気隔離弁が自動閉となった。      【添付６－２（４）】 
 
②自動停止以降の挙動 

 
・  原子炉水位は、スクラム直後はボイド（気泡）がつぶれることで低下しているが、

非常用炉心冷却系の自動起動レベルに至ることなく回復している。 
【添付６－２（５）】 

・  その後、１４時５０分、外部電源喪失による原子炉隔離時（主蒸気隔離弁閉時）の

対応手順書に従い、原子炉隔離時冷却系を手動起動している。原子炉隔離時冷却系は

原子炉水位の過渡的な変動の中、１４時５１分に原子炉水位高により停止し、以降、

１５時０２分に手動起動、１５時２８分に原子炉水位高により停止、１５時３９分に

手動起動している。                     【添付６－２（６）】 
・  原子炉圧力は、スクラム直後は低下するが、主蒸気隔離弁が自動閉したことにより

上昇している。この上昇に対しては、主蒸気逃がし安全弁の開閉により安定的に圧力

が制御されている。                  【添付６－２（５）（７）】 
 

警報発生記録データにおいて、主蒸気隔離弁閉に前後して主蒸気配管の破断

等に関連する隔離信号が打ち出されているが、１号機と同様に外部電源の喪失

によって計器電源が喪失したことで当該隔離信号が発されたものと考えられる。      

【添付６－２（８）】 
 
・  手順書で原子炉冷却材温度変化率が５５℃／ｈを超えないよう調整することとし

ているが、原子炉水温（ＰＬＲ（原子炉再循環系）ポンプ入口温度）の記録で確認可

能な１時間程度の範囲において数１０℃程度の変化で安定している。 
                                                              【添付６－２（９）】  



 

 ２５  

・  格納容器温度は、温度上昇が緩やかで、数１０℃の温度上昇にとどまっている。 
                        【添付６－２（１０）】 

 
格納容器内において急激な温度上昇は認められず、原子炉圧力も７ＭＰａ程

度で制御されていることから、配管等の破断はなかったものと考えられる。格

納容器内の温度上昇は、１号機と同様に電源喪失による格納容器空調の停止に

よるものと考えられる。 
 

・  圧力抑制室温度は、圧力抑制室が原子炉隔離時冷却系ポンプ駆動用タービンの排気

や主蒸気逃がし安全弁の排気先となっていることから上昇している。このため、１５

時００分から０７分頃にかけて残留熱除去系ポンプを順次起動し、圧力抑制室の水の

冷却を行っている。水温は１５時３０分頃から上昇に転じているが、津波到達により

残留熱除去系ポンプが停止したことによるものと考えられる。【添付６－２（１１）】 
・  通常換気空調系は常用電源喪失により停止したが、原子炉水位低（Ｌ－３）または

安全保護系電源喪失による原子炉格納容器隔離系隔離信号により、非常用ガス処理系

が自動起動したことから、原子炉建屋の負圧は維持されたものと考えられる。       
【添付６－２（１２）】 

・  排気筒放射線モニタは、１号機と排気筒を共用しているが、１号機で記した通り、

原子炉スクラム以降、ノイズはあるものの記録されている範囲で安定した値を示して

おり、異常は認められない。                                【添付６－２（１３）】 
 
 
（３）福島第一３号機の状況 

 

①地震に伴う自動停止 

 
・  ３号機は平成２３年３月１１日１４時４７分、地震によりスクラム動作し、同４７

分に制御棒がすべて挿入された。               【添付６－３（１）】 
・  これに伴い平均出力領域モニタ（ＡＰＲＭ）の指示値は急減しており、出力低下の

正常動作をしていることが確認できる。            【添付６－３（２）】 
・  また、外部電源が喪失したことにより、１４時４８分に非常用Ｄ／Ｇ２台が自動起

動しており、その電圧は正常に確立している。         【添付６－３（３）】 
・  一方、外部電源の喪失に伴って非常用母線の電源を喪失したため、原子炉保護系の

電源がなくなり、主蒸気隔離弁が自動閉となった。       【添付６－３（４）】 
 
②自動停止以降の挙動 

 
・  原子炉水位は、スクラム直後はボイド（気泡）がつぶれることで低下しているが、

非常用炉心冷却系の自動起動レベルに至ることなく回復している。 
   【添付６－３（５）】 

・  その後、１５時０５分、外部電源喪失による原子炉隔離時（主蒸気隔離弁閉時）の

対応手順書に従い、原子炉隔離時冷却系を手動起動している。原子炉隔離時冷却系は

原子炉水位の過渡的な変動の中、１５時２５分に原子炉水位高により停止、１６時 

０３分に再度手動起動している。               【添付６－３（６）】 



 

 ２６  

・  原子炉圧力は、スクラム直後は低下するが、主蒸気隔離弁が自動閉したことにより

上昇している。この上昇に対しては、主蒸気逃がし安全弁の開閉により安定的に圧力

が制御されている。                  【添付６－３（５）（７）】 
 

警報発生記録データにおいて、主蒸気隔離弁閉に前後して主蒸気配管の破断

等に関連する隔離信号が打ち出されているが、１号機と同様に外部電源の喪失

によって計器電源が喪失したことで当該隔離信号が発されたものと考えられる。      

【添付６－３（８）】 
 
・  手順書で原子炉冷却材温度変化率が５５℃／ｈを超えないよう調整することとし

ているが、原子炉水温（ＰＬＲ（原子炉再循環系）ポンプ入口温度）の記録で確認可

能な１時間程度の範囲において数１０℃程度の変化で安定している。 
    【添付６－３（９）】 

・  格納容器温度は、温度上昇が緩やかで、数１０℃の温度上昇にとどまっている。      

【添付６－３（１０）（１１）】 
  

格納容器内において急激な温度上昇は認められず、原子炉圧力も７ＭＰａ程

度で制御されていることから、配管等の破断はなかったものと考えられる。格

納容器内の温度上昇は、１号機と同様に電源喪失による格納容器空調の停止に

よるものと考えられる。 
 

・  通常換気空調系は常用電源喪失により停止したが、原子炉水位低（Ｌ－３）または

安全保護系電源喪失による原子炉格納容器隔離系隔離信号により、非常用ガス処理系

が自動起動したことから、原子炉建屋の負圧は維持されたものと考えられる。 
【添付６－３（１２）】 

 
・  排気筒放射線モニタは、原子炉スクラム以降、ノイズはあるものの記録を終了する

まで安定した値を示しており、異常は認められない。    【添付６－３（１３）】 
 
 
（４）福島第一４号機の状況 

 
・  ４号機は地震発生時、定期検査中で全燃料が原子炉から使用済燃料プールに取り出

されていた。 
・  地震発生時は、原子炉ウェル側でシュラウド切断作業が実施されており、プールゲ

ートが閉で満水状態であったが、地震後も原子炉ウェル側の大きな水位変動は見られ

ていない。 
・  地震により外部電源を喪失したため、待機中の非常用Ｄ／Ｇ１台が起動した（残り

１台は点検中）。 
 
 
 
 
 



 

 ２７  

 
非常用Ｄ／Ｇは、定期検査中でプロセス計算機、過渡現象記録装置の取り替

え作業中だったこと等から、起動信号、電圧確立状態等に関する記録は残され

ていないが、燃料油タンクレベルの低下が確認されていることから正常に起動

しているものと考えられる。 
また、非常用パワーセンターの負荷として、中央制御室の制御盤に設置され

ている記録計のチャートに地震以降の記録が残されていることから、非常用 

Ｄ／Ｇから非常用パワーセンターまで地震後も健全であったことが確認できる。 
なお、非常用ガス処理系は、非常用Ｄ／Ｇの電源供給により起動していたも

のと考えられる。 
 
・  地震前、使用済燃料プールの冷却のため、残留熱除去系ポンプ（Ｄ）を運転してい

たが、地震後、外部電源喪失によって当該ポンプは停止した。なお、地震前に使用済

燃料プールの水位が満水であること、プール水温が２７℃であったことから、早期に

燃料の冷却に支障をきたす状況ではなく、津波到達前に再起動するには至らなかった。 
・  排気筒放射線モニタは、３号機と排気筒を共用しているが、３号機で記した通り、

ノイズはあるものの記録を終了するまで安定した値を示しており、異常は認められな

い。 
 
（５）福島第一５号機の状況 

 
・  ５号機は地震時、定期検査中で全燃料が原子炉内にあり制御棒はすべて挿入された

状態で、圧力容器の耐圧漏えい試験を実施しており、７．２ＭＰａに昇圧・保持され

ていた。 
・  地震発生により、原子炉を加圧していた制御棒駆動水圧系ポンプが電源喪失により

停止したため、原子炉圧力は一時的に低下したが、その後は崩壊熱により８ＭＰａ程

度まで緩やかに上昇した。 
・  また、外部電源が喪失したことにより、非常用Ｄ／Ｇ２台が自動起動しており、そ

の電圧は正常に確立している。 
・  外部電源が喪失したことにより、使用済燃料プールを冷却していた燃料プール冷却

浄化系が運転を停止したが、プールの冷却は、使用済燃料プールの水位が満水であり、

プール水温が約２４℃であったことから、早期に支障をきたす状況ではなかった。こ

のため、プールの冷却に使用可能な残留熱除去系は待機状態とした。 
・  通常換気空調系は常用電源喪失により停止したが、安全保護系電源喪失による原子

炉格納容器隔離系隔離信号により、非常用ガス処理系が自動起動し、原子炉建屋の負

圧は維持された。 
・  排気筒放射線モニタは、原子炉スクラム以降、記録を終了するまで安定した値を示

しており、異常は認められない。 
 
（６）福島第一６号機の状況 

 
・  ６号機は地震時、定期検査中で全燃料が原子炉内にあり、制御棒はすべて挿入され、

圧力容器の上蓋がボルトで締め付けられた状態であった。 
・  原子炉圧力は、地震発生後、崩壊熱により緩やかに上昇した。なお、５号機と比較
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して停止期間が長かったことにより、その推移はより緩やかであった。 
・  また、外部電源が喪失したことにより、非常用Ｄ／Ｇ３台が自動起動した。 
・  外部電源が喪失したことにより、停止時冷却モードで運転中であった残留熱除去系、

燃料プール冷却浄化系が運転を停止したが、プールの冷却は、地震前に使用済燃料プ

ールの水位が満水で、プール水温が２５℃程度であったことから、早期に支障をきた

す状況ではなかった。このため、残留熱除去系及び燃料プール冷却浄化系は待機状態

とした。 
・  通常換気空調系は常用電源喪失により停止したが、安全保護系電源喪失による原子

炉格納容器隔離系隔離信号により、非常用ガス処理系が自動起動し、原子炉建屋の負

圧は維持された。 
・  排気筒放射線モニタは、５号機と排気筒を共用しているが、５号機で記した通り、

ノイズはあるものの記録を終了するまで安定した値を示しており、異常は認められな

い。 
 
（７）福島第二原子力発電所の状況 

 
・  福島第二１～４号機は、定格運転中のところ、地震によりスクラム動作し制御棒が

すべて挿入された。 
・  津波の影響により循環水ポンプが停止し、復水器で原子炉内の蒸気を水に戻すこと

ができなくなること等に備え、主蒸気隔離弁を手動で全閉とし、原子炉圧力の制御を

主蒸気逃がし安全弁にて行った。 
・  原子炉水位は、自動停止した際のボイド（気泡）のつぶれにより「原子炉水位低（Ｌ

－３）」まで下降したが、原子炉給水系からの給水により非常用炉心冷却系等が起動

するレベルに到達することなく回復した。 
・  主蒸気隔離弁全閉に伴い、原子炉隔離時（主蒸気隔離弁閉時）の対応手順書に従い、

原子炉隔離時冷却系を手動起動し、原子炉水位高による自動停止と手動起動を繰り返

して原子炉水位を調整した。 
・  また、「原子炉水位低（Ｌ－３）」に伴い、原子炉格納容器隔離系及び非常用ガス処

理系が正常に動作し、格納容器の隔離及び原子炉建屋の負圧維持が行われた。 
・  排気筒放射線モニタやモニタリングポストの値に異常な変化はなく、外部への放射

能の影響がないことを確認した。 
 

 

６．３ 外部電源の状況 

 

（１）福島第一原子力発電所の外部電源状況 

 

・  福島第一原子力発電所の外部電源は、新福島変電所から送電される大熊線１Ｌ及び

２Ｌ(２７５ｋＶ)が１、２号機用の開閉所を経由して１、２号機の所内電源を受電し、

大熊線３Ｌ及び４Ｌ(２７５ｋＶ)も同様に３、４号機用開閉所を経由して３、４号機

の所内電源を受電している。 
・  号機間については、１号常用高圧電源盤、２号常用高圧電源盤及び３、４号機常用

高圧電源盤が相互に接続され、電力融通が可能な回路構成となっていた。 
・  ５、６号機は、夜の森線１Ｌ及び２Ｌ(６６ｋＶ)が５、６号機用の６６ｋＶ開閉所
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を経由して所内電源を受電していた。なお、東北電力からの東電原子力線(６６ｋＶ)
については、１号機常用高圧電源盤に接続できる構成となっていたが、通常は使用し

ていない設備であった。このため、１～４号機は４回線、５、６号機は２回線の外部

電源を受電できる構成であった。 
・  地震当日の送電状況は、大熊線３Ｌの受電設備が工事中であったため、福島第一原

子力発電所の外部電源は大熊線３Ｌを除く５回線からの受電であった。 
 
・  今回の地震により、１～４号機については、１、２号機用の開閉所にある受電遮断

器等が損傷して大熊線１、２Ｌによる受電は不可能となり、大熊線４Ｌは、福島第一

原子力発電所と新福島変電所の間に位置する一部の鉄塔と電線にアーク痕を確認し

ており、これを起因として受電停止に至ったと推定される。通常使用していない設備

ではあったが、東北電力からの東電原子力線についても、原因は特定できていないが、

ケーブル不具合が発生していたため、１～４号機は受電停止となった。 
 
・  ５、６号機については、福島第一原子力発電所と新福島変電所の間に位置する夜の

森線送電鉄塔１基(#２７鉄塔)が、隣接地の盛土が地震により大規模に崩落したため倒

壊に至り、夜の森線１Ｌ及び２Ｌからの受電停止となった。 
・  以上のとおり、７回線（東電原子力線含む）すべてが停止したことにより、福島第

一原子力発電所では非常用Ｄ／Ｇが起動して所内電源を確保したものの、その後の津

波により非常用Ｄ／Ｇや高圧電源盤等が被害を受け所内電源の喪失に至った。福島第

一原子力発電所の外部電源被害状況を【添付６－４】に示す。 
 

（２）福島第二原子力発電所の外部電源状況 

 

・  当発電所における外部電源は、新福島変電所から富岡線１、２Ｌ（５００ｋＶ)お
よび岩井戸線１、２Ｌ（６６ｋＶ）の計４回線で所内電源を受電する構成であった。

地震当日は、点検停止していた岩井戸線１Ｌを除いた３回線で受電していた。 
・  地震発生後は、新福島変電所の断路器の損傷により３月１１日１４時４８分頃に富

岡線２L が受電停止となった。なお、岩井戸線２Ｌにおいては、地震後の設備巡視に

より避雷器の損傷を確認したので、所内受電が富岡線１Ｌによって継続できていたこ

とから損傷の拡大防止のために受電停止した。 
・  このため、外部電源は一時的に１回線による受電となったが、翌日１２日１３時 

５８分には岩井戸線２Ｌ、１３日５時１５分頃には岩井戸線１Ｌを仮復旧させ、３回

線による受電構成となった。福島第二原子力発電所の外部電源被害状況を【添付６－

５】に示す。 
 

（３）外部電源まとめ 

 

福島第一および福島第二原子力発電所における外部電源設備は、地震により発電所内の

開閉所遮断器、新福島変電所内変電設備が損傷、送電鉄塔隣接地の盛土崩落による鉄塔倒

壊が発生し、福島第一原子力発電所では、７回線（東電原子力線含む）すべてが停止、福

島第二原子力発電所では、４回線中３回線が停止し、１回線のみ供給が継続された。 

福島第一および福島第二原子力発電所の外部電源は、安全設計審査指針に定められる２

回線以上の送電線により電力系統に接続された設計であることを満足していたものの、上
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記のような状況となった。 

 

原子力発電所の設計においては、外部電源系統からの電力供給が失われた場合も考慮さ

れており、実際後述の通り、地震により外部電源が失われた各号機において、非常用   

Ｄ／Ｇ以下の非常用電源系統が正常に起動し、設計通り電源の確保ができていたことが確

認されている。 

 

今回の地震により、原子力発電所の外部電源設備を含む送変電設備は広範に被害を受け

た。外部電源設備の被害状況を【添付６－６】に示す。 

 

 

６．４ 地震による設備への影響評価 

 

福島第一原子力発電所を襲った津波は地震発生から１時間に満たないうちに到達した

ため、発電所所員が発電所の設備が地震でどの程度の損傷を受けたのか、津波が来るま

での時間で明確には確認できていない。また、事故が炉心損傷や水素爆発にまで至り、

建屋内の汚染水の滞留の問題や放射線の問題等から、原子炉建屋内の機器やタービン建

屋地下階の機器の状態確認は現在も困難である。 

そのため、福島第一原子力発電所について、次に掲げる観点から設備の健全性に関す

る考察を加え、可能な範囲で損傷原因を究明し、当該地震による安全上重要な機器の機

能への影響の有無についての評価を行った。 

 

（１）プラントパラメータによる評価 

 

 プラント情報を記録する媒体としては、運転員による記録の他、チャート、警報発生

記録、過渡現象記録装置等が挙げられる。これらは、プラントの状態を示すものであり、

設備の健全性を評価するための重要な情報となっている。 

今回、津波の影響によりほとんどの計器電源等も喪失したため、情報は限定的である

が、その多くは津波までのプラント状態を示している。 

地震直後の主たる設備の状況は既に述べたが、高圧注水設備（非常用復水器、原子炉

隔離時冷却系等）等、問題なく動作していると判断され、特に異常は認められない。 

また、主蒸気流量や格納容器温度のチャートから、配管の健全性についても、異常は

ないものと考えられる。 

 

なお、福島第一３号機の高圧注水系の蒸気配管に関する地震の影響について、原子炉

隔離時冷却系が停止し、高圧注水系が起動してから原子炉圧力が約７ＭＰａから約１ 

ＭＰａまで低下しているため、３号機の高圧注水系の蒸気配管破断の可能性も含め確認

を行った。この結果、運転員からの聞き取りにより、実際に高圧注水系（ＨＰＣＩ）室

に入室し異常が見られなかったということが確認されており、高圧注水系の蒸気配管に

異常はなかったことが確認された。また、トーラス室にも蒸気配管が通っているが、高

圧注水系が停止した後の１３日朝に運転員が入室しており、配管が破断したような異常

は認められていない。３号機の原子炉圧力の挙動は、タービン駆動用に原子炉から引き

込む蒸気の消費量が大きい高圧注水系（蒸気駆動）を連続運転したことにより変化した

ものと考えられる。 
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（２）観測記録を用いた地震応答解析結果 

 

東北地方太平洋沖地震の観測データに基づいた原子炉建屋の地震応答解析を用いて解

析的検討を行い、東北地方太平洋沖地震が耐震安全上重要な機器・配管系へ与えた影響

を評価した。 

影響評価の具体的な方法としては、原子炉建屋の地震応答解析及び原子炉建屋と原子

炉等の大型機器を連成させた地震応答解析で得られた応答荷重や応答加速度等を、基準

地震動Ｓｓを用いた地震応答解析で得られた地震荷重等と比較することにより実施した。 

 

本検討の地震応答解析で得られた地震荷重等が、基準地震動Ｓｓを用いた地震応答解

析で得られた地震荷重等を上回る場合は、安全上重要な機能を有する主要な設備の耐震

性評価を実施した。主な評価結果を以下に示す。（詳細は【添付６－７（１）】参照。あ

わせて、福島第二原子力発電所の各号機の評価結果【添付６－７（２）】、並びに地震・

津波被災後の福島第一１～６号機の建屋評価結果を【添付６－７（３）】に示す） 
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１号機（東西方向） ３号機（東西方向）２号機（東西方向）

評価基準値 評価基準値 評価基準値

福島第一１～３号機の原子炉建屋評価結果 

福島第一１～３号機の主要設備評価結果 

３３５１１３－－－－その他*

３６３２６９３１５８７配管

ﾎﾟﾝﾌﾟ

４１４２２８配管

ﾎﾟﾝﾌﾟ

４２

１５８

１５１

５０

１００

計算値

３号機

４５

８７

２０８

２９

１２２

計算値

２号機

１２７

４１１

３７４

２２２

１９６

評価基準値

１８５

２７８

３７８

２２２

３００

評価基準値評価基準値計算値

１８５

２７８

３６０

２２２

３００

８

９８

２６９

９３

１０３

１号機

残留熱除
去系

停止時冷
却系

原子炉格納容器

主蒸気系配管

原子炉圧力容器

炉心支持構造物

設備

３３５１１３－－－－その他*

３６３２６９３１５８７配管

ﾎﾟﾝﾌﾟ

４１４２２８配管

ﾎﾟﾝﾌﾟ

４２

１５８

１５１

５０

１００

計算値

３号機

４５

８７

２０８

２９

１２２

計算値

２号機

１２７

４１１

３７４

２２２

１９６

評価基準値

１８５

２７８

３７８

２２２

３００

評価基準値評価基準値計算値

１８５

２７８

３６０

２２２

３００

８

９８

２６９

９３

１０３

１号機

残留熱除
去系

停止時冷
却系

原子炉格納容器

主蒸気系配管

原子炉圧力容器

炉心支持構造物

設備

単位：MPa

＊ その他に記載した評価対象設備：（３号機）高圧注水系蒸気配管
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結果に示すとおり、今回の地震に対して、原子炉を「止める」、「冷やす」、放射性物質

を「閉じ込める」に係わる安全上重要な機能を有する主要な設備の耐震性評価の計算値

は、すべて評価基準値以下であることを確認したことから、これらの設備の機能に地震

の影響はないと考えられる。 

また、それらの評価結果は、現時点における地震後のプラント挙動の分析結果と整合

していることから、安全上重要な機能を有する主要な設備は、地震時及び地震直後にお

いて、要求される安全機能を保持できる状態にあったといえる。 

 

（３）発電所設備の目視確認結果 

 

発電所設備の損傷状況を確認するべく、福島第一１～６号機までの設備状態を可能な

範囲で目視によって確認した。汚染水が滞留しているエリアや高線量エリアなど、直接

的な確認ができない範囲もあるが、各所の目視結果から以下のような観点での整理がで

きる。 

 

・  冷温停止に至った福島第一５号機及び６号機の屋内設備については、原子炉建屋、

タービン建屋に設置されている機器の目視確認ができる。これらの機器の一部は、

被水、冠水という意味で津波の影響を受けているものの、耐震クラスに係わらず設

備に対するほぼ地震のみの影響を確認することができると考える。 

・  福島第一１号機～３号機については、原子炉建屋内の設備の確認は難しいが、タ

ービン建屋内に設置されている機器については、地下階を除き目視確認することが

できる。これらの機器も５号機、６号機と同様に一部は、被水、冠水という意味で

津波の影響を受けているものの、ほぼ地震のみの影響を確認することができると考

える。 

・  タービン建屋に設置されている設備については、そのほとんどが常用系の設備で

あり、耐震クラスが低い機器が多いことから、それらの機器に地震による影響が少

なければ、プラントの耐震安全性に関する重要な判断材料になるものと考える。 

・  屋外設備については、損傷を受けている機器も多くある。後述するが、その多く

は津波や津波による漂流物の衝突などによるものと考えられる。しかしながら、厳

密には地震による影響を必ずしも否定する判断材料としては使用できない場合も

多く見られる。このため、屋外の損傷設備の要因については、損傷形態から原因を

特定できるものを除き、参考扱いと考えている。 

 

また、上記目視点検に加えて、回転機器について以下の項目を調査整理している。 

・  ５号機及び６号機において現在使用中の機器 

・  ５号機及び６号機において試運転により運転可能なことを確認できている機器 

・  運転や試運転を実施するにあたって事前に分解などの点検している場合、点検結

果に地震による損傷が認められるか否かの確認 

 

①５号機目視確認結果【添付６－８（１）】 

 

・  ５号機原子炉建屋に設置されている設備について、目視により確認したところ、

損傷は認められなかった。 

・  また、タービン建屋内に設置されている設備を目視により確認したところ、非常
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用Ｄ／Ｇや電源盤など重要な機器については地震による損傷は認められないが、高

圧タービンと低圧タービンの中間にある湿分分離器のドレン配管のサポートがず

れており、そのドレン配管に接続されている小口径配管一カ所で破損が認められた。

これは破損形態から地震による損傷と判断される。 

 

②６号機目視確認結果【添付６－８（２）】 

 

・  ６号機の原子炉建屋は複合建屋方式を採用しており、原子炉棟の周囲に付属棟が

設置された構造になっているが、付属棟に設置されている非常用Ｄ／Ｇも含めて設

備に外観上の損傷は認められない。 

・  タービン建屋に設置されている設備に外観上大きな損傷はないが、給水加熱器

（５Ｂ）の固定脚基礎に割れが確認されており、これは地震による損傷と思われる。 

 

③１号機 非常用復水器目視確認結果【添付６－８（３）】 

 

・  １号機の原子炉建屋に設置されている非常用復水器の本体、主要配管および主要

弁に原子炉の冷却材喪失となるような損傷の有無を目視により確認した。なお、格

納容器内側には立ち入ることができないため、格納容器外側の本体、配管、弁を確

認対象とした。 

・  非常用復水器本体が設置されている原子炉建屋４階では、５階での水素爆発の影

響で天井の北側に破損開口部が生じ、非常用復水器上部北側で爆風によると思われ

る保温材の脱落や瓦礫の散乱が認められた。また、非常用復水器本体南側の保温材

が激しく脱落しているが、原子炉建屋の機器ハッチ（吹き抜け）側であり、５階で

生じた水素爆発の爆風が、吹き抜けを通じて非常用復水器の保温材を損傷させたも

のと考えられる。なお、３階、２階においては保温材の脱落、飛散は認められなか

った。 

・  非常用復水器本体の損傷、配管の破断、フランジ部からの漏えい、弁の脱落等は

認められなかった。また、配管破断が生じて原子炉内の高圧蒸気が大量に噴出した

ような状況は認められなかった。 

・  これらのことから格納容器外側に原子炉の冷却材喪失となるような損傷はない

ことが確認された。 

・  この目視による現場確認にあわせ、非常用復水器の弁の開閉状態および非常用復

水器の水位の確認を行った。Ａ系の２Ａ弁、３Ａ弁は開であり、Ｂ系の２Ｂ弁、３

Ｂ弁は閉であることが確認された。また、非常用復水器への補給水弁はＡ系、Ｂ系

ともに閉であることが確認された。非常用復水器の現場水位計（冷却水）は、Ａ系

６５％、Ｂ系８５％であり、中央制御室の指示計と一致することが確認された。 

 

④１号機～３号機タービン建屋目視確認結果【添付６－８（４）】 

 

・  １号機～３号機のタービン建屋に設置されている設備について、汚染水が溜まっ

ている地下階を除き１階、２階に設置されている設備を目視により確認した。その

結果、確認できた範囲で、１階に設置されている機器は津波による被水・浸水の痕

跡があるが、地震による損傷は認められなかった。 

・  なお、４号機については、被災当時定期検査の最中であり、分解されている機器
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も多いと考えられたことから、今回の目視確認対象外とした。 

 

⑤１号機～４号機側屋外設備目視確認結果【添付６－８（５）】 

 

・  タービン建屋海側には、機器の冷却用の海水を送水する海水ポンプが設置されて

いる。これらは津波の影響を受けて機能を喪失したが、主要なポンプについては津

波の影響を受けても倒壊することなく、自立している。このことから、地震による

ポンプの損傷は基本的にはなかったものと考える。 

・  津波で流された、または、モータ自体が外れたポンプとしては、点検のために分

解点検中のポンプの他、海水の除塵装置に使用されている海草やゴミなどを洗い流

すための小型のポンプである。《写真③中央の小型のポンプ》 

・  ボイラー用の重油タンクが流されており、地震の影響がどの程度であったかは判

断できない。また、非常用Ｄ／Ｇの燃料に使用される軽油タンク、冷却水の水源の

一つである復水貯蔵タンクについては、地震の影響と思われる基礎周りの地面の沈

降が認められるが、タンクに漏えいなどの損傷は認められない。《写真⑦、⑧、⑨》 

・  屋外に設置されている取水設備関係の電源盤は、その形状から津波の圧力を受け

やすいためか、なぎ倒されている。このため、地震の影響がどの程度であったかは

判断できない。《写真⑬》 

 

⑥ろ過水、純水タンク他目視確認結果【添付６－８（６）】 

 

・  純水タンクについては、地震による影響で座屈による歪みが生じている（No.1

純水タンクの上段中央の写真のタンク下部ふくらみが代表的）。また、No.1 純水タ

ンクについては、タンク付きの配管と外部配管を連結するフレキシブルの短管部分

から地震時に漏水したことが確認されている。この漏水については、タンク側の弁

を閉止することで漏えい量を抑制した。No.２の純水タンクについては、タンク底

部が地震により損傷しており、量的には多くないものの継続的に漏水した。 

・  ろ過水タンクについても、純水タンクと同様に座屈による歪みが発生しているが、

漏えいなどの事象は発生していない。 

・  ろ過水タンクを水源としている変圧器防災用配管において、連結部分が外れ漏水

していた。当該防災配管は斜面下部に設置されており、斜面を降りてきている別の

配管と斜面下部で交差していた。地震により斜面が崩れ、斜面を降りてきていた配

管がサポート部分から変位した。 

この傾いたサポートが交差部分に位置する当該防災配管の連結部分に力を加え、

連結部分が外れたものと考えられる。地震の二次的な影響を受け、損傷したものと

考えられる。 

 

⑦屋外消火系配管目視確認結果【添付６－８（７）】 

 

・  屋外消火系配管について損傷状況を調査した。消火系配管は、新潟県中越沖地震

の教訓から配管の架空化、溶接構造化などの強化策を実施していた。また、原子力

発電所では、消火系配管を原子炉圧力容器への注水に使用できるように設備変更し

ていた。なお、津波や爆発による瓦礫を建屋周辺から除去する過程で、重機により

撤去された箇所もあり、すべての場所について確認できてはいない。 
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・  損傷事例としては、雑用水取り口《写真③》、４号機採水口基礎部《写真⑬》が

漂流物等の衝突による損傷事例と考えている。両方ともに地震に対して強固な構造

であり、雑用水の取り口先端は地震で荷重がかかるような構造でないこと、４号機

採水口は長手方向に基礎が剥がされていることなどから、地震による被害ではなく

津波によるものと考えられる。 

・  漂流物等が配管上に乗り上げている事例としては、消火栓《写真⑤、⑥、⑲》、

消火栓他《写真 21 》があり、配管が変形している。 

・  建屋壁面のサポートにＵバンドで固定されていた消火配管《写真 22 ～ 24 》は、

Ｕバンドが破損し、配管が脱落・変形している。これらは海に面した建屋の壁であ

り、津波が壁に衝突し、下から配管を突き上げたことで損傷したものと考えている。 

・  配管が敷設されている土台部分が損傷し、消火配管が変形した事例《写真⑩》が

認められる。土台部分の損傷原因は特定できない。 

・  津波の影響を受けにくい奥まった部分《写真⑯》やトレンチ内に設置されている

消火配管《写真⑭》に損傷は認められない。また、屋外の海側に設置されていても、

防波堤の内側の海に面した配管に損傷は認められず、衝撃が少ない、漂流物が当た

らなかったなどの影響が考えられる。 

 

⑧防災道路目視確認結果【添付６－８（８）】 

 

・  発電所構内の道路については、車両が通行するなど、事故対応する上で重要なも

のである。新潟県中越沖地震でも発電所構内道路に段差が生じたり、道路脇の斜面

が一部崩れるなど、車両の移動に支障を与えるような事例が散見された。このよう

な反省から、福島第一原子力発電所では道路の補強工事や道路脇の斜面の強化工事

を実施してきた。 

・  福島第一発電所構内の防災道路については、各プラント周辺を周回できるように

施設されているが、５号機南東側の防災道路に損傷が見られた。ただし、車両 1台

の通行が可能なように補強しており、補強部分の通行は可能な状態となっていた。 

・  このように道路について地震の影響は少なかったものの、津波で破壊された物や

流された物が通行を阻害しており、大きい物では重油タンクや放置されたクレーン

が道路を塞いでいる状況が認められた。 

 

⑨設備の運転状況確認結果【添付６－９（１）（２）】 

 

・  ５、６号機においては、非常用Ｄ／Ｇ、原子炉の冷却に必要な残留熱除去系機器、

使用済燃料プールの冷却に必要な燃料プール冷却浄化系、弁作動や水の補給の役割

を有する純水補給水系、復水補給水系、計装用圧縮空気系などが機器の運転あるい

は運転可能なことを確認して待機した状態となっている。 

・  これらの機器のうち、気密性の高い原子炉建屋に設置されていたポンプ等の機器

については地震の影響もなく、事前の確認の上で運転を行い、健全性を確認してい

る。 

・  海水が多く侵入したタービン建屋については、付属する設備に微少な漏えいが認

められるなどの不適合はあったものの、機器本体に地震による損傷と思われる影響

は認められておらず、点検を実施した上で運転可能な状態となっている。 

・  屋外に設置されている海水系のポンプ類については、津波によりモータに付属す
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る小口径の配管が破損したり、軸受へ砂が混入したためにモータ取替や軸受交換を

行った上で運転を開始しているが、地震で機能を喪失したような事例は確認されて

いない。 

 

以上、確認できた範囲においては、安全上重要な機器はもとより、耐震クラスの低い

機器でも地震によって機能に影響するような損傷を受けたものはほとんど認められなか

った。 

なお、５号機の原子炉建屋最地下階の地震加速度は５４８ガルであり、最大値が確認

された２号機と同等である。 

 

 

（４）設備への影響評価まとめ 

 

以上述べたとおり、福島第一原子力発電所においては、プラント運転状況及び観測さ

れた地震動を用いた耐震評価の解析結果から、安全上重要な機能を有する主要な設備は、

地震時及び地震直後において安全機能を保持できる状態にあったものと考えられる。 

また、プラント内の巡視の結果や５号機、６号機の一部の機器では既に使用中、また

は試運転済みであることから、安全上重要な機能を有する主要な設備に地震による損傷

は確認されておらず、耐震重要度の低い機器においても地震によって機能に影響する損

傷はほとんど認められなかった。 

従って、地震によって外部電源の喪失は生じたものの、地震後の時点においては非常

用Ｄ／Ｇによる電源確保に成功しており、プラントとしては地震時及び地震直後の対応

を適切に実施できる状態にあったものと考えられる。 

 

なお、福島第二原子力発電所については、地震による原子炉自動停止と同時に起動し

た非常用機器冷却系のポンプが津波到達まで運転状態に異常が無かったこと、プラント

が炉心を損傷することなく安全に冷温停止に成功していること、その後の設備確認にお

いても安全上重要な機器の機能に津波による被害以外は確認されていないことなどから、

当該地震による安全上重要な機器の機能への影響はなかったと考えられる。 
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７．津波による設備の直接被害の状況 

 

７．１ 福島第一原子力発電所の被害状況 

 

（１）主要建屋への浸水経路 

 

福島第一原子力発電所の主要建屋（原子炉建屋、タービン建屋、非常用Ｄ／Ｇ建屋、

運用補助共用施設（共用プール建屋）、コントロール建屋、廃棄物処理建屋、サービス建

屋及び集中環境施設；１～４号機側は O.P.＋１０ｍ、５／６号機側は O.P.＋１３ｍの敷

地高さ）の周囲は全域が津波の遡上により冠水した。冠水は１～４号機側のエリアで厳

しく、建屋周囲の浸水深は５．５ｍにも及んだ。 

 

これらの主要建屋について、外壁や柱等の構造躯体には津波による有意な損傷は確認

されていない。一方で、建屋の地上の開口部に取り付けられている建屋出入口、非常用

Ｄ／Ｇ給気ルーバ、地上機器ハッチや、建屋の地下でトレンチやダクトに通じるケーブ

ル、配管貫通部が、津波により冠水、損傷したことを確認した。これら建屋の地上の開

口部や地下のトレンチやダクトに通じるケーブル、配管貫通部が、建屋内部への津波の

浸水経路になったと考えられる。                  【添付７－１】 

 

なお、建屋内部の水配管等からの溢水で重要機器が損傷しないように必要な箇所には

溢水対策を講じており、隣接するエリアからの浸水防止のため堰や水密扉の設置などを

行っている。しかし、今般のようにルーバなど上部から浸水し、その浸水箇所の水密性

が高い場合（非常用Ｄ／Ｇ室など）、浸水が滞留するケースも見られた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）津波による設備被害 

 

  津波の被害を受けた設備のうち、原子炉の冷却に用いられる設備であり、今般の津波

による設備被害の特徴を端的に示している設備について被害状況を以下に示す。 

 

 

吸気ルーバーからの進入

防波堤
海水

ポンプ

非常用Ｄ／Ｇ
給気ルーバ

タービン建屋

敷地高さ
O.P.＋10m

（1～4号機※1）

敷地高さ
O.P.＋４m

※1 ５・６号機の敷地高さはO.P.＋13m

O.P.０m

浸水高
１～４号機：O.P.＋11.5～15.5m
５，６号機：O.P.＋13～14.5m

※2 ６号機Ｄ／Ｇは原子炉建屋等別建屋に配置

建屋出入口

機器ハッチ・・

非常用
Ｄ／Ｇ
非常用
Ｄ／Ｇ

電源盤

※2
補給水
ポンプ

地下階
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①非常用海水系ポンプ 

 

１号機から６号機は海水を利用することで崩壊熱の除去を行う構造になっている。ま

た、一部の空冷式を除き、非常用Ｄ／Ｇも海水を利用して機関の冷却を行う構造である。

このため、海側エリアに海水を取り込むための非常用海水系ポンプ※が設置されている。 

これらの非常用海水系ポンプを設置している海側エリアの敷地高さはO.P.＋４ｍであ

り、津波高さの評価結果を踏まえ、津波の高さ５．４～６．１ｍに対して機能を確保で

きるよう対策を講じていたものの、津波はそれを大幅に超えるものであったことからこ

れらのポンプの電動機は冠水し、系統の機能を喪失した。 

 

なお、屋外ヤードエリア設置の非常用海水系ポンプ設備については、設備点検用クレ

ーンの倒壊、漂流物の衝突等によるポンプならびに付属機器の損傷、電動機軸受潤滑油

への海水の混入が確認されたものもあったが、点検中で取り外していた４号機の残留熱

除去海水系ポンプ（Ａ、Ｃ）を除き、いずれも津波を受けた後も据付場所に自立してお

り、ポンプ本体が流出したものはなかったなど、非常用海水系ポンプの躯体の機械的損

傷は限定的であった。例えば、６号機のＤ／Ｇ（６Ａ）冷却用の海水ポンプは平成２３

年３月１８日時点で特段の修理を行わずに起動することができたことから、その後の平

成２３年３月１９日、Ｄ／Ｇ（６Ａ）を起動することができた。 

【添付７－２】 

※ ：非常用海水系ポンプ設備は、格納容器冷却海水系ポンプ、残留熱除去海水系ポンプ、非常用

Ｄ／Ｇ海水ポンプをいう。 

 

②非常用ディーゼル発電機 

 

主要建屋エリア全域が津波の浸水を受け、建屋への浸水が生じた結果、建屋内の電気

品の機能喪失が生じた。 

５号機及び６号機の水冷式非常用Ｄ／Ｇ（Ｄ／Ｇ（５Ａ）、Ｄ／Ｇ（５Ｂ）、Ｄ／Ｇ   

（６Ａ）及び高圧炉心スプレイ系Ｄ／Ｇ）本体は被水を免れたが、１号機から４号機の

水冷式の非常用Ｄ／Ｇ本体はすべて被水により停止している。被水しなかった５号機及

び６号機の水冷式非常用Ｄ／Ｇも、非常用海水系ポンプ等が機能喪失したため運転する

ことができず、結果として、水冷式の非常用Ｄ／Ｇはすべて停止した。 

一方、２号機のＤ／Ｇ（２Ｂ）、４号機のＤ／Ｇ（４Ｂ）及び６号機のＤ／Ｇ（６Ｂ）

は空冷式の非常用Ｄ／Ｇであり、これらについては非常用海水系ポンプがないため津波

による冷却系への影響はなかった。Ｄ／Ｇ（２Ｂ）及びＤ／Ｇ（４Ｂ）については、４

号機原子炉建屋の南西にある運用補助共用施設（共用プール建屋）に設置しており、非

常用Ｄ／Ｇ本体に浸水被害がなかったものの、運用補助共用施設（共用プール建屋）地

下の電気品室が浸水被害を受け、非常用Ｄ／Ｇの電源盤が水没し機能を喪失した。 

この結果、１号機から５号機ですべての非常用Ｄ／Ｇが停止し、全交流電源喪失とな

った。６号機は空冷式のＤ／Ｇ（６Ｂ）が運転を継続し電源が維持された。 

【添付７－３】 
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③電源盤 

 

外部電源及び非常用Ｄ／Ｇの電力は、高圧電源盤、パワーセンター、低圧電源盤を経

由して各機器に供給される。また、交流電源喪失時に最低限の監視機能等を確保するた

めに直流電源盤（バッテリーあり）が用意されている。 

 

今回の津波襲来により、１号機から５号機までは常用系、非常用系の高圧電源盤がす

べて被水しており、仮に外部電源や非常用Ｄ／Ｇが機能していたとしても電力を必要と

する機器に供給することができない状況であった。 

 

また、パワーセンターについても大半が被水しており、高圧電源車などの接続可能な

箇所は限られてしまう状況であった。 

直流電源盤の被害については、１号機、２号機及び４号機で被水したが、３号機、５

号機及び６号機では被水していない。３号機、５号機及び６号機の直流電源盤は、ター

ビン建屋の中地下階に設置されていたことで浸水被害が及ばなかったものと推定され

る。 

 

建屋への大規模な浸水が生じた施設では、建屋最地下階の浸水が顕著であり電源盤の

被害もこれに対応している。最地下階に設置してあった電源盤は被水の被害を受けてい

るのに対して、中地下階（一部被水の被害を受けているものあり）に設置してある電源

盤は、被水を免れた。 

また、最地下階に設置してあっても、建屋周囲の浸水高に対して建屋への浸水経路と

なる非常用Ｄ／Ｇ給気ルーバ等の最下端が浸水高より上に設置され、浸水経路となるダ

クト、トレンチ等の貫通部もない箇所では、建屋への浸水がなく、設備も被水していな

い。５号機及び６号機の非常用Ｄ／Ｇや６号機の非常用電源盤（高圧電源盤、パワーセ

ンター）などがこれに該当した。 

なお、６号機については、空冷式のＤ／Ｇ（６Ｂ）のみならず、高圧電源盤、パワー

センターといった電源盤（非常用電源系Ｄ系）も被害がなかったことから、供給先の機

器を作動継続させることができた。                 【添付７－４】 

 

④屋外の被害状況 

 

福島第一原子力発電所においては、海側エリア（敷地高：O.P.＋４m）に設置されて

いた No.１重油タンク（大きさ：直径１１．７ｍ×高さ９．２ｍ、重量：３２トン）が、

津波により１号機原子炉建屋・タービン建屋北側の構内道路（敷地高：O.P.＋１０ｍ）

まで漂流するなど、多数の漂流物が確認されている。また、駐車中の車両も多数漂流し

た。 
 また、主要建屋設置エリアにおいては、津波によりダクトのハッチの蓋等が流失・損

傷し、開口部となったのが１～４号機側（敷地高：O.P.＋１０ｍ）で２０箇所、５，６

号機側（敷地高：O.P.＋１３ｍ）で５箇所確認されている。 
 なお、開口部の数については、瓦礫の存在等により状況を確認できなかった箇所が多

数存在することから、さらに多かった可能性がある。 
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７．２ 福島第二原子力発電所の被害状況 

 

（１）主要建屋への浸水経路 

 

福島第二原子力発電所の主要建屋周囲（原子炉建屋、タービン建屋；O.P.＋１２ｍの

敷地高さ）では、１号機の南側に集中的に遡上したほかは、浸水深は深くなかった。 

１号機は、津波が集中的に遡上した１号機原子炉建屋南側に面する地上の開口部（非

常用Ｄ／Ｇ給気ルーバ、地上機器ハッチ）からの浸水が認められ、ここから原子炉建屋

（付属棟）へ浸水し、非常用Ｄ／Ｇ３台全数、非常用電源（Ｃ系及び高圧炉心スプレイ

系）が機能喪失した。 

２号機から４号機は地上の浸水深さはわずかであったことから、地上の開口部から原

子炉建屋やタービン建屋への浸水は確認されなかった。ただし、３号機の原子炉建屋（付

属棟）及び１～３号機タービン建屋の地下で浸水が確認され、地下のトレンチやダクト

に通じるケーブル、配管貫通部が、建屋内部への津波の浸水経路になったと考えられる。 

【添付７－５】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）津波による設備被害 

 

  津波の被害を受けた設備のうち、原子炉の冷却に用いられる設備であり、今般の津波

による設備被害の特徴を端的に示している設備について被害状況を以下に示す。 

 

①非常用海水系ポンプ 

 

１号機から４号機は海水を利用することで崩壊熱の除去を行う構造になっている。ま

た、非常用Ｄ／Ｇも海水を利用して機関の冷却を行う構造である。このため、海側エリ

アに海水を取り込むための非常用海水系ポンプ※が設置されている。 

これらの非常用海水系ポンプを設置している海側エリアの敷地高さはO.P.＋４ｍであ

り、津波高さの評価結果を踏まえ、津波の高さ５．１～５．２ｍに対して機能を確保で

きるよう対策を講じていたものの、津波はそれを大幅に超えるものであったことからこ

れらのポンプの電動機は冠水し、系統の機能を喪失した。 
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なお、福島第二原子力発電所の非常用海水系ポンプは、海水熱交換器建屋内に設置さ

れていたものの、海水熱交換器建屋周囲は津波によって３ｍ程度の浸水深となり、建屋

躯体には損傷は認められなかったがドア等の地上開口部が破損し、すべての海水熱交換

器建屋が浸水した。 

このため、電源盤、ポンプのモータが被水して、残留熱除去海水系は全８系統のうち

３号機の１系統を除いて機能喪失した。また、Ａ系、Ｂ系、Ｈ系の３系統ある非常用Ｄ

／Ｇ海水系は３号機のＢ系，Ｈ系及び４号機のＨ系の３系統を除きすべて機能を喪失し

た。 
※ ：非常用海水系ポンプ設備は、残留熱除去海水系ポンプ及び中間ループ循環ポンプ、非常用デ

ィーゼル発電設備冷却系中間ループ循環ポンプ、高圧スプレイ系ディーゼル発電設備冷却系海

水ポンプ及び中間ループ循環ポンプをいう。 

 

②非常用ディーゼル発電機 

 

福島第二原子力発電所では、各号機毎に３台（Ａ，Ｂ，Ｈ）の非常用Ｄ／Ｇを設置し

ている。地上開口部から原子炉建屋（付属棟）に浸水した１号機では、３台ある非常用

Ｄ／Ｇのすべてが被水して使用できなくなった。また、非常用Ｄ／Ｇ本体は被水を免れ

ても津波浸水によって非常用Ｄ／Ｇ海水系の電源盤・ポンプの電動機が被水したものは、

ディーゼル機関の冷却ができなくなり機能を喪失した。非常用Ｄ／Ｇの海水系は３号機

（Ｂ，Ｈ）及び４号機（Ｈ）の３系統を除きすべて機能を喪失しており、この結果とし

て１号機非常用Ｄ／Ｇ（Ａ，Ｂ，Ｈ）、２号機非常用Ｄ／Ｇ（Ａ，Ｂ，Ｈ）、３号機非常

用Ｄ／Ｇ（Ａ）、４号機非常用Ｄ／Ｇ（Ａ，Ｂ）の９台が機能喪失した。 

なお、福島第二原子力発電所では、外部電源の受電が継続していたことから、残存し

た非常用Ｄ／Ｇを使用する必要は生じなかった。 

【添付７－６】 

 

③電源盤 

 

福島第二原子力発電所においては、福島第一原子力発電所とは津波規模が異なったこ

とから、主要建屋への浸水状況が異なり、結果として電源盤の被害状況が異なっている。

津波の浸水が見られた１号機原子炉建屋（付属棟）において非常用電源盤Ｃ系とＨ系が

被水したが非常用電源系Ｄ系が残り、他の号機では主要建屋の電源盤に被害はなかった。

このため、外部電源から受電した電力を非常用電源系を通じて機器に供給できる状況で

あり、その後の緊急時対応に必要な設備を使用することができた。（電源は常用系Ａ，

Ｂ２系統、非常用系Ｃ，Ｄ２系統、高圧炉心スプレイ系電源Ｈ系を有する） 

一方、海側エリアの海水熱交換器建屋内の電源盤は建屋への浸水の影響を受け、３号

機海水熱交換器建屋のパワーセンター１系統を除き、その他７系統すべてが被水した。

このため、残留熱除去海水系は全８系統のうち３号機の１系統を除いて機能喪失した。 

【添付７－７】 

 

④その他、屋外の被害状況 

 

 福島第二原子力発電所においては、主な設備・構造物等が津波により主要建屋設置エ

リア（敷地高：O.P.＋１２ｍ）まで漂流した状況は確認されていない。 
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 また、主要建屋設置エリアにおいては、津波によりダクトのハッチの蓋等が流失・損

傷し、開口部となったものが５箇所確認されている。 
 

 

７．３ 津波による設備被害まとめ 

 

（１）福島第一原子力発電所のまとめ 

 

福島第一原子力発電所においては、津波による設備被害によって、以下の状況に直面

した。 

 

①  地震後の津波襲来により全プラントで非常用海水系ポンプ設備の機能を喪失し、

炉心の残留熱（崩壊熱）を海水によって冷却することができなくなった。 

②  １号機から５号機については電源設備の機能喪失から、電動の設備（安全系、並

びにその他注水、冷却設備等）はすべて使用できない状態となった。また、電動弁

を中央制御室から開閉することができなくなった。 

③  さらに直流電源を喪失した１号機、２号機及び４号機では中央制御室での計測機

器がすべて機能喪失しプラントの状態監視ができなくなり、直流電源が残った３号

機及び５号機も計測や状態監視がバッテリー残量の影響を受ける状況となった。 

④  また、原子炉を減圧する主蒸気逃がし安全弁や格納容器のベント弁（空気作動式）

の制御用電磁弁の操作ができなくなった。 

⑤  加えて、中央制御室や各建屋内部及び屋外ヤードの照明の停電や通信手段の制約

が生じ、対応をさらに困難にした。 

⑥  なお、屋外ヤードにおいては津波による瓦礫や残留水、再度の津波襲来のリスク

など作業環境は極めて厳しい状態となった。 

 

すなわち、原子炉の熱除去ができなくなり、すべての電動機器は動力源を喪失し、中

央制御室の監視機能および操作手段を喪失し、現場との通信手段がなくなり、照明も無

い状態で事故対応を始めなければならなくなった。 

なお、１～４号機については、代替注水として重要な設備である復水補給水系ポンプ

は電源の喪失のみならず、電動機の被水のため使用できない状態となった。 

以上、津波襲来後の設備状況は、事故収束の対応が困難な状態にあったものと言える。 

（安全系等の主要機器の設備被害状況は【添付７－８】参照） 

 

（２）福島第二原子力発電所のまとめ 

 

福島第二原子力発電所においては、津波規模が異なり設備被害の様相も異なった。地

震後の津波襲来により、１号機、２号機、４号機で非常用海水系ポンプ設備の機能を喪

失し、炉心の残留熱（崩壊熱）を海水によって冷却することができなくなった。 

しかし、全号機とも非常用電源系統が使用可能であったことから、復水補給水系など

の代替の低圧注水機能は使用可能な状況であった。また、中央制御室の監視、操作の機

能も維持された。 

（安全系等の主要機器の設備被害状況は【添付７－９】参照） 
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８．津波到達以降の対応状況 

 

通常、運転中に原子炉が自動停止（自動スクラム）した場合、制御棒がすべて挿入さ

れ燃料の核分裂による熱の発生はなくなるが、燃料内の核分裂生成物による崩壊熱は発

生し続ける。このため、炉心は停止後も冷却し続けなければならず、冷却を継続できな

い場合は、原子炉水位が低下し炉心損傷に至るとともに、放射性物質を閉じ込めること

ができなくなる恐れがある。 
今回の事故は、津波を起因として通常の手段での原子炉の冷却ができなくなった事象

である。事故対応としては、炉心の冷却を行うための原子炉への注水作業、格納容器の

圧力が安全な範囲を超えないようにするためのベント操作が重要になった。特に、注水

にあたっては、とにかく原子炉へ水を供給しなければならないことに注力し、淡水のみ

ならず、海水も含めて原子炉への水の補給に努めた。 
運転中の福島第一１～３号機は、津波被害による瓦礫の散乱や屋外のトレンチなどに

開口部が生じ墜落の危険性などの厳しい環境下で、この対応を開始した。 
 
以降に、延べ２５０人以上の社員等からの聞き取り調査の結果を踏まえ、現時点で確

認されている福島第一１～３号機以外のプラントも含めた福島第一原子力発電所及び福

島第二原子力発電所※の事故発生当時の対応操作や作業の状況を記す。なお、聞き取り調

査結果の詳細な取りまとめ記録は別紙（「福島第一原子力発電所および福島第二原子力発

電所における対応状況について」）に示す。 
※ 福島第二原子力発電所については、非常用海水系の機能を確保することができた３号機を除く３プラン

トがほぼ同じような事象経過をたどっていることから１号機の状況を代表例として記載した。

参 考 

①原子炉への注水と圧力容器のベント（減圧） 
 運転時の原子炉圧力は高くなっている。 
 一方、原子炉内（圧力容器内）の燃料は、運転を停止しても熱（崩壊熱、残留熱）が発生するため、冷却

が必要。 
 このため、事故当初は、高い圧力で原子炉へ水を入れることができる設備で注水・冷却する。（高圧注水）

 原子炉の圧力を大気圧程度まで下げることができれば、低い圧力で原子炉へ水を入れることができる設備

で注水・冷却する。（低圧注水） 
 なお、低圧での注水が可能となるよう、圧力容器の

圧力を減圧する配管を設置。この配管は主蒸気逃が

し安全弁を開閉することで圧力容器の蒸気を圧力

抑制室へ導く。 
 
②格納容器のベント（減圧） 
 格納容器が破損した場合、放射性物質の放出をコン

トロールできない状態となり被害が拡大するおそ

れがある。このような事態を避けるため、格納容器

内の気体を大気放出（ベント）することで圧力を減

圧するための配管を設置。 
 この配管は、圧力抑制室からの配管とドライウェル

からの配管を有する。 
 圧力抑制室からの配管を用いると水により放射性

物質を減少させることができるため、基本的には当

該配管を用いてベントを行う。 
 なお、いずれの配管も、配管途中にある弁を開けた

上で、閉止板が一定圧力以上で破けると排気筒から

気体が放出される。 

圧
力
容
器

ドライウェル

圧力抑制室

排気筒

①原子炉への注水

①圧力容器の
ベント（減圧）

②格納容器の
ベント（減圧）

格納容器：ドライウェルと圧力抑制室をあわせた部分

②格納容器の
ベント（減圧）

主蒸気配管
（タービンへ）

主蒸気逃がし安全弁閉止板
（ラプチャーディスク）

圧
力
容
器

ドライウェル

圧力抑制室

排気筒

①原子炉への注水

①圧力容器の
ベント（減圧）

②格納容器の
ベント（減圧）

格納容器：ドライウェルと圧力抑制室をあわせた部分

②格納容器の
ベント（減圧）

主蒸気配管
（タービンへ）

主蒸気逃がし安全弁閉止板
（ラプチャーディスク）
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８．１ 福島第一１号機の対応状況 
 

（１）主な事故対応の流れ 

 

・  １号機は、３月１１日１４時４６分に地

震に襲われ、原子炉が自動停止し制御棒は

すべて挿入された。その後、非常用復水器

で圧力制御を行いつつ、停止操作を実施し

ていたところ、同日１５時３０分に前後し

て津波に襲われた。 

・  この津波により、すべての直流電源、交

流電源を喪失するとともに、機器の冷却に

必要な非常用海水系も喪失した。また、余

震頻発による津波発生リスクがある中【添

付８－１】、津波による漂流物が交通の障害

となり、かつ、照明や通信手段がほとんど存

在しないなど、厳しい環境下での対応操作を余儀なくされた。 

 

・  津波後、原子炉水位の監視ができなくなっていたが、１１日２１時１９分には仮設

バッテリーをつなぎこみ、原子炉水位が監視できるようになった。また、非常用復水

器を起動するための弁の操作を１８時台と２１時台に実施した。なお、同日２３時 

００分、タービン建屋１階北側二重扉前で１．２mSv/h、南側二重扉前で０．５mSv/h

を計測した。 

・  小型発電機の電力によりドライウェル圧力を確認し、６００ｋＰａ[abs]を超えて

いる可能性があり、１２日０時０６分、格納容器ベントの準備を進めるよう発電所長

（発電所緊急時対策本部長）が指示を出した。同日０時４９分、発電所長は、ドライ

ウェル圧力が最高使用圧力（最高使用圧力５２８ｋＰａ[abs]（４２７ｋＰａ[gage]））

を超えている可能性があることから、原災法第１５条該当事象（格納容器圧力異常上

昇）に該当すると判断した。 

・  １２日１時３０分頃、１号機及び２号機の格納容器ベントの実施について、内閣総

理大臣、経済産業大臣及び原子力安全・保安院に申し入れ、了解を得た。 

・  １２日５時４６分から消防車ポンプによる代替注水（淡水）を開始した。 

・  １２日９時０４分からドライウェル圧力を下げるため、格納容器ベントを行う作業

を開始したが、既に原子炉建屋内は高放射線量環境下にあった。同日９時１５分頃に

格納容器ベントラインの電動弁（ＭＯ弁）を手順書に従い手動で２５％まで開操作を

行った。さらに、圧力抑制室からのベントラインにある空気作動弁（ＡＯ弁）を手動

で開操作するために現場に向かったが、放射線量が高く実施できなかった。そのため、

空気作動弁駆動用に仮設の空気圧縮機を設置して格納容器ベントの操作を実施した。  

・  １２日１４時３０分、ドライウェル圧力が低下したことから、格納容器ベントが成

功したと判断した。 

・  １２日１４時５４分頃、発電所長から原子炉への海水注入を実施するよう指示が出

された。 

・  その後、１２日１５時３６分、原子炉建屋上部で水素ガスによると思われる爆発が

発生し、屋根及びオペレーションフロア（最上階）の外壁が破損した。この爆発によ

津波で流されて道をふさいだ重油タンク

（直径１１．７ｍ×高さ９．２ｍ）
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り、海水注入のためのホースが損傷し、現場からの退避、安否確認が実施され、現場

の状況が確認されるまで復旧及び準備作業が中断した。これらの過程で放射性物質が

環境中へ放出されたため、敷地周辺での放射線量は上昇した。 

・  １２日１９時０４分から消火系ラインを用いて海水の注水を開始した。 

2011年
3月11日 14:46

14:47

14:52

15:03

15:10

第一波15:27
第二波15:35

15:37

15:42

16:36

2011年
3月12日

5:46

14:30

15:36

19:04

福島第一発電所１号機 地震後の事故進展の流れ

日付 時間 原子炉制御 格納容器制御

圧力抑制室冷却開始

原子炉水位低下

原災法第１５条該当事象（非常用炉心冷却装置注水不能）と判断

非常用復水器自動起動

非常用復水器手動停止　→　待機状態

地震による原子炉スクラム信号発信

津 波 襲 来

格納容器ベント実施
(D/W圧力低下確認)

水 素 爆 発

原災法第１０条該当事象（全交流電源喪失：ＳＢＯ）と判断

・SBOにより格納容器除熱
　機能喪失

・原子炉自動停止（自動スクラム）
・タービン・発電機停止
・主蒸気隔離弁閉止
・外部電源喪失

・原子炉圧力容器温度降下率が55℃/h
　を超えないよう手動にて調整操作

・非常用復水器Ａ系にて
　原子炉圧力：約6～7MPaの範囲で制御

・直流電源喪失
・直流電源（制御電源）喪失による隔離
　誤信号により非常用復水器機能喪失
　（推定）

非常用ディーゼル発電機自動起動

非常用ディーゼル発電機Ａ，Ｂトリップ　→　全交流電源喪失

消防車による淡水注入開始

・３月１２日　０時頃
　・Ｄ／Ｗ圧力が６００ｋＰａを超えて
　　いる可能性
・３月１２日　９時頃
　・格納容器ベントを行う作業開始
・３月１２日　９時１５分頃
　・ベントラインＭＯ弁２５％開
　・現場のＡＯ弁は高放射線環境
　　下で手動操作できず
　・仮設空気圧縮機を設置しＡＯ弁
　　を操作しベント操作実施

消防車による海水注入開始

・防火水槽の淡水には限りがある
　ため、淡水注入と並行して海水注
　入への切り替え準備
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サービス建屋入口の建屋内の状況 

（２）福島第一１号機の注水に関する対応状況 

 

・  ３月１１日１５時５０分頃、原子炉水位が不明な状態となり、原子炉への注水状況

を確認できないため、同日１６時３６分に、発電所長は原災法第１５条該当事象（非

常用炉心冷却装置注水不能）と判断した。（その後、一旦は原子炉水位計が復旧し水

位を確認できたものの、１７時０７分に再度原子炉水位が不明となった） 

・  １１日１７時１２分、発電所長は原子炉への注水を確保するため、消火系、復水補

給水系や消防車による代替注水について検討・実施するよう指示した。 

・  津波前まで原子炉圧力を手動で制御していた非常用復水器は、弁開閉表示が確認で

きない状態となった。また、非常用復水器と同様に

直流で操作可能な高圧注水系についても制御盤の表

示灯が消灯し起動不能と判断した。【添付８－２】 

・  このため、中央制御室では、原子炉への注水のた

め電源を喪失した状態で唯一使用可能なディーゼル

駆動消火ポンプを使用した代替注水ラインの構成を

行った。当該ライン構成は、照明が消えた暗闇の状

況で懐中電灯を頼りにライン構成に必要な弁を手動

にて開操作を行った。 

・  そのような中、一時的に直流電源が復活したためか、非常用復水器Ａ系の表示ラン

プが点灯したため、運転員は、１１日１８時１８分に非常用復水器の弁の開操作を実

施した。（その後、１８時２５分に蒸気発生が止まったことから閉操作を実施。２１

時３０分に再度、開操作を実施） 

・  発電所対策本部復旧班は、中央制御室照明、監視計器類の復旧のため、図面やバッ

テリー、ケーブルを集め、計器類の復旧作業を行った。その結果、１１日２１時１９

分に仮設バッテリーをつなぎこみ、原子炉水位の指示値が有効燃料頂部（ＴＡＦ）か

ら＋２００ｍｍであることを確認した。 

・  １１日２１時５１分に原子炉建屋内の放射線量が上昇し、２３時００分にはタービ

ン建屋内で高い線量（北側二重扉前 1.2mSv/h、南二重扉前 0.52mSv/h）が確認された。 

・  消防車による注水ライン

の確保は、津波による道路

の損傷や瓦礫の散乱等で困

難を極めたが、１２日５時

４６分に消火系ラインを用

い、防火水槽を水源とした

消防車による注水を開始し

た。（消防車等の重機を使用

した代替注水はアクシデン

トマネジメント策として考

慮されていなかったが、臨

機の応用動作として試みた

もの） 

 

 

 代替注水ライン（消防車による注水ライン含む） 

ろ過水タンクろ過水タンク

復水貯蔵タンク復水貯蔵タンク

消火系消火系

電動ポンプ

ディーゼル
駆動ポンプ

電動ポンプ
（待機）

電動ポンプ

復水補給水系復水補給水系

炉心スプレイ系

格納容器冷却系

圧
力
容
器

ドライウェル

サプレッションプール

MO

MO

MO

MO

消防車水源水源
逆先弁ピット逆先弁ピット等等
（海水含む）（海水含む）

復水補給水系からの代替注水ライン

消火系からの代替注水ライン

今回の対応の中で、使用することとした
消防車を使用しての代替注水ライン
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・  防火水槽の淡水には限りがあるため、海水注入の準備を行うとともに、ほう酸水注

入系の電源復旧を行っていたが１２日１５時３６分に原子炉建屋で爆発が発生し、海

水注入用のホースやほう酸水注入系の電源ケーブルが損傷するなどの被害が生じた。 

・  その後、海水注入のためのホースの引き直し等の準備を再開し、１９時０４分に消

防車による海水注入を開始した。 

福島第一1号機 注水に関する主な経緯（津波襲来以降）

3
月
11
日

12
日

非常用復
水器（ＩＣ）
操作

16:36 原災法15条事象発生（原子炉水位不明のため、非常用炉心冷却装置注水不能）
→16:45 通報

16:45 原子炉水位を確認 →16:55 原災法15条事象の解除を通報
17:07 原子炉水位を再度確認できなくなる →17:12 原災法15条通報

2:45 炉圧0.8MPa

炉圧一定
原子炉水位低下

14:53
８万㍑淡水
注入完了

15:36 1号機 水素爆発

ホウ酸水
（SLC）注入

2:30 原子炉水位
(A)+1300mm
(B)+530mm

計器類の確認・復
旧作業

21:19
水位計復旧
（ﾊﾞｯﾃﾘｰ2個持込）
炉水位

TAF+200mm

17:12 消火系及び消防車
を使用した注水方法の検
討開始を所長が指示

18:18
開操作

18:25
閉操作

21:30
開操作

20:50 D/D 
FP起動
炉圧高く待
機状態

20:07
現場圧力計確認

炉圧 6.9MPa （ラインナップ作業）

軽油補給・
ﾊﾞｯﾃﾘｰ交換
作業

5:46
消防車に
よる淡水
注入開始

消防車・水源・
注水ラインの確
認、消防車の追
加手配等

14:54 所長が海
水注入の実施を
指示

・線量の高い瓦礫の片づけ
・ホースの収集・再敷設
・線量の高い瓦礫の片づけ
・ホースの収集・再敷設

・電源車手配

電源車到着

・電源盤の状況
確認、絶縁測定
等

15:30頃 注水
ライン完了

・ケーブル
敷設作業

・ケーブル
端末処理

19:04 海水注入開始

15:30頃 注入
準備作業完了

海水注入

17:30 D/D 
FP起動、CS
「切」保持

・海水取水場所検討
・消防車配置検討
・ホース引き回し

・海水取水場所検討
・消防車配置検討
・ホース引き回し

・ケーブルつ
なぎこみ

・高圧電源車
へ接続

所長が海水注入
の準備を指示

けが人発生、爆発の影響調査のためのサーベイ・現場
確認等を実施
爆発により海水注入ライン及びSLC注入ラインに損傷

※ 高圧注

水系は、
制御盤の
表示灯が
消灯したた
め、起動
不能と判
断

12:53 D/D FP 
修理完了

13:21 ｾﾙﾓｰ
ﾀ地絡、起動
不可

2号機のP/Cを介し
て電源車により電
源復旧検討

＜劣悪な作業環境＞
・暗所作業
・緊対室との通信手段なし
・障害物散乱
・マンホール蓋欠落
・余震による作業の中断
・線量が高く、防護服を着
た作業で、交替が必要

1:48 待機中
のD/D FP停
止確認（ポン
プ不調）
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（３）福島第一１号機の格納容器ベントに関する対応状況【添付８－３】 

 

・  津波の影響による全交流電源喪失により、トーラス水冷却モードで圧力抑制室の冷

却をしていた格納容器冷却系（Ａ系、Ｂ系）が停止し、非常用ガス処理系も停止した。

また、計器用の電源が失われたことから、ドライウェル圧力が不明な状態となった。 

・  ３月１１日夕方、計器類の復旧が行われる中、中央制御室ではアクシデントマネジ

メント操作手順書の確認を実施していた。早い段階で格納容器ベントの準備を進める

べく、バルブチェックリストを用いて格納容器ベントに必要な弁及びその位置の確認

を行った。 

・  発電所対策本部発電班でも、電源がない状況における格納容器ベント操作手順の検

討を開始した。また、ベント操作に必要な弁を手動で開けることが可能かどうか、弁

の型式・構造を確認するために、余震が続く中、地震で入室禁止となった事務本館に

入室し、空気作動弁の小弁がハンドル操作で開操作可能であることを確認した。 

・  １１日２３時５０分頃、中央制御室で発電所対策本部復旧班が、中央制御室の照明

仮復旧用に設置した小型発電機をドライウェル圧力計に繋いで指示値を確認したと

ころ、６００ｋＰａ[abs]であることが確認され、発電所対策本部へ報告した。 

・  これを受け１２日０時０６分、発電所長は格納容器ベント準備を進めるよう指示。 

・  １２日１時３０分頃、ベントの実施について国に申し入れ、了解を得る。 

・  １２日２時２４分、ベントの現場操作に関する作業時間の評価結果が発電所対策本

部に報告される。３００mSv/h の雰囲気であれば緊急時対応の線量限度（１００mSv/h）

で１７分の作業時間と報告。 

・  １２日３時４５分頃、本店対策本部にてベント時の周辺被

ばく線量評価を作成、発電所と共有。 

・  中央制御室では、ベント操作に向けて、弁の操作順番、ト

ーラス室での弁の配置、弁の高さ等について繰り返し確認。 

・  １２日９時０２分、大熊町（熊地区の一部）の避難ができ

ていることを確認。 

・  １２日９時０４分にベントの操作を行うため運転員が現場

へ出発し、９時１５分頃に電動弁を手順通り２５％開とした。 

・  その後、原子炉建屋地下１階にある空気作動弁を現場で開

操作を試みたが、現場の線量が高く操作できなかったため、

仮設空気圧縮機を調達、接続箇所を確認した上で仮設空気圧 

縮機を設置・起動し、１４時３０分にドライウェル圧力低   
下を確認、ベントによる「放射性物質の放出」と判断した。          

【添付８－４】 
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MO
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圧縮空気
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電磁弁
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圧縮空気
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計装用
圧縮空気系

より
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大弁

小弁

ラプチャーディスク

電磁弁

AO

AO

MO 電磁弁

電磁弁

AO

計装用
圧縮空気系

より

計装用
圧縮空気系

より
計装用

圧縮空気系
より
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福島第一１号機 格納容器ベントに至る主な経緯

3
月
11
日

12
日

16:36 15条事象発生（非常用炉心冷却装置注水不能）

【ベントの検討・操作】

ベントに向けた事前準備を開始

・ＡＭ操作手順書、バルブチェックリストの確認

・電源がない場合のベント操作手順の検討

・余震が続く中、事務本館での図面収集、暗い

中央制御室での検討

21:51 原子炉建屋の
線量上昇

23:00 タービン建屋の
線量上昇

23:50頃 D/W圧力が
600kPaであるこ
とを確認

【プラント挙動】

0:06 D/W圧力が600kPaを超えている可能性があ

りベントの準備を進めるよう発電所長指示

弁の操作方法や手順など具体的な手順の確

認を開始

1:30頃 ベントの実施を国に申し入れ・了解

2:24 ベントの現場操作に関する作業時間の確認

（緊急時対応の線量限度で17分の作業時間）

3:06 ベント実施に関するプレス会見

3:45頃 ベント時の周辺被ばく線量評価を実施

2:30 D/W圧力が
840kPaに到達し
たことを確認

・原子炉建屋二重扉を開けたら白い“もや

もや”。線量測定できず

・中央制御室では、弁の操作の順番等を、

繰り返し確認。

作業に必要な装備を可能な限り収集。

4:45頃 100mSvセットのAPDが中央制御室に届く

6:33 地域の避難状況確認（大熊町から移動を検討中）

8:03 ベント操作を9:00目標で行うよう発電所長指示

8:27 発電所南側近傍の一部の地区が避難できてい

ないとの情報

9:02 発電所南側近傍の地区が避難できていることを

確認

9:04 ベントの操作を行うため運転員が現場へ出発

（9:15頃に第１班がMO弁開、第２班が現場へ

向かうが線量が高くAO弁は開できず）

10:17～ AO弁の遠隔操作実施（3回）。並行して仮設

コンプレッサーの接続箇所検討（11:00頃まで）

12:30頃 仮設コンプレッサー確保、ユニック車を用い

て移動。接続用アダプタの捜索

14:00頃 仮設コンプレッサーを原子炉建屋大物搬入

口外に設置・起動

14:30 ベントによる「放射性物質の放出」と判断

10:40 正門、MPの線
量上昇

11:15 線量が低下

14:30 D/W圧力低下

発災直後から

ベントの必要性

を認識し、事前

準備

その後、 750kPa
前後で、圧力安定

D/W圧力が高
まったためベン
トの準備を開始
し、ベントを国に
申し入れ

手動での手順の
確認
作業時間の確認
周辺被ばく線量
の評価
現場の線量確認

住民避難を
考慮する必
要があり、避
難状況を確
認

高線量、暗
闇、通信機
能を喪失した
中での作業

5:44 国が半径10km圏
内の住民に避難
指示
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て移動。接続用アダプタの捜索

14:00頃 仮設コンプレッサーを原子炉建屋大物搬入

口外に設置・起動

14:30 ベントによる「放射性物質の放出」と判断

10:40 正門、MPの線
量上昇

11:15 線量が低下

14:30 D/W圧力低下
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まったためベン
トの準備を開始
し、ベントを国に
申し入れ

手動での手順の
確認
作業時間の確認
周辺被ばく線量
の評価
現場の線量確認

住民避難を
考慮する必
要があり、避
難状況を確
認

高線量、暗
闇、通信機
能を喪失した
中での作業
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８．２ 福島第一２号機の対応状況 

 

（１）主な事故対応の流れ 

 

・  ２号機は、３月１１日１４時４６分に地震に襲われ、原子炉が自動停止し制御棒は

すべて挿入された。その後、主蒸気逃がし安全弁で圧力制御を行い、原子炉隔離時冷

却系を手動起動するなど、原子炉水位・原子炉圧力を安定させながら停止操作を実施

していたところ、１５時３０分に前後して津波に襲われた。 

・  この津波により、すべての直流電源、交流電源を喪失するとともに、機器の冷却に

必要な非常用海水系も喪失した。また、津波による漂流物が交通の傷害となり、かつ、

通信手段がほとんど存在しないなど、厳しい環境下での対応操作となった。 

 

・  津波後、原子炉水位の監視ができなくなっていたが、３月１１日２１時５０分には

仮設バッテリーをつなぎこむことで原子炉水位を監視できるようになり、指示値がＴ

ＡＦ（有効燃料頂部）＋３４００ｍｍであることを確認した。 

・  また、原子炉隔離時冷却系の作動が確認できなかったが、３月１２日２時５５分に

原子炉隔離時冷却系の作動を現場で確認した。 

・  １２日４時２０分から５時にかけて、復水貯蔵タンクの水位減少が確認された。復

水貯蔵タンクの水位確保及び圧力抑制室の水位上昇の抑制を目的として、現場にて弁

を手動操作することで原子炉隔離時冷却系の水源を復水貯蔵タンクから圧力抑制室

に切り替えて原子炉隔離時冷却系による注水を継続した。 

 

・  １４日１３時１８分、原子炉水位の低下が認められた。このことから、同日１３時  

２５分に原子炉冷却機能を喪失している可能性があるため、発電所長は原災法第１５

条該当事象（原子炉冷却機能喪失）と判断した。 

・  １４日１７時１７分には原子炉水位が０ｍｍ（有効燃料頂部（ＴＡＦ））まで低下

した。その後、主蒸気逃がし安全弁により原子炉圧力を減圧し、消防車（同日１９時

５４分、１９時５７分に各１台起動）による海水の注水を開始した。 

 

・  格納容器圧力を下げるため、１３日１１時頃、１４日２１時頃及び１５日０時頃か

らラプチャーディスクを除く格納容器ベントラインの系統構成を実施したが、ドライ

ウェルの圧力低下は確認されず高めのまま推移し、ベントの効果は現れなかった。 

 

・  １５日６時００分から６時１０分頃、大きな衝撃音が発生した。ほぼ同時期に圧力

抑制室の圧力指示値が０ＭＰａ[abs]であることが確認された（「９．プラント水素爆

発評価」で記述するが、衝撃音は４号機の爆発によるものと考えられる）。 

 

・  一方、ドライウェル圧力は１５日７時２０分時点で７３０ｋＰａ［abs］を維持し

ていたが、次の測定である１１時２５分時点でのドライウェル圧力は１５５ｋＰａ

［abs］に低下しており、この間に格納容器内のガスが何らかの形で大気中に放出さ

れたと考えられる。なお、この頃に正門付近のモニタリングカーでの測定値が大幅に

上昇した。 
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2011年
3月11日 14:47

14:50～
14:51

15:02～
15:28

15:07

第一波15:27
第二波15:35

15:39

15:41

15:42

16:36

2011年
3月13日 11:00

2011年
3月14日 13:25

18:00頃

19:54

2011年
3月15日 6:00～

6:10頃

福島第一発電所２号機 地震後の事故進展の流れ

日付 時間 原子炉制御 格納容器制御

圧力抑制室冷却開始

主蒸気逃し弁（逃がし弁機能）により原子炉
圧力容器減圧操作開始

原子炉水位低下

原災法第１５条該当事象（原子炉冷却機能喪失）
（原子炉水位低下→原子炉隔離時冷却系の機能
が喪失していると判断）

原子炉隔離時冷却系手動起動
↓

原子炉水位Ｌ－８にて自動停止

地震による原子炉スクラム信号発信

津 波 襲 来

大きな衝撃音が発生（ほぼ同時期に圧力抑制室圧力がゼロとなる）

原災法第１０条該当事象（全交流電源喪失：ＳＢＯ）と判断

・SBOにより格納容器除熱
　機能喪失

・原子炉自動停止（自動スクラム）
・タービン・発電機停止
・主蒸気隔離弁閉止
・外部電源喪失
・非常用ディーゼル発電機自動起動

・直流電源喪失

原子炉隔離時冷却系手動起動

消防車による海水注入開始

格納容器ベントライン構成完了

・３月１４日　１１：０１
　３号機爆発の影響でＳ／Ｃ
　ベントライン大弁が閉
・３月１４日　１８：３５頃～
　Ｓ／Ｃベントライン，Ｄ／Ｗ
　ベントライン構成を順次継続

　　　　　　　　　↓

・Ｓ／Ｃ側圧力は，ラプチャー
　ディスク作動圧力より低く
　推移。一方，Ｄ／Ｗ圧力は，
　設計上の最高使用圧力を
　超えたが，減圧しきれない
　状況を確認

非常用ディーゼル発電機Ａ，Ｂトリップ　→　全交流電源喪失

原子炉隔離時冷却系手動起動
↓

原子炉水位Ｌ－８にて自動停止

原災法第１５条該当事象（非常用炉心冷却装置注水不能と判断）
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（２）福島第一２号機の注水に関する対応状況 

 

・  ３月１１日１５時５０分頃、計器用の電源が喪失し、原子炉水位が不明な状態とな

り、原子炉水位が確認できないことから、非常用炉心冷却系を含めた原子炉への注水

状況が不明なため、同日１６時３６分、発電所長は原災法第１５条該当事象（非常用

炉心冷却装置注水不能）と判断した。 

・  原子炉水位が不明な状況が続き、原子炉隔離時冷却系による原子炉への注水状況に

ついても確認できないことから、有効燃料頂部（ＴＡＦ）に到達する可能性があるこ

とを１１日２１時０２分に官庁等へ連絡した。さらにＴＡＦへの到達時間を２１時 

４０分と評価した。 

・  計器類の復旧作業の結果、１１日２１時５０分に原子炉水位がＴＡＦ＋３４００mm

と判明した。また、１２日３時頃、運転員が原子炉隔離時冷却系のポンプ吐出圧力が

高いこと（起動していること）を現場で確認した。 

 

・  ２号機のパワーセンターの一部が利用可能であることを確認したため、高圧で注水

可能な制御棒駆動水圧系ポンプ、ほう酸水注入系ポンプの電源復旧を進めたが、１２

日１５時３６分の１号機の爆発により、敷設したケーブルが損傷し高圧電源車が停止

した。 

 

・  １３日１２時０５分、発電所長（発電所緊急時対策本部長）は、原子炉隔離時冷却

系の停止に備え、原子炉への海水注入の準備を開始するよう指示した。 

・  １４日１１時０１分、３号機の爆発により、準備が完了していた海水注入ラインの

消防車及びホースが破損し、使用不可能となった。 

・  その後、瓦礫の散乱状況から、水源を当初考えていた３号機逆洗弁ピットから物揚

場へ変更することとした。 

・  原子炉への注水は原子炉隔離時冷却系で行っていたが、１４日１３時１８分、原子

炉水位が低下傾向となり、１３時２５分、発電所長は原災法第１５条該当事象（原子

炉冷却機能喪失）と判断した。 

・  消防車によって原子炉へ注水するためには、消防車の吐出圧力が低いため、主蒸気

逃がし安全弁による原子炉圧力の減圧が必要となる。しかし、原子炉内の蒸気の逃が

し先となる圧力抑制室の圧力・温度が高く減圧しにくい可能性があったため、格納容

器ベントの準備を行ってから減圧することとしたが、空気作動のベント弁の空気の加

圧が十分にできず、主蒸気逃がし安全弁による減圧を優先することとした。 

・  主蒸気逃がし安全弁を開けるためにはバッテリーが必要であることから、社員の自

動車からバッテリーを集めて中央制御室へ運んでつなぎ込んだが、弁がなかなか動作

せずバッテリーの接続位置を変えるなどして対応し減圧を行った。 

・  なお、圧力抑制室の温度、圧力が高く、原子炉からの蒸気が凝縮しにくかったため、

主蒸気逃がし弁を開操作してからも減圧に時間を要した。 

 

・  一方、注水に必要な消防車については、１４日１６時３０分、消防車を起動し、原

子炉減圧時に海水の注水ができるよう準備を行ったが、１４日１９時２０分に起動し

ていた消防車が燃料切れで停止していることを確認した。その後、消防車を起動し 

（１９時５４分、５７分に各１台起動）、消火系ラインから原子炉内へ海水注入を開

始した。 



 

 ５３  

福島第一2号機 注水に関する主な経緯（津波襲来以降）

3
月
11
日

16:36 原子力災害対策特別措置法15条事象発生（非常用炉心冷却装置注水不能）

作業環境
・照明、緊対室との通信
手段がない中での作業

・線量が高く、防護服を
着た作業でかつ、交替
が必要

22:00 炉水位判明
TAF+3400mm

2:55 RCIC運転確認

13:25 RCIC機能喪失を
判断

12
日

ケーブル損傷、電源車自動停止。電源車
の再起動を試みるも過電流で動作せず

13:05 消防車を含む海水注入のライン構
成を再開

14
日

14:43 消防車のFPへの接続完了

11:01 3号機 水素爆発

現場は瓦礫が散乱、線量が高い状態。準備
が完了していた注水ラインは消防車・ホース
が破損・使用不可

19:20 消防車が燃料切れで停止しているこ
とを確認

19:54、19:57 各１台消防車起動
海水注入開始

１号機の線量の状況を踏
まえ、線量が高くなる前
に代替注水ラインの構成
に必要な弁を手動操作

15:39 RCIC手動起動

原子炉水位不明

RCIC注水状況確認でき
ず

12:05 海水を使用する準備を進めるよう
所長指示

15:30頃 2号機P/Cへのケーブルつな
ぎこみ、高圧電源車への接続
完了

13
日

15:36 1号機 水素爆発

RCICの停止に備え3号機逆洗弁ピットを水
源としたライン構成を進め、消防車配置・
ホース敷設を実施

13:18 炉水位低下傾向

16:30 消防車起動（減圧時に注水できる
準備完了）

18:00頃 原子炉減圧開始

2号機のP/Cの１つが使用可能である
ことを確認。CRD、SLCの電源復旧・
注入を検討

17:12
消火系及び消防車を使
用した注水方法の検討
開始を所長が指示

S/C温度・圧力が高
く、SRVを開しても
蒸気が凝縮しにくい
ため、ベントのライ
ンナップ後に減圧す
ることを決定。
16:20頃、ベント弁
開に時間がかかる
見通し判明。
減圧優先に変更。

SRV開のためバッ
テリーを接続。
複数の弁の動作を
試みて減圧に向け
た努力を継続
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（３）福島第一２号機の格納容器ベントに関する対応状況【添付８－５】 

 

・  原子炉隔離時冷却系による原子炉への注水を継続し、ドライウェル圧力は約２００

～３００ｋＰａ[abs]と安定していたが、いずれ格納容器ベントが必要となることが

予想されたことから、１２日１７時３０分、発電所長は２号機格納容器ベント操作の

準備を開始するよう指示した。 

 

・  格納容器ベントラインの電動弁を手動で開操作するため、現場（原子炉建屋内）に

出発し、１３日８時１０分、手順書通り格納容器ベントラインの電動弁《①》を手動

で２５％開とした。 

 

・  １３日１０時１５分、発電所長は、２号機格納容器ベント操作を実施するよう指示

した。 

 

・  １３日１１時００分、圧力抑制室からのベントラインにある空気作動弁（大弁《②》）

を開にするため、中央制御室仮設照明用小型発電機からの電源を用いて電磁弁を強制

的に励磁させ開操作を実施し、ラプチャーディスクを除く格納容器ベントライン系統

構成が完了（ラプチャーディスク開放待ちの状態）した。 

・  １３日１５時１８分、ベントを実施した場合の被ばく評価結果を官庁等へ連絡した。

（なお、これ以前の１２日３時３３分にもその時点での評価結果を連絡している） 

 

・  ３号機爆発の影響により当該弁の電磁弁励磁用回路が外れて閉となったため、３号

機爆発後の退避指示解除後、１４日１６時頃から開操作を実施したが、１６時２０分

頃、仮設空気圧縮機からの空気が十分でなく、開操作ができなかった。（当該弁は左

記により開操作できないものと思われたが、電磁弁の不具合により開不能になったと

推定） 

・  ドライウェル圧力に低下が見られないことから、１４日１８時３５分頃、空気作動

弁（大弁）だけでなく、空気作動弁（小弁《③》）を対象とした格納容器ベントライ

ンの復旧作業を実施し、２１時頃、ラプチャーディスクを除く格納容器ベントライン

の系統構成が完了（ラプチャーディスク開放待ちの状態）した。 

 

・  １４日２２時５０分、ドライウェル圧力が最高使用圧力４２７ｋＰａ[gage]を超え

たことから、発電所長は原災法第１５条該当事象（格納容器圧力異常上昇）が発生し

たと判断した。 

 

・  ドライウェル圧力は上昇傾向にある一方、圧力抑制室の圧力は約３００～４００ 

ｋＰａ[abs]で安定し、圧力が均一化されない状況が発生した。圧力抑制室の圧力は

ラプチャーディスクの作動圧力よりも低く、一方でドライウェル圧力が上昇している

ことから、１４日２３時３５分頃、ドライウェルからのベントラインにある空気作動

弁（小弁《④》）を開けることにより格納容器ベントを実施する方針を決定した。 

・  １５日０時０２分頃、ドライウェルからのベントラインにある空気作動弁（小弁

《④》）の開操作を実施したが、数分後に閉状態であることを確認した。ドライウェ

ル圧力は約７５０ｋＰａ［abs］から低下せず高めのまま推移し、ベントの効果は現

れなかった。 
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・  同日６時００分～１０分頃、大きな衝撃音が発生した。ほぼ同時期に圧力抑制室の

圧力が０ＭＰａ[abs]を示していた（「９．プラント水素爆発評価」で記述するが、衝

撃音は４号機の爆発によるものと考えられる）。 

 

・ 一方、ドライウェル圧力は７時２０分時点で７３０ｋＰａ［abs］を維持していた。 

 

・ 次の測定である１１時２５分時点でのドライウェル圧力は１５５ｋＰａ［abs］に低

下しており、この間に格納容器内のガスが何らかの形で大気中に放出されたと考えら

れ、正門付近のモニタリングカーでの測定値が大幅に上昇した。 

 

 

 

 

圧縮空気
ボンベ

電磁弁MO

圧縮空気
ボンベ

計装用
圧縮空気系
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AO

AO

排気筒

電磁弁

電磁弁

計装用
圧縮空気系

より
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圧縮空気系

より
計装用

圧縮空気系
より
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小弁

大弁

小弁

大弁

圧縮空気
ボンベ
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圧縮空気系
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ラプチャーディスク

電磁弁
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排気筒

電磁弁

電磁弁
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圧縮空気系
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計装用
圧縮空気系

より
計装用

圧縮空気系
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AO

小弁

大弁

小弁

大弁

② 

③

④

①

福島第一２号機 格納容器ベントのライン構成のために操作を行った弁 
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８．３ 福島第一３号機の対応状況 

 

（１）主な事故対応の流れ 

 

・  ３号機は、３月１１日１４時４６分に地震に襲われ、原子炉が自動停止し制御棒は

すべて挿入された。その後、主蒸気逃がし安全弁で圧力制御を行い、原子炉隔離時冷

却系を手動起動するなど、原子炉水位・原子炉圧力を安定させながら停止操作を実施

していたところ、１５時３０分に前後して津波に襲われた。 

・  この津波により、すべての交流電源を喪失するとともに、機器の冷却に必要な非常

用海水系も喪失した。直流電源は、充電ができないためバッテリーが枯渇するまでの

期間ではあったが、その機能を確保していた。また、津波による漂流物が交通の障害

となり、かつ、通信手段がほとんど存在しないなど、厳しい環境下での対応操作とな

った。 

 

・  津波襲来後、１１日１５時２５分の原子炉隔離時冷却系停止に伴い原子炉水位が低

下したが、同日１６時０３分に原子炉隔離時冷却系を手動起動した。その後、１２日

１１時３６分に原子炉隔離時冷却系が停止したが、原子炉水位の低下（ＴＡＦ＋２９

５０mm）により高圧注水系が同日１２時３５分に自動起動した。高圧注水系は１３日

２時４２分まで運転を継続した。 

・  高圧注水系停止後、原子炉隔離時冷却系の手動起動を試みたが、起動できなかった。

１３日５時１０分、原子炉冷却機能を喪失していることから、発電所長は原災法第 

１５条該当事象（原子炉冷却機能喪失）と判断した。 

・  その後、主蒸気逃がし安全弁により原子炉圧力を減圧し、１３日９時２５分頃から

消防車により消火系ラインからホウ酸を含む淡水注水を開始、同日１３時１２分には

海水注水に切り替え注水を継続した。 

 

・  また、１３日２時４２分の高圧注水系停止後、格納容器圧力を低下させるため、同

日８時４１分、及び１４日６時１０分にも格納容器ベントのライン構成を行った。 

 

・  その後、１４日１１時０１分、原子炉建屋で水素爆発が発生し、オペレーションフ

ロアから上部全体とオペレーションフロア１階下の南北の外壁が損壊した。これらの

過程で放射性物質が環境中へ放出されたため、敷地周辺での放射線量が上昇した。 

 

・  なお、１号機と同様に原子炉建屋内に水素が溜まっている可能性が考えられたため、

原子炉建屋の水素を抜く方法として、「ブローアウトパネルの開放」「原子炉建屋天井

の穴開け」などの方法について検討がなされたが、照明などない中での高所作業にな

り、現場が高線量であることや火花が散り爆発を誘発する可能性が高いこと等により

実現に至らなかった。また、爆発を誘発する危険性が低い「ウォータージェットによ

る原子炉建屋壁への穴開け」については、機器の手配はすんでいたものの、３号機の

爆発までに発電所へ到達しなかった。 
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2011年
3月11日 14:47

15:05

15:25

第一波15:27
第二波15:35

15:38

15:42

16:03

2011年
3月12日 11:36

12:35

2011年
3月13日 2:42

5:10

7:39

8:41

9:08頃

9:20頃～

9:25

2011年
3月14日

11:01

福島第一発電所３号機 地震後の事故進展の流れ

日付 時間 原子炉制御 格納容器制御

主蒸気逃し弁（逃がし弁機能）により原子炉
圧力容器減圧操作開始

原子炉水位低下

原子炉隔離時冷却系手動起動

原子炉隔離時冷却系
原子炉水位Ｌ－８にて自動停止

地震による原子炉スクラム信号発信

津 波 襲 来

水 素 爆 発

原災法第１０条該当事象（全交流電源喪失：ＳＢＯ）と判断

・SBOにより格納容器除熱
　機能喪失

・原子炉自動停止（自動スクラム）
・タービン・発電機停止
・主蒸気隔離弁閉止
・外部電源喪失
・非常用ディーゼル発電機自動起動

非常用ディーゼル発電機Ａ，Ｂトリップ　→　全交流電源喪失

格納容器ベントライン構成完了

原子炉隔離時冷却系手動起動

・直流電源の延命策として，不必要な
　負荷の切り離し実施

原子炉隔離時冷却系自動停止

高圧注水系自動起動（原子炉水位低Ｌ－２）

高圧注水系停止

・消火ポンプ，消防車による消火系を用いた　代替注水の準備

消防車による注水開始

格納容器圧力の低下確認

格納容器スプレイ開始

原災法第１５条該当事象（原子炉冷却機能喪失）と判断
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（２）福島第一３号機の注水に関する対応状況 

 

・  津波到達後、直流電源で操作可能な設備である原子炉隔離時冷却系及び高圧注水系

については使用可能な状態にあり、３月１１日１６時０３分には、原子炉水位維持の

ために原子炉隔離時冷却系を手動起動し、原子炉水位は維持されていた。 

・  １２日１１時３６分に原子炉隔離時冷却系が停止し、１２日１２時３５分に原子炉

水位低（Ｌ－２：ＴＡＦ＋２９５０ｍｍ）により高圧注水系が自動起動した。 

・  高圧注水系は１３日２時４２分に停止したため、アクシデントマネジメント策であ

る代替注水手段としてディーゼル駆動消火ポンプによる注水を試みたが、一時低下し

ていた原子炉圧力が約４．１ＭＰａ[gage]まで再び上昇し、注水できなかった。 

・  その後、タービン駆動である原子炉隔離時冷却系及び高圧注水系を再起動して原子

炉への注水を試みたが、高圧注水系は電源となるバッテリーの枯渇により起動できず、

また原子炉隔離時冷却系も起動できなかった。 

・  原子炉隔離時冷却系による原子炉注水ができなかったことから、１３日５時１０分、

発電所長は原災法第１５条該当事象（原子炉冷却機能喪失）と判断した。 

 

・  一方、発電所対策本部は、１１日１７時１２分の発電所長（発電所緊急時対策本部

長）の指示以降、原子炉への代替注水について検討していたが、消防車は発電所に配

備していた３台のうち、１台は１号機の海水注入に使用しており、１台は津波の影響

により使用不能、５，６号機側の消防車１台については５，６号機側との通路が分断

されていたことから移動が困難な状況であった。 

・  その後、構内道路の復旧を進め、５，６号機側との往来が可能となったことから、

５，６号機側の消防車を１～４号機側に移動した。さらに、福島第二原子力発電所で

緊急時のバックアップとして待機していた消防車１台も福島第一原子力発電所へ移

動した。 

 

・  消防車によって原子炉へ注水するためには、消防車の吐出圧力が低いため、主蒸気

逃がし安全弁による原子炉圧力の減圧が必要となる。また、この主蒸気逃がし安全弁

を開けるためにはバッテリーが必要であったが、１、２号機の計器復旧等のために所

内のバッテリーを集めた後だったこともあり、必要な電源が確保できず主蒸気逃がし

安全弁を操作できない状態であった。 

・  このため、発電所対策本部の社員の自動車のバッテリーを取り外して集め、中央制

御室に運んで主蒸気逃がし安全弁の駆動電源としてつなぎ込みを行い、１３日９時 

０８分に主蒸気逃がし安全弁を開き、原子炉の急速減圧を実施した。 

・  この減圧作業により、原子炉圧力が消防車ポンプの吐出圧力を下回ったことから、 

１３日９時２５分、防火水槽（淡水）にほう酸を溶解し、原子炉への注水を開始した。 

 

・  １３日１２時２０分、防火水槽の淡水が枯渇したため、逆洗弁ピットの海水を注入

するよう注水源の系統変更を行い、１３時１２分に海水注入を開始した。 
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福島第一3号機 注水に関する主な経緯（津波襲来以降）

12
日

5:10 原子力災害対策特別措置法15条事象発生（原子炉冷却機能喪失）

作業環境
・照明、緊対室との通信
手段がない中での作業

・線量が高く、防護服を
着た作業でかつ、交替
が必要

13
日

（15:25 RCIC原子炉水位高トリップ）
16:03 RCIC手動起動

11:36 RCICトリップ

SLC復旧作業

2:42 HPCI停止

9:08頃 SRV強制開による急速減圧

12:20 近場の防火水槽が枯渇したため、逆洗弁ピットの海水を注入
するようラインの変更を開始

13:12 海水注入開始

SLC復旧完了せず

・D/D FPによる注水を試みるも、
炉圧が約4MPaまで上昇し注入
できず

・HPCIの再起動を試みるも、バッ
テリー枯渇のため起動できず

・RCICによる原子炉注水を試み
るも、起動できず

3
月
11
日

・所内の消防車は1号機で使用。
・道路損傷や津波の瓦礫の影響で5/6号機側と分断されてい
た道路の往来を可能にし、5/6号機側にあった消防車を回収

・福島第二でバックアップとして待機していた消防車１台を福
島第一へ移動

9:25 消防車による淡水注水開始

10:30 海水注入を視野に入れて動くとの発電所長指示

短時間で切り替えられるよう、
あらかじめ準備していた

既に1,2号機の計器復旧の
ため所内のバッテリーを集め
た後であり、所内にバッテ
リーの予備がない中、社員の
通勤用自動車のバッテリーを
集めて計器盤につなぎこみ

P/Cを介した電源復旧作業を実施
するも、度々の余震による作業中
断・避難や、劣悪な作業環境等によ
り思うように作業が進まず

15:42 原子力災害対策特別措置法10条事象発生（全交流電源喪失）

12:35 HPCI自動起動（原子炉水位低）
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（３）福島第一３号機の格納容器ベントに関する対応状況【添付８－６】 

 

・  ３月１２日１７時３０分、発電所長は格納容器ベントの準備を開始するよう指示し

た。（手順の検討や必要な弁の設置場所の確認等を実施） 

 

・  １３日４時５０分頃、圧力抑制室からのベントラインにある空気作動弁（大弁）を

開けるために、中央制御室仮設照明用小型発電機からの電源を用いて、当該弁の電磁

弁を強制的に励磁させた。 

 

・  １３日５時１５分、発電所長はラプチャーディスクを除く、格納容器ベントの系統

構成を完成させるよう指示した。 

 

・  運転員がトーラス室（圧力抑制室が設置されている部屋）に行き、当該弁の開度を

確認したところ全閉であった。このため、１３日５時２３分頃より、当該弁を駆動さ

せる空気ボンベの交換を行った結果、当該弁が開となった。 

 

・  １３日５時５０分、格納容器ベント実施に関するプレス発表を実施し、７時３５分、

格納容器ベント実施時の発電所周辺への被ばく評価結果を官庁等に連絡した。 

 

・  １３日８時３５分頃、格納容器ベントラインにある電動弁を現場で手動にて１５％

開状態とした《①》。手順書では２５％開が標準的な調整開度であるが、格納容器圧

力の下がりすぎを考慮し、若干絞った１５％開度に設定した。 

・  １３日８時４１分にラプチャーディスクを除く格納容器ベントライン構成を完了

し、ドライウェル圧力がラプチャーディスク作動圧力（４２７ｋＰａ[gage]）よりも

低く、格納容器ベントされない状態（ラプチャーディスク開放待ち）で、格納容器ベ

ントを系統構成する弁《②》の開状態を保持し、ドライウェル圧力の監視を継続した。 

・  １３日９時２４分、ドライウェル圧力の低下(同日９時１０分：０．６３７ＭＰａ

[abs]→同日９時２４分：０．５４０ＭＰａ[abs])が確認されたことから、９時２０

分頃格納容器ベントが実施されたと判断した。           【添付８－７】 

 

・  １３日１１時１７分、ボンベの圧力低下により上記空気作動弁（大弁《②》）が閉

となったため、ボンベを交換して開操作を再度実施し、１２時３０分当該弁が開にな

っていることを確認した。 

・  その後、当該弁を開状態で保持する必要があったが、当該弁が設置されているトー

ラス室に行ったものの、室内が熱く、作業が困難な状態であったことから、開で保持

するための措置は実施できなかった。 

 

・  １３日１７時５２分頃、タービン建屋大物搬入口に仮設コンプレッサーを設置する

ために現場へ出発、計装用圧縮空気系に接続し、２１時１０分頃にドライウェル圧力

が低下したことから、圧力抑制室からのベントラインにある空気作動弁（大弁）が開

になったと判断した。《②》 

・  １４日２時頃よりドライウェル圧力が上昇傾向となったことから、圧力抑制室から

のベントラインにあるもう一つの空気作動弁（小弁）についても、５時２０分開操作

を開始し、６時１０分に開になったことを確認した。《③》 



 

 ６１  

 

 

圧縮空気
ボンベ

電磁弁MO

圧縮空気
ボンベ

計装用
圧縮空気系

より

ラプチャーディスク

電磁弁

MO

AO

AO

排気筒

電磁弁

電磁弁

計装用
圧縮空気系

より

計装用
圧縮空気系

より
計装用

圧縮空気系
より

MO

AO

AO

小弁

大弁

小弁

大弁

圧縮空気
ボンベ

電磁弁MO

圧縮空気
ボンベ

計装用
圧縮空気系

より

ラプチャーディスク

電磁弁

MO

AO

AO

排気筒

電磁弁

電磁弁

計装用
圧縮空気系

より

計装用
圧縮空気系

より
計装用

圧縮空気系
より

MO

AO

AO

小弁

大弁

小弁

大弁

① 

② 

③ 

福島第一３号機 格納容器ベントのライン構成のために操作を行った弁 
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８．４ 福島第一４号機の対応状況 

 

・  ３月１１日１４時４６分に地震に襲われた時点で、４号機は定期検査中であり、シ

ュラウド取替工事中のため原子炉内から全燃料を使用済燃料プールに取り出され、使

用済燃料プールには燃料集合体１５３５体が貯蔵されていた。 

・  １１日１５時３０分に前後して津波が襲来し、直流電源及び交流電源がすべて喪失

するとともに、使用済燃料プールの冷却機能及び補給水機能が喪失した。 

 

・  １４日４時０８分には使用済燃料プール水温が８４℃であることを確認した。 

・  １５日６時００分～６時１０分頃、大きな音が発生し、その後、原子炉建屋５階屋

根付近に損傷を確認した。 

・  さらに、１５日９時３８分には原子炉建屋３階北西コーナー付近で火災が発生して

いることが確認されたが、同日１１時頃、自然に火が消えていることを確認した。ま

た、１６日５時４５分頃にも、原子炉建屋北西部付近で火災が発生しているとの連絡

があったが、同日６時１５分頃、現場での火災は確認できなかった。 

 

・  使用済燃料プールの注水・冷却の対応状況については「８．９ 使用済燃料の貯蔵

状況」に、原子炉建屋上部の爆発に関する考察については「１０．２ 水素爆発の原

因」に記す。 
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2011年
3月11日 14:46

第一波15:27
第二波15:35

15:38

2011年
3月14日 4:08

2011年
3月15日 6:00～6:10頃

8:11

9:38

11:00頃

2011年
3月16日 5:45頃

6:15頃

2011年
3月20日

2011年
3月22日

2011年
6月16日

2011年
7月31日

福島第一発電所４号機 地震後の事故進展の流れ

日付 時間 主な時系列

地震発生

津 波 襲 来

非常用ディーゼル発電機Ｂトリップ　→　全交流電源喪失

火災発生確認（原子炉建屋3階北西コーナー付近）

自然に火が消えていることを確認

・外部電源喪失
・非常用ディーゼル発電機Ｂ自動起動
　（Ａは点検中）
・ＳＦＰ冷却停止

ＳＦＰ温度８４℃確認

大きな音が発生→原子炉建屋損傷

原災法第１５条該当事象
（火災爆発等による放射性物質異常放出）と判断

ＳＦＰへ放水車による放水開始

ＳＦＰへコンクリートポンプ車による放水開始

ＳＦＰへ仮設注水設備による注水開始

ＳＦＰ代替冷却系による冷却開始

・SBOによりＳＦＰ冷却機能
 喪失

炎が上がっていることを確認（原子炉建屋北西部付近）

現場で火が見えないことを確認



 

 ６４  

８．５ 福島第一５号機の対応状況 

 

・  ３月１１日１４時４６分の地震発生時点で、５号機は定期検査中であり、原子炉に

燃料を装荷し、原子炉圧力容器の耐圧漏えい試験を実施していた。津波後、全交流電

源が喪失し、原子炉及び使用済燃料プールの冷却機能及び補給水機能が喪失した。 

・  このため、燃料からの崩壊熱により原子炉圧力が上昇傾向にあったが、原子炉へ注

水を実施するためには、原子炉圧力を下げる必要があることから、現場で原子炉圧力

容器頂部ベント弁の駆動空気供給ラインを構成後、１２日６時０６分に中央制御室か

ら当該ベント弁を手動操作して、原子炉圧力の減圧を実施し、大気圧程度まで降下さ

せた。 

・  その後、崩壊熱の影響により原子炉圧力は上昇するが、６号機から電源融通を受け

て、主蒸気逃がし安全弁で原子炉圧力を調整するとともに、復水補給水系のポンプを

使用して炉内への注水を行い、原子炉の圧力と水位を制御した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・  仮設の残留熱除去海水系ポンプを設置することで、残留熱除去系を起動できたこと

により、２０日１４時３０分に原子炉冷温停止状態とするとともに、使用済燃料プー

ルについても継続的に冷却を行い、安定な状態となった。 

 

原子炉
格納容器

残留熱除去系

原子炉再循環
ポンプ

原子炉建屋

残留熱除去系
ポンプ

残留熱除去系
熱交換器

原子炉

（注）上記は残留熱の除去系統を模式的に記載したもので
あり、ポンプや熱交換器は複数系統設置されている

M 6号機非常用D/Gから
仮設ケーブルで電源を共有

海

M

海

津波により
破損

P

海

水中ポンプ

仮設電源

M/C
残留熱除去海水ポンプ 津波により浸水

５号機５号機 ６号機６号機

M/CM/C 6D6D

M/CM/C 6E6E

D/G 6B

M/CM/C 66CC

G

G

D/G 6A

外部電源 外部電源

仮
設
水
中
ポ
ン
プ
（
仮
設
Ｒ
Ｈ
Ｒ
Ｓ
代
替
）

残
留
熱
除
去
系
（
Ｒ
Ｈ
Ｒ
）
ポ
ン
プ

５
Ｃ

P/CP/C 6D6DP/CP/C 6C6C

T/BT/B
MCC MCC 6C6C--22

5
号
機

中
操
照
明

補
給
水
系
（Ｍ
Ｕ
Ｗ
）
５
Ａ

非
常
用
ガ
ス
処
理
系
（Ｓ
Ｇ
Ｔ
Ｓ
）
５
Ａ

T/BT/B
MCC MCC 6C6C--11

Ｄ
Ｃ
１
２
５
Ｖ
充
電
器
制
御
盤
５
Ｂ

5U5U
RHRRHR MCCMCC

AMAM設備タイライン設備タイライン

Ｄ
Ｃ
１
２
５
Ｖ
充
電
器
制
御
盤
５
Ａ

Ｓ
Ｇ
Ｔ
Ｓ

５
Ａ
ス
ペ
ー
ス
ヒ
ー
タ

仮設電源仮設電源
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2011年
3月11日 14:46

第一波15:27
第二波15:35

15:40

15:42

2011年
3月12日 1:40頃

6:06

8:13

2011年
3月13日 18:29

20:54

2011年
3月14日 5:00

5:30

9:27

2011年
3月16日 22:16

2011年
3月17日 5:43

2011年
3月18日 13:30

2011年
3月19日 1:55

5:00頃

2011年
3月20日 14:30

福島第一発電所５号機 地震後の事故進展の流れ

日付 時間 原子炉制御 使用済燃料プール冷却

地震発生

津 波 襲 来

原災法第１０条該当事象（全交流電源喪失：ＳＢＯ）と判断

・SBOにより原子炉冷却、
 ＳＦＰ冷却機能喪失

・外部電源喪失
・非常用ディーゼル発電機自動起動

非常用ディーゼル発電機Ａ，Ｂトリップ　→　全交流電源喪失

逃がし安全弁自動開

・以降、開閉を繰り返し原子
炉圧力を約8MPaに維持

原子炉圧力容器頂部の弁開により減圧実施

６号機D/Gより電源融通可能（直流電源の一部）

６号機D/Gより復水移送ポンプへ電源供給

復水移送ポンプ手動起動

逃がし安全弁開操作による減圧実施

復水移送ポンプにより原子炉注水開始

ＳＦＰへの水補給開始

ＳＦＰへの水入れ替え開始

ＳＦＰへの水入れ替え終了

原子炉建屋屋上孔あけ作業終了

仮設ＲＨＲＳポンプ起動（電源車からの仮設電源）

ＲＨＲ手動起動

原子炉冷温停止 （原子炉水温＜100℃）

・ＳＦＰ冷却及び原子炉冷却
を切り替えて実施

・以降、断続的に補給

・以降、断続的に開操作

・以降、断続的に注水
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８．６ 福島第一６号機の対応状況 

 

・  ３月１１日１４時４６分に地震に襲われた時点で、６号機は定期検査中であり、原

子炉に燃料が装荷され、冷温停止状態であった。津波後、非常用海水系による冷却の

必要がない空冷式の非常用Ｄ／Ｇ１台が、その電源設備等を含め、津波による被水を

免れたため、機能喪失に至らず電源供給を継続できたが、海水ポンプ及び残留熱除去

海水系ポンプはすべて機能を喪失し、原子炉及び使用済燃料プールの冷却機能が喪失

した。 

 

・  このため、燃料からの崩壊熱により原子炉圧力が緩やかな上昇傾向にあったが、主

蒸気逃がし安全弁で原子炉圧力を調整するとともに、復水補給水系のポンプを使用し

て炉内への注水を行い、原子炉の圧力と水位を制御した。 

 

・  その後、仮設の残留熱除去海水系ポンプを設置することで、残留熱除去系を起動で

きたことにより、２０日１９時２７分に原子炉冷温停止状態とするとともに、使用済

燃料プールについても継続的に冷却を行い、安定した状態となった。 
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2011年
3月11日 14:46

第一波15:27
第二波15:35

15:36

2011年
3月13日 13:01

13:20

2011年
3月14日 14:13

2011年
3月16日 13:10

2011年
3月18日 17:00

19:07

2011年
3月19日 4:22

21:26

22:14

2011年
3月20日 19:27

福島第一発電所６号機 地震後の事故進展の流れ

日付 時間 原子炉制御 使用済燃料プール冷却

地震発生

津 波 襲 来

・外部電源喪失
・非常用ディーゼル発電機自動起動
 （D/G6A,D/G6B,HPCS D/G）

非常用ディーゼル発電機２台(D/G6A，HPCS D/G)トリップ

原子炉注水開始

・以降、断続的に注水

ＳＦＰへの水の補給開始

非常用ディーゼル発電機Ｄ／Ｇ６Ａ起動

・D/G6Bは停止せず

復水移送ポンプ手動起動

・以降、断続的に注水

ＦＰＣポンプ手動起動

・除熱機能がない
　循環運転

原子炉建屋屋上孔あけ作業終了

非常用ディーゼル発電機Ｄ／Ｇ６Ａ海水ポンプ起動

仮設ＲＨＲＳポンプ起動（電源車からの仮設電源）

ＲＨＲ手動起動

・外部電源喪失
・非常用ディーゼル発電機自動起動
 （D/G6A,D/G6B,HPCS D/G）

・ＳＦＰ冷却及び原子炉冷却
を切り替えて実施

原子炉冷温停止 （原子炉水温＜100℃）

・3/14以降SRVにて減
圧を断続的に実施
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８．７ 福島第二１号機の対応状況 

 

（１）主な事故対応の流れ 

 

・  １号機は、定格熱出力一定運転中のところ、３月１１日１４時４６分に発生した三

陸沖を震源とする地震により、同日１４時４８分、原子炉が自動停止した。 

・  原子炉自動停止直後に全制御棒全挿入及び原子炉の未臨界を確認し、原子炉の冷温

停止及び使用済燃料プールの冷却に必要な設備は、健全で安定した状態であることを

確認した。 

・  しかし、当該地震後の津波（同日１５時２２分，第一波到達目視確認）により、原

子炉の冷温停止及び使用済燃料の冷却に必要な設備が被水するなどし、使用不能とな

った。これにより原子炉の除熱ができなくなったことから、１１日１８時３３分、発

電所長は原災法第１０条該当事象（原子炉除熱機能喪失）と判断した。 

・  また、原子炉の除熱機能の喪失により圧力抑制室の冷却ができなくなり、徐々に圧

力抑制室水温が上昇し１００℃以上となったことから、１２日５時２２分、発電所長

は原災法第１５条該当事象（圧力抑制機能喪失）と判断した。 

 

・  原子炉の冷温停止及び使用済燃料プールの冷却に必要な設備の一部を使用可能な

状態とするため、被水した設備の点検・補修を行うとともに、仮設電源による電源供

給を実施した。原子炉の除熱機能を復旧したことにより、１４日１時２４分、発電所

長は原災法第１０条該当事象（原子炉除熱機能喪失）の状態から回復したと判断した。 

その後、圧力抑制室の冷却を行うことにより圧力抑制室の水温が１００℃未満とな

ったことから、同日１０時１５分、発電所長は原災法第１５条該当事象（圧力抑制機

能喪失）の状態から回復したものと判断した。 

 

・  これ以降、残留熱除去系 1系統により原子炉の除熱を継続し、１４日１７時００分

に原子炉水温１００℃未満の冷温停止状態にするとともに、使用済燃料プールについ

ても継続的に冷却を行い、現在においてプラントは安定な状態を維持している。 
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2011年
3月11日

14:48

15:22

15:34

15:36

15:55

17:53

18:33

2011年
3月12日 0:00

3:50～
4:56

5:22

6:20

7:10

7:37

10:21～
18:30

2011年
3月14日 1:24

1:44

3:39
10:05

10:15

17:00

福島第二発電所１号機 地震後の事故進展の流れ

日付 時間 原子炉制御 格納容器制御

復水補給水系による代替注水開始

原子炉急速減圧実施

原子炉隔離時冷却系手動起動

非常用ディーゼル発電機Ａ，Ｂ，Ｈ自動起動
直後に津波の影響により停止

地震による原子炉スクラム信号発信

第　一　波　津 波 襲 来 （17:14まで断続的に襲来）

原災法第15条該当事象の解除（圧力抑制機能の回復）と判断

原災法第１０条該当事象（原子炉除熱機能喪失）と判断

・原子炉自動停止（自動スクラム）
・タービン・発電機停止

格納容器耐圧ベントライン構成

主蒸気隔離弁手動全閉

富岡線1回線停止（受電は継続）

原子炉減圧開始（主蒸気逃がし安全弁自動開）

格納容器冷却系手動起動

・海水ポンプ起動確認できず

原災法第15条該当事象（圧力抑制機能喪失）と判断

・圧力抑制室温度＞100℃

復水補給水系による格納容器
スプレイ実施

復水補給水系による圧力抑制室
スプレイ実施

復水補給水系による圧力抑制室冷却開始

原災法第10条該当事象の解除（原子炉除熱機能の回復）と判断

非常用補機冷却系（B）手動起動

残留熱除去系（B）圧力抑制室
スプレイモード開始残留熱除去系（B）低圧注水モードに

よる原子炉注水実施

原子炉冷温停止 （原子炉水温＜100℃）

・圧力抑制室水温＜100℃

・残留熱除去系（B）手動起動による圧力抑制室冷却モード開始
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（２）福島第二１号機の注水に関する対応状況 

 

・  地震発生以降、３月１１日１５時３６分に主蒸気隔離弁を手動全閉とし、主蒸気逃

がし安全弁にて原子炉の圧力制御を行うとともに、原子炉隔離時冷却系を同日１５時

３６分に手動起動し、原子炉へ注水を行った。（以降、原子炉隔離時冷却系の「原子

炉水位高(Ｌ－８)」に伴う自動停止と手動起動を繰り返し、原子炉水位を調整） 

・  津波による原子炉建屋付属棟の浸水により、非常用電源（Ｍ／Ｃ １Ｃ及び   

１ＨＰＣＳ）が使用不能となったことから、低圧炉心スプレイ系ポンプ、残留熱除去

系ポンプ（Ａ）及び高圧炉心スプレイ系ポンプが起動できない状態となった。 

・  また、海水熱交換器建屋が浸水したこと、運転／停止表示ランプなどから、すべて

の非常用機器冷却系のポンプ※が起動できない状態（一部モータ及び非常用電源   

（Ｐ／Ｃ １Ｃ－２、１Ｄ－２）被水のため使用不能によるものと後日現場にて確認）

と判断した。このため、すべての非常用炉心冷却系ポンプが起動不可能な状態となり、

原子炉から残留熱を除去する機能が喪失したことから、１１日１８時３３分、発電所

長は原災法第１０条該当事象（原子炉除熱機能喪失）と判断した。 

 

 ※ 非常用機器冷却系のポンプ 

   ・残留熱除去系ポンプ(A、B、C、D) 

・残留熱除去海水系ポンプ(A、B、C、D) 

・非常用ディーゼル発電設備冷却系ポンプ(A、B) 

・高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電設備冷却系ポンプ 

・高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電設備冷却海水系ポンプ 

 

・  原子炉への注水は、当初、原子炉隔離時冷却系にて行っていたが、１２日０時   

００分よりアクシデントマネジメント策として導入した復水補給水系による代替注

水と併用し行った。 

・  １２日３時５０分、原子炉圧力と圧力抑制室の水温の関係から熱容量制限における

運転禁止範囲に入ったため、原子炉圧力の急速減圧を開始した。 

・  原子炉隔離時冷却系については、急速減圧に伴う原子炉隔離時冷却系タービン駆動

用蒸気圧力低下のため同日４時５８分に手動停止し、これ以降は復水補給水系による

代替注水により原子炉の水位を調整した。 

 

・  １２日５時２２分に圧力抑制室の水温が１００℃以上となったことから、発電所長

は原災法第１５条該当事象（圧力抑制機能喪失）と判断した。なお、当該水温は最大

で約１３０℃（１３日１１時３０分）まで上昇した。 

・  圧力抑制室の冷却のために、１２日６時２０分より可燃性ガス濃度制御系の冷却器

から圧力抑制室への冷却水排水ラインを利用して、冷却水（復水補給水系）を圧力抑

制室へ注水するとともに、復水補給水系による原子炉への代替注水を同日７時１０分

よりドライウェルスプレイ、同日７時３７分より圧力抑制室へのスプレイに適宜切替

え、格納容器の代替冷却を実施した。 

・  圧力抑制室への冷却と並行して、残留熱除去機器冷却系ポンプ(Ｄ)、残留熱除去海

水系ポンプ(Ｂ)及び非常用ディーゼル発電設備冷却系ポンプ(Ｂ)の点検・補修(残留

熱除去機器冷却系ポンプ(Ｄ)及び非常用ディーゼル発電設備冷却系ポンプ(Ｂ)につ

いては、モータを交換）を実施した。 
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・  また、海水熱交換器建屋が浸水し非常用電源（Ｐ／Ｃ １Ｃ－２，１Ｄ－２）が被

水したため、所外から緊急手配した高圧電源車や仮設ケーブルを使用し、外部電源系

から受電されている放射性廃棄物処理建屋の電源(Ｐ／Ｃ １ＷＢ－１)からの仮設ケ

ーブル敷設・受電や、高圧電源車からの受電により残留熱除去機器冷却系ポンプ(Ｄ)、

残留熱除去海水系ポンプ(Ｂ)及び非常用ディーゼル発電設備冷却系ポンプ(Ｂ)を起

動可能な状態に復旧し、１３日２０時１７分より順次起動した。 

・  １４日１時２４分に残留熱除去系ポンプ(Ｂ)を起動したことにより、発電所長は原

災法第１０条該当事象（原子炉除熱機能喪失）の状態から回復したものと判断した。 

・  また、残留熱除去系ポンプ(Ｂ)にて圧力抑制室の冷却を実施した結果、徐々に圧力

抑制室水温が低下し、１４日１０時１５分に圧力抑制室の水温が１００℃未満となっ

たことから、発電所長は原災法第１５条該当事象（圧力抑制機能喪失）の状態から回

復したものと判断した。 

・  さらに、圧力抑制室の冷却に加え原子炉水を早期に冷却するため、あらかじめ定め

られた事故時運転操作手順書を参考に実施手順書を作成し、１４日１０時０５分より

残留熱除去系ポンプ(Ｂ)にて低圧注水ラインより圧力抑制室の水を原子炉へ注水を

開始するとともに、主蒸気逃がし安全弁を経由して圧力抑制室へ原子炉水を流入させ、

圧力抑制室の水を残留熱除去系熱交換器(Ｂ)で冷却して再度低圧注水ラインより原

子炉に注水する循環ライン（圧力抑制室→残留熱除去系ポンプ(Ｂ)→残留熱除去系熱

交換器(Ｂ)→低圧注水ライン→原子炉→主蒸気逃がし安全弁→圧力抑制室）による冷

却を応急的に実施した。これにより、同日１７時００分には原子炉水温度が１００℃

未満となり冷温停止となったことを確認した。 

 

 

（３）福島第二１号機の格納容器ベントに関する対応状況 

 

・  ３月１１日１４時４８分、原子炉が自動停止した際に発生した「原子炉水位低（Ｌ

－３）」に伴い、原子炉格納容器隔離系及び非常用ガス処理系は正常に動作し、格納

容器の隔離及び原子炉建屋の負圧維持が行われた。 

・  その後、格納容器圧力が上昇傾向にあり、原子炉除熱機能の復旧に時間がかかるこ

とを想定し、１２日１０時２１分から同日１８時３０分にかけて、格納容器耐圧ベン

トのためのライン構成（圧力抑制室側の出口弁開操作のワン・アクションを残した状

態）を実施した。 

・  なお、格納容器圧力は最大で約２８２ｋＰａ［gage］(圧力抑制室側)まで上昇した

が、格納容器最高使用圧力３１０ｋＰａ［gage］には達しなかった。 
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８．８ 事故進展に伴う福島第一原子力発電所敷地境界の線量率の変動 

 

被災後、発電所周辺に設置しているモニタリングポストは停止しており、線量率の測

定ができなかったことから、モニタリングカーにより線量率を測定してきた。 
 格納容器ベントや建屋爆発といった、環境への放射性物質に密接に関連すると考えら

れる事象が発生した期間の正門付近のモニタリングカーによる測定結果を下図（福島第

一原子力発電所 正門付近の線量率）に示す。 
 
３月１１日から１２日の明け方までは、線量は平常値近辺であったが、１２日５時頃

から線量率が上昇してきている。これは、既に炉心損傷が発生していたと推定されてい

る１号機からの放射性物質の放出の影響によるものと考えられる。 
１号機の格納容器ベントのラインナップが整った１２日１０時頃に線量率のピークが

見られているが、この際には格納容器圧力の低下は見られておらず、その原因は明確で

はない。その後、１号機の格納容器ベント（圧力抑制室側）、建屋爆発があったが、特段

のピークは見られていない。１３日には３号機で複数回、格納容器ベント（圧力抑制室

側）を実施し、ピークが見られるものの、線量率は１０μSv/h 未満であり、バックグラ

ウンドの上昇は見られていない。 
 
２号機で炉心損傷が生じたと推定される１４日夜以降、バックグラウンドの上昇が見

られる。特に、１５日７時２０分にドライウェル圧力が７３０ｋＰａ［abs］であったが、

１１時２５分には１５５ｋＰａ［abs］へ低下しており、この２号機におけるドライウェ

ル圧力の減少の時期に、線量率が１,０００μSv/h を超えて最大で１０,０００μSv/h に

達し、バックグラウンドレベルの大幅な上昇が見られる。 
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福島第一原子力発電所 正門付近の線量率 

線
量
率 
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ドライウェル圧力は放射性物質放出に関連する重要なプラントパラメータであること

から、３月３１日までのドライウェル圧力の推移を発電所内外で測定された線量率と共

に次頁の図（ドライウェル圧力と発電所内外のモニタリングデータ）に示す。 
 

 先に述べたように、３月１６日までの間に、放射性物質の放出があり、バックグラウ

ンドレベルが高い状態になったが、それ以降は若干のピークが見られるところはあるも

のの、総じて徐々に線量率が低下している。この線量率の低下傾向は、ヨウ素１３１の

半減期（約８日）に相当するものとなっている。 
これらのことから、事故当初に放出された放射性物質が地面等にフォールアウトした

ことでバックグラウンドレベルの上昇があり、それ以降は、地面等に付着した放射性物

質の崩壊によりバックグラウンドレベルが低下していったものと推定される。 
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８．９ 使用済燃料の貯蔵状況 

 

（１）福島第一原子力発電所の使用済燃料貯蔵状況【添付８－８】 

 

３月１１日の時点の使用済燃料貯蔵体数は以下の通りである。 
 

号機 使用済燃料体数 新燃料体数 

１号機 ２９２ １００ 
２号機 ５８７ ２８ 
３号機 ５１４ ５２ 
４号機 １３３１ ２０４ 
５号機 ９４６ ４８ 
６号機 ８７６ ６４ 

共用プール   ６３７５  ０ 
キャスク保管建屋 ４０８  ０ 

 
 東北地方太平洋沖地震により引き起こされた津波の影響を受け、１～５号機と共用プ

ールは全交流電源が喪失したため、使用済燃料プールの冷却機能及び補給水機能が喪失

した。また、６号機については、Ｄ／Ｇ（６Ｂ）が機能維持したものの、海水ポンプの

機能が喪失したため、使用済燃料プールの冷却機能が喪失した。 
 なお、キャスク保管建屋も全交流電源が喪失したが、乾式貯蔵キャスクは自然対流に

より空冷される設計となっている。 
 
 以下に、１～６号機の使用済燃料貯蔵プール、共用プール及び乾式貯蔵キャスクの冷

却状態について述べる。 
 
１号機：３月１２日に原子炉建屋上部が爆発により損傷したため、３月３１日からコ

ンクリートポンプ車で放水を行っている。 
その後、５月２８日からは燃料プール冷却浄化系配管を用いて注水、８月  

１０日から代替冷却系による冷却を開始した。 
２号機：３月２０日から燃料プール冷却浄化系配管を用いて注水を開始、５月３１日

から代替冷却系による冷却を開始した。 
３号機：３月１４日に原子炉建屋上部が爆発により損傷したため、３月１７日にヘリ

コプターによる放水、３月１７日から放水車、屈折放水塔車により放水、３

月２７日からコンクリートポンプ車による放水を行っている。 
その後、４月２２日から燃料プール冷却浄化系配管を用いた注水を開始、６

月３０日から代替冷却系による冷却を開始した。 
４号機：３月１５日に原子炉建屋上部が爆発により損傷したため、３月２０日から放

水車による放水、３月２２日からコンクリートポンプ車による放水を行って

いる。 
その後、６月１６日から仮設の燃料プール注水設備による注水を開始、７月

３１日から代替冷却系による冷却を開始した。 
５号機：３月１９日に残留熱除去系ポンプを手動起動し、非常時熱負荷モードで冷却

を開始、６月２５日から燃料プール冷却浄化系による冷却を行っている。 
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６号機：３月１９日に残留熱除去系ポンプを手動起動し、非常時熱負荷モードで冷却

を開始した。 
共用プール：外部電源の復旧に伴い、共用プールの電源について仮設電源設備を経由

して受電し、３月２４日に仮設の冷却設備による冷却を開始した。 
キャスク保管建屋：津波の影響により、大量の海水、砂、瓦礫等が流れ込み、ルーバ

や扉等が損壊したが、自然空冷で期待している空気の流れが阻害される状況

にはなく、冷却上問題がないことを確認した。キャスクの外観からも健全性

に関する異常は確認されていない。 
 
 以上より、水冷式の１～６号機使用済燃料プール、共用プールともに３０～５０℃の

水温で安定した状態であり、また空冷式の乾式貯蔵キャスクの冷却状態にも異常は認め

られない。 
 
 また、地震発生以降の１～６号機使用済燃料プール及び共用プールの水位に関して評

価した結果、いずれも使用済燃料を覆うのに十分な水位があり、燃料の露出はなかった

と推定している。 
 
 なお、４号機については、原子炉内のすべての燃料を使用済燃料プールに移動してい

た状態で、原子炉建屋上部が爆発により損傷している。 
 原子炉から水素が発生する可能性はないため、使用済燃料プールの漏えいによる燃料

破損が懸念されたが、ヘリコプターにより上空から確認したところ（３月１６日）、当該

プールに水が満たされており燃料が露出していないことが確認できている。また、プー

ル水の核種分析を行った結果からも、燃料の損傷を示すデータは認められなかった。 
現在のところ、プールに水を張って冷却を行っており、プール水位も維持できている

ことから、プール自体に損傷はないと考えられる。 
 

 

（２）福島第二原子力発電所の使用済燃料貯蔵状況 

 

福島第二１～４号機ともに、使用済燃料プールの冷却機能が一時的に失われたものの、

原子炉施設保安規定で定める運転上の制限（使用済燃料プール水位：オーバーフロー水

位付近、水温：６５℃以下）を満足することができた。 
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９．プラント水素爆発評価 

 

９．１ 地震計による爆発事象の考察 

 

福島第一１号機及び３号機の原子炉建屋での爆発は、メディア映像に残されており、

爆発発生時刻が特定されている。一方、２号機と４号機に関しては、ほぼ同時刻（３月

１５日の６時～６時１０分頃）に大きな音が確認されており、２号機では圧力抑制室の

圧力指示値が０ＭＰａ[abs]まで低下していること、４号機では原子炉建屋最上階が損傷

していることが確認された。 

このため、２号機は圧力抑制室で、４号機では原子炉建屋上部で爆発が発生した可能

性があるとの見方も出ていた。 

 

今回、２号機及び４号機の爆発発生の状況を把握するため、福島第一原子力発電所敷

地内に設置されている仮設の地震観測記録計のデータを分析した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

福島第一原子力発電所 振動観測データ回収地点 

地震、爆発に係わらず、振動にはＰ波（縦波）とＳ波（横波）があり、両方の伝達速

度は異なっている。一般にＰ波に比べてＳ波の伝達速度は遅く、同じ振動源から発せら

れた振動は、Ｐ波よりＳ波の方が遅れて到達する。このため、振動源の位置が観測点の

位置より離れているほど、Ｐ波とＳ波の到達時刻には大きな差が生じることとなる。 

このような原理を応用して、敷地内に設置されている地震計の振動を分析すれば、発

電所構内での爆発を起因とする振動ではＰ波とＳ波の到達時間の差は１秒以内と小さく、

震源が遠い地震動の場合には到達時刻の差は数秒となること等から、地震による振動と

爆発による振動を区別することができる。 

 

２号機、４号機でほぼ同時期に大きな音が確認された３月１５日６時～６時１５分の

間の振動をこのような手法で差別化したところ、爆発による振動は６時１２分に記録さ

れているものだけであることが判明した。 

一方、発生が明確に確認されている１号機、３号機の爆発事例において、各号機から

地震計までの距離を縦軸に、そこまでのＰ波、Ｓ波の到達時刻を横軸にして、Ｐ波とＳ

波の観測記録を整理すると、それぞれ精度よく線形となり、発生源の特定ができること

が確認された。 
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爆発と地震の加速度波形例（観測点Ｄ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

         １号機                   ３号機 

１号機、３号機の爆発時の P波、S波到達時刻と１号機、３号機との距離相関図 

 

３月１５日６時１２分に記録されている振動について、２号機と４号機におけるそれ

ぞれの距離と到達時刻の関係を同じ方法で整理したところ、２号機からの距離で整理し

た場合はデータに関連性を見いだせないが、４号機からの距離で整理した場合はＰ波、

Ｓ波ともに精度良く線形になることを確認した。したがって、当該の振動は４号機の爆

発によるものと推定される。 

 

なお、２号機については、念のために、今回の調査範囲である６時～６時１５分前後

の時間帯におけるデータの精査も行ったが、これまで確認された爆発以外に、爆発的な

事象で発生したと思われる振動は確認されなかった。 

【１号機爆発時の加速度波形例】   【地震の加速度波形例】     
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3号機爆発振動到達時刻(3月14日11時01分)
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1号機爆発振動到達時刻(3月12日15時36分)
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        ２号機                 ４号機 

６時１２分の地盤振動の P波、S波到達時刻と２号機、４号機との距離相関図 

 

以上のことから、福島第一原子力発電所における爆発は、メディア映像でも確認され

ている１号機、３号機と今回地震計による観測記録で確認された４号機の３回と推定さ

れる。このため、３月１５日６時１０分頃に確認された大きな音（爆発）は、正確には

６時１２分に４号機で発生した爆発音と判断した。 

 

２号機については、４号機の爆発音に前後して発生した圧力抑制室の圧力指示値が０

ＭＰａ[abs]に低下したため、２号機の圧力抑制室付近で爆発的な事象が発生した可能性

があると誤って認識したものと考えられる。 

圧力抑制室の損傷は大気開放を意味するため、絶対圧力で０ＭＰａ[abs]というのは物

理的にはあり得ないが、計器誤差まで考慮し、何らかの損傷が発生して圧力抑制室の圧

力が低下した可能性は否定できない。 

ただし、本来ほぼ同様な圧力であるはずの格納容器圧力と３月１４日夜から異なる挙

動をしていること、解析結果やＣＡＭＳ（格納容器雰囲気モニタ）のデータから判断し

て、その時刻から炉心損傷が進行していることを考え併せれば、格納容器圧力は上昇局

面にあると想定され、圧力抑制室の圧力計が０ＭＰａ[abs]（真空）に低下した原因は、

圧力計が故障していた可能性が高いと考えられる。 
 
なお、他の号機と同様に炉心損傷に至った

ものの、２号機で水素爆発が発生しなかった

要因の一つに、原子炉建屋最上階のブローア

ウトパネルの開放が挙げられる。ブローアウ

トパネルの開放は１号機の水素爆発の衝撃

で偶然発生したものと推定しているが、この

開放により水素が建屋外に放出され、建屋内

に滞留する水素が抑制された可能性は高い

と考えられる。  

 ２号機ブローアウトパネルの開放状況 

 

爆発振動到達時刻(3月15日06時12分)
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爆発振動到達時刻(3月15日06時12分)
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９．２ 水素爆発の原因 

 

（１）１号機、３号機水素爆発の原因について 

 

１号機、３号機については、原子炉内の燃料損傷に伴い、水－ジルコニウム反応等に

よる水素が発生したものと考えられる。 

明確な水素流出経路は不明であるものの、格納容器上蓋の結合部分、機器や人が出入

りするハッチの結合部分等、漏れ止めのためにシリコンゴム等を使用しているシール部

分が高温に晒され、機能低下した可能性があると考えられる。水素はこれらのような場

所から原子炉建屋内へ漏えい・滞留し、水素爆発に至ったものと推定される。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）４号機水素爆発の原因について 

 

以下に４号機の爆発に関する調査・確認結果を示すが、これらの結果から４号機の爆

発は、３号機のベント流の回り込みにより水素が原子炉建屋に蓄積し発生したものと考

えられる。 

 

 ①使用済燃料プールの状態 

 

３月１５日に発生した爆発が４号機におけるものであったことについては、「９．１ 

地震計による爆発事象の考察」で特定したが、４号機は定期検査期間中であり、原子炉

の燃料はすべて取り出されていたことから、原子炉からの水素発生の可能性はなかった。 

また、「８．９（１） 福島第一原子力発電所の使用済燃料貯蔵状況」に記載した通

り、４号機の使用済燃料プールにおいて燃料は露出していないこと、水の分析結果から

も燃料破損の兆候がないことが確認されている。 
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このため、４号機においては、４号機保有の燃料から水－ジルコニウム反応による水

素発生が起こったとは考えられない。加えて、使用済燃料プール内での水の放射線分解

による水素発生はごくわずかであり、このことも爆発の原因とは考えられない。 

 

②４号機への水素流入経路 

 

このような状況から、４号機の爆発の原因を調査したところ、３号機の水素ガスを含

むベント流が排気筒合流部を通じて４号機に流入した可能性があると考えられた。４号

機の格納容器ベント配管は、４号機の非常用ガス処理系配管に接続され排気筒に導かれ

るが、排気筒付近で３号機の非常用ガス処理系配管に合流している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

通常、非常用ガス処理系は待機状態で

停止しており、系統に設置されている空

気式の弁も閉止している。このため、３

号機側から格納容器のベントガスが流

れてきたとしても４号機にベントガス

が流れ込むような事象は発生しない。し

かしながら、今回の福島第一原子力発電

所で発生した事故は、隣り合う複数の号

機で全交流電源喪失が長時間継続する

というアクシデントマネジメントの前

提を超えた事故であり、全交流電源を喪

失した中で３号機の格納容器ベントが

行われた。同じく、４号機も全交流電源

を喪失しており、非常時にも作動できる

ように設計されている非常用ガス処理
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5F 

GL 

2F 

4 階東側排気ダクト 

5 階南側排気ダクト 
4 階西側排気ダクト

ベントガス流

逆流ガス 

 

排

気

筒 

4 号炉原子炉建屋

３号機から４号機への格納容器ベント流の流入経路 

↓３号機

↑４号機

排気筒→

SGTS排気管合流部

非常用ガス処理系（ＳＧＴＳ）配管
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系の弁は、電源を喪失することで開状態となり、３号機からの格納容器のベントガスが

非常用ガス処理系配管を通じて４号機に流入できるラインが構成された。このような経

路から、３号機の原子炉で発生した水素が４号機に流入し、蓄積・爆発した可能性は十

分にあるものと考えられる。 

 

③非常用ガス処理系フィルタの線量測定 

 

非常用ガス処理系には、放射性物質を除去するフィルタ類が収納されており、通常は

汚染空気の流れてくる上流側（設置されている号機の原子炉建屋から気体が流入してく

る側）のフィルタの方が汚染度合いは高くなる。一方、非常用ガス処理系フィルタを３

号機の格納容器ベント流が逆流した場合は、下流側のフィルタの汚染度合いが高くなる

こととなる。この事実関係を確認すべく、４号機の非常用ガス処理系フィルタが収納さ

れているトレインの放射線量測定を実施した。（平成２３年８月２５日実施） 

 

調査の結果、通常と異なり、非常用ガス処理系フィルタトレイン出口側（下流側）の

放射線量が高く、入口側（上流側）に行くに従い放射線量は下がっていくことが確認さ

れた。これは、汚染された気体が４号機の非常用ガス処理系配管を下流側から上流側に

流れたことを意味しており、３号機の格納容器ベント流が非常用ガス処理系配管を経由

して４号機に回り込んだ可能性を示す結果と考えられる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

④原子炉建屋内の調査 

 

 ４号機原子炉建屋の現場調査を行ったところ、以下が確認された。 

 
・  非常用ガス処理系の排気ダクトは原子炉建屋２階から３階を経由し、４階の天井

中央西寄りの部分を南側へ向かって通り、南壁面付近で５階へ通じる設計となって

いた。 

非常用ガス処理系
排風機（Ｂ）

非常用ガス処理系
放射能除去フィルタ

圧力抑制室より

排気筒へ

原子炉建屋より

３号機非常用ガス
処理系排気管

３／４号機
排気筒

逆流の可能性あり 約0.1mSv/h

約0.5mSv/h

約6.7mSv/h

約0.8mSv/h

非常用ガス処理系
排風機（Ａ）

約0.1mSv/h

約0.5mSv/h

約5.5mSv/h

４号機非常用ガス処理系（ＳＧＴＳ） 放射線量測定結果 
（平成２３年８月２５日実施） 
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・  ５階フロアの排気ダクトが設置されていた南壁面は、ほとんどの部分が抜け落ち、

ダクトの残骸も認められなかった。 
・  ５階フロア南西部では、床面が大きく損傷し、鉄筋が上方向に曲げられていた

（①）。また、1 区画はオペフロ側に捲れ上がるとともに、下からの力による変形

（床面、クレーンのレールなど）が認められた（②、③）。 
・  ４階から通じる、原子炉ウェル及び使用済燃料プールの排気口ネットは逆流方向

への張り出しが認められた（④、⑤）。 
・  原子炉建屋４階西側エリアでは、５階フロア床の損傷が大きい箇所の近傍で、床

面が下方に変形していたほか、排気ダクトの残骸と推定される瓦礫が多数存在して

いた（⑥～⑪）。 
・  原子炉建屋３階西側エリアでは、４階同様、床面が下方に変形していたほか、北

西エリアでは床面の大きな損傷が認められ、付近には排気ダクトの残骸と推定され

る瓦礫が多数存在していた（⑫～⑯）。 
 

これらのことから、５階フロア床面は、４階で発生した爆発の圧力により、上向き

の力を受けて破壊したものと考えられる。また、原子炉建屋４階南西部では、本来の

設置位置にダクトは存在せず、ダクトの残骸と推定される瓦礫が散乱していたことか

ら、爆発による主な圧力の発生場所は４階南西部のダクト付近である可能性が考えら

れる。また、排気ダクトを通じて回り込んだ水素により、３階および５階でも爆発が

生じ、その圧力で建屋等の破損を生じたものと考えられる。 

 
以上より、爆発が発生した現場の状況は、３号機のベント流が回り込み、４号機の

原子炉建屋２階から非常用ガス処理系配管・ダクトを経由して建屋の各所に流れ込ん

だとの推定と一致するものと考える。 
 

 

４号機 Ｒ/Ｂ ５階

NN

③床面の盛り上がり

①上方向に変形した鉄筋

②床面の捲れ上がり

⑤使用済燃料プール排気口ネッ
トの逆流方向への張り出し

：撮影方向

：主なダクト
（事故前）

④原子炉ウェル排気口ネッ
トの逆流方向への張り出し
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４号機 Ｒ/Ｂ ４階

NN

⑦床面の下方への変形

：撮影方向

⑧ダクトの残骸 ⑪ダクトが設置されていた部分

：主なダクト
（事故前）

⑥ダクトの残骸

⑩ダクトの残骸（上部ダクトなし）

⑨ダクトの残骸

 

４号機 Ｒ/Ｂ ３階

NN
：撮影方向

：主なダクト
（事故前）

⑭ダクトの残骸

⑬床面の下方への変形
（手前はダクトの残骸）

⑫床面の損傷

⑯ダクトの残骸

⑮ダクトの残骸
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１０．事故の分析と課題の抽出 

 

１０．１ 事故時のプラント挙動からの課題 

 

本項では、プラント挙動からの課題を抽出するために、現時点で収集できた情報及び

それらの情報を基にした事後的な解析結果も含めて整理している。対象としたプラント

は、炉心損傷に至った福島第一１～３号機、及び非常用海水系の仮設電源の復旧などの

迅速な対応により冷温停止に成功した福島第二１号機とした。 

なお、福島第一１～３号機については、地震発生初期の設備状態や運転操作等に関す

る情報を踏まえて、事故解析コード（Modular Accident Analysis Program、以下「ＭＡ

ＡＰ」という。）を用いて炉心状態を評価した。 
 

（１）福島第一１号機のプラント挙動 

  

 ①解析による挙動の評価 

 

ＭＡＡＰ解析による福島第一１号機の原子炉水位、原子炉圧力、水素発生量に関する

解析値及び実機計測値（実際に計測された値）の事象進展の様子を以下に示す。 

 

解析では、津波到達までは非常用復水器を原子炉圧力の変動にあわせて間欠動作させ

ていたものとし、津波到達以降、非常用復水器は動作していないものと仮定している。

そのため、原子炉冷却材は蒸発し、主蒸気逃がし安全弁から圧力抑制室へ排気されるこ

ととなり、原子炉水位の低下が始まる。 

解析において、原子炉水位が有効燃料頂部（ＴＡＦ）に到達する時刻は、地震発生  

（１１日１４時４６分）から約３時間後であり、燃料温度が１２００℃を超え炉心損傷

が開始する時刻は、地震発生から約４時間後である。その後さらに水位は低下し、   

１１日２０時頃には有効燃料底部（ＢＡＦ）に到達する。 
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1 号機 原子炉水位変化 



 

 ８６  

この間、原子炉圧力は主蒸気逃がし安全弁の動作により８ＭＰａ近傍で維持され、主

蒸気逃がし安全弁から排気された蒸気は圧力抑制室で凝縮される。その後、解析では、

地震発生（１１日１４時４６分）から約１５時間後、圧力容器に何らかの漏えいが生じ

たことで、８ＭＰａ近傍に維持されていた原子炉圧力が大きく低下している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 また、炉心損傷が始まるなど、燃料温度が上昇することに伴って、水－ジルコニウム

反応により非凝縮性ガスである水素が発生する。なお、原子炉建屋で水素によるものと

思われる爆発が発生した１２日１５時３６分までの水素発生量は、約７５０ｋｇである。 
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なお、津波到達以降の非常用復水器の動作に関するパラメータスタディとして、非常用

復水器が津波到達以降も一時的に動作していたものとした場合の感度解析を行ったところ、

炉心損傷や炉心溶融のプロセスが若干遅れる程度の影響はあるものの、最終的な炉心の状

態が有意に変わる結果とはならなかった。 
（津波到達以降、３月１１日１８時頃まで機能喪失、１８時頃から３月１２日２時頃まで

の間、片系の非常用復水器の動作を仮定した解析を実施） 
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RPV破損（約30時間後）

 
１号機 原子炉水位変化（非常用復水器が一時的に機能していたと仮定） 

 
 
 ②実機の挙動に関する評価 

 

１号機の事故発生時の原子炉水位、原子炉圧力、ドライウェル圧力等のプラントパラ

メータのトレンドを【添付１０－１】に示す。プラントの挙動の特徴として以下のポイ

ントがあげられる。なお、《Ａ》等の記号は、添付資料中のグラフの着目点を示す。 

 

・  １１日１６時４０分から１７時頃にかけて、それまで見えなかった原子炉水位（広

帯域）が一時的に確認できるようになり、津波襲来前に確認されていた水位より低

下していることを確認したが、その後は、津波の影響により、プラントパラメータ

が得られない状態が続いていた。１１日２０時頃、原子炉圧力が定格圧力付近にあ

ることがわかったため、この段階では原子炉冷却材圧力バウンダリ（注；原子炉圧力

がかかる圧力境界）は健全であったと考えられるが、原子炉水位は不明であり、炉心

の状態は把握できていなかった。《Ａ》 

・  同日２１時過ぎに原子炉水位（燃料域Ａ系）の指示が得られ、有効燃料頂部   

（ＴＡＦ）を若干上回るレベルであったため、この時点では炉心が健全であると考

えていた。その後、２３時頃にはタービン建屋線量の上昇が確認され、炉心の状態

に疑義を抱かせる状態となったが、原子炉水位は特に変化が見られず、有効燃料頂

部以上を指示していた。《Ｂ》 

※：RPV 破損以降の水位（解析値）は

水位を維持していることを意味す

るものではない。 
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・  津波発生からおよそ８時間半後の１１日２３時５０分頃、津波後初めてドライウ

ェル圧力が測定できたが、その時点で既にドライウェル圧力は設計圧力を大幅に超

えており、原子炉建屋内の線量が増加していた状況も踏まえると、この時点では既

に炉心損傷が発生していた可能性が高いと思われる状態となっていた。《Ｃ》 

・  原子炉水位計を仮復旧してからこの時点までの原子炉水位の指示は継続して有効

燃料頂部以上で安定しており、その後も水位指示値は安定していたものの、この状

態は上述した建屋内の線量やドライウェル圧力などから推察されるプラント状況と

矛盾しており、津波発生からおよそ６時間後の１１日２１時台に仮復旧された水位

計で測定された原子炉水位は、プラントパラメータやプラント状態に即しておらず、

正しい値を示していない状態にあったと考えられる。《Ｂ》 

・  原子炉水位計は原子炉内の水頭と原子炉の外に設置された凝縮槽の基準水面の水

頭との差圧から水位を計測するものである。炉心損傷による温度上昇で基準水面側

が蒸発して低下すると実際の水位と異なった値を示すが、５月１１日に校正作業を

行ったところ、燃料域内に水位がないことが判明していることから、炉心損傷後に

測定された水位は信頼性が低く、解析による水位の方が実態に近かったものと考え

られる。 

・  原子炉圧力は、津波発生からおよそ４時間半後の１１日２０時頃に確認された際

には運転中と同等であったが、１２日３時頃では１ＭＰａ以下に減圧していた。こ

の間、原子炉の減圧操作を行っておらず、何らかの理由で原子炉冷却材圧力バウン

ダリから格納容器への漏えいが生じたと考えられるが、その経路については明確で

はない。この格納容器への漏えいが、先に測定されているドライウェル圧力の増大

につながったと考えられる。《Ａ》，《Ｃ》，《Ｄ》 

・  以上の状況から、津波直後のプラントパラメータの測定が困難である間に事象が

進展していたと考えられる。《Ｅ》 

・  ドライウェル圧力は１２日２時過ぎに約０．８ＭＰａ［abs］のピークを示して以

降、増加することなく、ほぼ横ばい、若しくは若干の低下傾向が見られており、こ

の段階で、格納容器から放射性物質及び炉心の水―ジルコニウム反応で生じた水素

を含むガスが漏えいしていたと考えられ、このことが４時過ぎの発電所構内の線量

上昇につながったものと推定される。 

・  １２日５時過ぎにアクシデントマネジメント策である消火系ライン経由で消防ポ

ンプを利用し、原子炉への淡水注入を開始した。このときは既に炉心の損傷が進ん

でおり、炉心損傷を防止できなかったものの、この操作（作業）は、その後の進展

の抑制に寄与したものと考えられる。 

この頃は、炉心損傷に伴い、大量の水素が格納容器内に充満しており、格納容器

圧力や温度が高かったことから、原子炉建屋に放射性物質及び水素が漏えいしたも

のと推定される。《Ｆ》 

・  格納容器内の圧力を低下させるため、圧力抑制室ベントの操作を実施し、１２日

１４時過ぎに格納容器内の圧力低下が確認されたことから、ベントは成功したもの

と判断している。《Ｇ》 

・ その後、１２日１５時３６分、原子炉建屋が爆発したが、これは、炉心損傷に伴い

発生した水素が原子炉建屋に蓄積し、何らかの理由で着火したことで発生したもの

と考えられる。 

・  圧力抑制室ベント時に、正門付近のモニタリングカーで測定した線量が一時的に

上昇したが、バックグラウンドレベルの上昇は、１４日以後の大きな値に比べれば



 

 ８９  

大幅に小さかったことから、線量の一時的な上昇は主として希ガスによるものと推

定される。 

 

③非常用復水器に関する考察 

 

前項に示すプラント挙動の経緯を踏まえると、炉心の損傷は津波到達以降、短時間で

進展していると考えられ、停止後の初期段階において原子炉の冷却を行う設備である非

常用復水器の状態が事象進展に影響を与えた可能性が考えられる。 

非常用復水器に着目してまとめた経緯は以下の通りである。 

 

 

 

＜非常用復水器に関する操作経緯＞ 

 
３月１１日、１４時５２分；非常用復水器の自動起動 

外部電源の喪失に伴い非常用母線の電源が喪失したため、主蒸気隔離弁が自動

閉し、非常用復水器２系統が「原子炉圧力高（７．１３ＭＰａ[gage]）」により

自動起動し、原子炉の減圧・冷却を開始するとともに原子炉圧力が下降を開始

した。 
１５時０３分頃；非常用復水器の手動停止 

非常用復水器起動に伴う原子炉圧力の低下が速く、操作手順書で定める原子炉

冷却材温度変化率５５℃／ｈを遵守できないと判断し、非常用復水器の戻り配

管隔離弁（ＭＯ－３Ａ、３Ｂ）を一旦「全閉」とした。他の弁は開状態で、通

常の待機状態とした。これにより原子炉圧力は再び上昇している。 
その後、原子炉圧力を６～７ＭＰａ程度に制御するためには、非常用復水器は 1

系列で十分と判断、Ａ系にて制御することとし、戻り配管隔離弁（ＭＯ－３Ａ）

を開閉することにより、原子炉圧力制御を開始している。 
 
１５時３７分；電源の喪失 

津波の浸水によって、１号機はすべての交流電源を喪失。また、直流電源も喪

失した。このため、中央制御室の照明の他、監視計器や各種表示ランプも消灯

し、非常用復水器は弁開閉表示の確認や操作ができない状態となった。 

参考：非常用復水器の概要（構成は【添付１０－２】参照） 

・ 非常用復水器は原子炉が隔離された際に原子炉を冷却するもので、原子炉から蒸気を取

り出し、非常用復水器内に貯めた冷却水と熱交換することで蒸気を冷却して水にして原

子炉に戻す設備で、福島第一１号機のみに設置されている。 

・ 非常用復水器は、２系統（Ａ系、Ｂ系）設置されており、原子炉の蒸気が循環する配管

は４つの弁で構成されている。これらの弁は、非常用復水器入口側と出口側で格納容器

を挟む形で各２弁ずつ設置されており、格納容器内側２弁は交流電源で駆動、外側２弁

は直流電源で駆動する。 

・ 通常、非常用復水器出口側にある格納容器外側の１弁（３Ａ弁、３Ｂ弁）が閉まってお

り、残りは全開した状態で待機している。非常用復水器の起動・停止は、この３Ａ弁、

３Ｂ弁を開閉することによって行う。 

・ 原子炉圧力は、当該弁を開閉操作して断続運転を行うことで制御される。 
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１６時４２分頃；一時的な水位系復帰 
１６時４０分頃から１７時頃にかけて、それまで見えなかった原子炉水位（広

帯域）が一時的に確認（１６時４２分 ＴＡＦ（有効燃料頂部）＋２５０ｃｍ

相当）できるようになり、津波来襲前の水位より低下していることを確認した。 

１７時１９分；非常用復水器の現場確認の試み 
中央制御室から非常用復水器に関する確認ができないため、非常用復水器の設

置されている現場にある非常用復水器の冷却水である胴側の水の水位計レベル

などを確認することとなり、運転員が現場に向かったが、現場（原子炉建屋入

口）の線量レベルが通常より高かったことから，１７時５０分、一旦引き返し

た。 
１８時１８分；Ａ系外側隔離弁用の直流電源の復帰／Ａ系外側隔離弁の開操作 

津波の影響で直流電源が一時的に不安定な状態にあったのか、その後、一部の

直流電源が復活し、非常用復水器（Ａ系）の供給配管隔離弁ＭＯ－２Ａ、戻り

配管隔離弁ＭＯ－３Ａの「閉」を示す緑ランプが点灯（直流）していることを

運転員が発見した。通常、開である非常用復水器の供給配管隔離弁（ＭＯ－２

Ａ）が閉となっていたことから、「非常用復水器の配管破断」を検出するための

直流電源が失われたことに伴い、安全側への動作として、「非常用復水器の配管

破断」信号が発信され、非常用復水器のすべての隔離弁が閉動作したことが考

えられたが、運転員は格納容器の内側隔離弁（ＭＯ－１Ａ、４Ａ）が開いてい

ることを期待し、１８時１８分、非常用復水器の戻り配管隔離弁（ＭＯ－３Ａ）、

供給配管隔離弁（ＭＯ－２Ａ）の開操作を実施したところ、状態表示灯が閉か

ら開となった。 
運転員は、電源がなく監視計器が作動していないため、非常用復水器が動作し

ていることを確認する手段がなかったことから、開操作後に非常用復水器ベン

ト管から蒸気が発生したこと（原子炉の蒸気を冷却したクリーンな水が気化し

て大気に放出されていること）を、蒸気発生音と原子炉建屋越しに見えた蒸気

により確認した。 
１８時２５分；Ａ系外側隔離弁の閉操作 

しばらくして蒸気の発生が停止したため、非常用復水器の戻り配管隔離弁（Ｍ

Ｏ－３Ａ）を閉とし、非常用復水器を停止した。 
また、中央制御室で操作可能な対応として、消火系による原子炉注水ラインの

構成を進めた。 
予想できない事象が次々と起こる中、運転員は蒸気発生が停止した原因として、

格納容器の内側隔離弁（ＭＯ－１Ａ、４Ａ）が隔離信号により閉となっている

ことを考えたが、非常用復水器の冷却水である胴側の水が何らかの原因でなく

なっている可能性を懸念した。運転員は非常用復水器が機能していないと考え

るとともに、胴側への水の補給に必要な配管の構成ができていなかったことも

考え合わせて、戻り配管隔離弁（ＭＯ－３Ａ）を一旦閉操作した。 
２０時５０分頃；消火系による原子炉注水ラインの構成 

消火系による原子炉注水ラインの構成が完了し、ディーゼル駆動の消火ポンプ

を起動した。これにより、非常用復水器の胴側へ冷却水を補給できる見通しを

得た。その後、運転員が非常用復水器の運転状態を確認したところ、非常用復

水器の戻り配管隔離弁（ＭＯ－３Ａ）の閉状態表示灯が不安定で、消えかかっ

ていることを確認した。 
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２１時１９分；原子炉水位計の仮復旧 

今まで見えなかった原子炉水位がＴＡＦ（有効燃料頂部）＋２００ｍｍを指示

していることが判明した。 

２１時３０分頃；３Ａ弁の開操作（Ａ系起動） 
原子炉水位は燃料より上にあるものの、蒸気駆動の高圧注水系ポンプ（ＨＰＣ

Ｉ）の電源が消え起動ができない状況になっており、この時点で非常用復水器

は作動が期待できる唯一の高圧系の冷却装置であった。通常であれば、胴側給

水がなくても非常用復水器は１０時間程度運転できること、ディーゼル駆動の

消火ポンプが起動していることで非常用復水器胴側への給水にも対応できるよ

うになったことから、胴側の水の不足の懸念は減ずる一方、非常用復水器が次

はいつ操作できるか分からない状況であることも踏まえ、高圧系の冷却装置で

ある非常用復水器が動作することを期待し、一旦は閉止した戻り配管隔離弁（Ｍ

Ｏ－３Ａ）を２１時３０分頃に再度開操作したところ弁は開動作し、蒸気の発

生を蒸気発生音と原子炉建屋越しに見えた蒸気により確認した。なお、蒸気発

生については、発電所対策本部発電班も免震重要棟の外に出て、確認している。 

 
３月２９日；非常用復水器の胴側水位計の復旧 

非常用復水器の胴側水位計を復旧した。 
４月１日；非常用復水器の弁の制御回路による弁開閉状態の確認 

復旧作業の一環として非常用復水器の弁の制御回路の導通状態から弁の開閉状

態の確認を実施した。格納容器の内側の弁については、事故時の加熱等の影響

もあり確認できなかったが、格納容器の外側の弁については開閉状態を判定す

ることできた。非常用復水器(Ａ系)の３Ａ弁、２Ａ弁は開状態、非常用復水器(Ｂ
系)の３Ｂ弁、２Ｂ弁は閉状態であった。 

４月３日；非常用復水器、胴側水位の確認 
中央制御室で非常用復水器の水位計の指示値を確認したところ、Ａ系６３％、

Ｂ系８３％であった。 
１０月１８日；現場調査 

現場における目視確認によって、非常用復水器の格納容器外側の状態を確認し

た。本体、主要配管に破損は認められず、弁状態は４月１日の回路調査の結果

と同様であった。なお、非常用復水器の現場水位計がＡ系６５％、Ｂ系８５％

であることが確認され、同じ日に中央制御室で確認した計器指示値と一致する

ことが確認された。 
 

 

以下に、上記経緯と先に述べた解析結果を踏まえた考察を記す。 

 

＜非常用復水器の地震直後の動作に関する評価＞ 

 

・  「６．２ 地震発生直後のプラント状況」で述べた通り、手順書で圧力容器保

護の観点から原子炉冷却材温度変化率が５５℃／ｈを超えないよう調整すること

としており、また、手順書に基づき手動で適切な圧力制御を行っていることから、

設備・操作ともに問題はないと考える。 
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＜津波襲来後の非常用復水器の弁の状態＞ 
 

・  津波襲来時までの操作経緯から津波襲来時の弁の状況は、非常用復水器（Ａ系）

の３Ａ弁は閉と考えられ、その他の３つの弁は全開であったと考えられる。Ｂ系

については、３Ｂ弁が閉であり、その他の３つの弁は全開であった。 
・  また、Ａ系については、１８時１８分頃に操作していない２Ａ弁が全閉であっ

たことが確認されている。また、Ｂ系についても、４月１日に行った弁の回路調

査結果から同じく操作をしていない２Ｂ弁が全閉である事が確認された。（このこ

とは１０月１８日に現場の当該弁の開度計によっても確認されている。）以上、２

Ａ、２Ｂ弁ともに、津波到達前には開の状態であり、その後に操作していないに

もかかわらず閉となっていたことが確認された。  
 
・  ２Ａ弁、２Ｂ弁の動作については過渡現象記録装置の開閉記録から最初の停止

操作の時点まで確認でき、運転員が誤って操作した可能性は考えられない。一方、

ロジック回路の構成から、ロジック回路の直流電源が喪失した場合には、インタ

ーロックが作動し、非常用復水器１系統あたり４弁あるすべての弁が両系統とも

に自動的に全閉動作する仕組みとなっている。今回の場合、津波によってロジッ

ク回路の直流電源が喪失し、当該インターロックにより弁の閉動作要求が働いた

と考えられる。                      【添付１０－３】 
 
・  なお、弁の全開から全閉間での動作に要する時間は、外側弁は１５秒以内、内

側弁は２０秒以内である。津波による被水で直流電源が喪失したが、計測用の直

流電源が津波浸水によって影響を受け、インターロックが作動してから、動力用

の直流電源が喪失するまでの間に弁は自動的に閉動作する。 
・  閉動作中に動力用の直流電源が喪失した場合は中間開度となるが、前述の通り、

２Ａ弁、２Ｂ弁は全閉であることが確認できているため、津波の浸水により電源

盤が被水したことで、非常用復水器の弁へ隔離信号が入り、動力用の直流電源が

喪失する前に自動で全閉した蓋然性は高い。 
・  また、格納容器内側の弁は動力が交流電源であるが、これらの弁は計測用の直

流電源と交流電源の喪失したタイミングによって開閉状態が定まることとなる。

格納容器内側弁の開閉状態を特定することはできないが、全開から全閉までのす

べての可能性があり得る。 
・  したがって、津波前の非常用復水器の運転状態が津波後の非常用復水器の運転

状態を決定するものではない。               【添付１０－４】 
 
＜炉心損傷との関連について＞ 

     
・  非常用復水器は、津波に起因する電源喪失によって非常用復水器の自動隔離イ

ンターロックが作動し、操作もできなくなったことから、その機能を喪失した。

事故解析コード（ＭＡＡＰ）の解析結果によれば、崩壊熱が大きい原子炉停止直

後であったため短時間で原子炉水位が低下、炉心が露出（１７時４６分頃、有効

燃料頂部へ到達）に至ったと考えられる。 
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・  その後、非常用復水器（Ａ系）の直流電源が復帰し、１８時１８分、非常用復

水器（Ａ）の隔離弁（３Ａ弁、２Ａ弁）を開け、蒸気が発生したことを確認、蒸

気発生が止まったことから、１８時２５分に３Ａ弁を閉止している。事故解析コ

ード（ＭＡＡＰ）の解析結果から、この時点では既に炉心は露出しており、１８

時１８分以降の非常用復水器の運転継続の有無に関わらず結果的には炉心は損傷

するに至ったものと評価される。 

 

＜津波後の内側隔離弁の状態の推定＞ 
 

・  １０月１８日に非常用復水器の現場確認を行い、現場に設置されている水位計

によってＡ系６５％、Ｂ系８５％の水位であることが確認された。一方、中央制

御室の指示計も同じ値であることが確認された。 

・  中央制御室の水位計で読み取った非常用復水器の水位は現場の指示値と一致し

ていることから、データ伝送は正確に行われていると考えられる。このことから、

過去に読み取った中央制御室での指示値も現場計器の出力を示していると考えら

れる。 

・  したがって、４月３日に確認した中央制御室の指示値（Ａ系６３％、Ｂ系８３％）

も現場計器の指示を反映したものと考えることができる。これらの値は、１０月

１８日の現場確認で確認された水位と異なっているが、４月以降、何らかの理由

で計器指示値が２％程度変動したものと思われる。 

 

・ 非常用復水器は、津波後の１８時１８分から１８時２５分、２１時３０分以降は

３Ａ弁を開けている。計器指示値の誤差等もあり厳密な推計は困難ではあるが、

Ａ系の水位計が示している水位からは、地震から津波襲来までの原子炉の発熱量

に相当する水量以上を消費していると評価される。したがって、Ａ系の内側弁は

開度の特定はできないが開いていると考えられる。津波後の非常用復水器運転時

にある程度の除熱が行われており、その結果として、指示値６５％水位まで減少

したものと考えられる。 

・ このことは、１８時１８分および２１時３０分に非常用復水器の３Ａ弁を開けた

際に非常用復水器ベント管から蒸気が発生したとの聞き取り結果とも整合する。 

・ しかしながら、胴側に相当量の水量が残っていることが示す通り、Ａ系の非常用

復水器による除熱は、結果として限定的なものであったと考えられる。 

【添付１０－５】 

 

④プラント挙動に関するまとめ 

 

・  非常用復水器は、津波に起因する電源喪失によって非常用復水器の自動隔離イ

ンターロックが作動し、その機能を喪失した。その後、短時間で原子炉水位が低

下、炉心が露出（有効燃料頂部へ到達）して炉心損傷に至った。この間、電源喪

失によりプラント状態の把握は困難な状況であった。 

・  非常用復水器（Ａ）の弁操作を１１日１８時１８分、２１時３０分に実施して

いるが、解析結果より１８時１８分以降の非常用復水器の運転継続の有無に関わ

らず結果的には炉心は損傷するに至ったものと評価される。 

・  一方、１１日２１時過ぎに仮設の電源により水位計を仮復旧したところ、原子
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炉水位が有効燃料頂部を上回っているとの指示が得られたが、その時点ではこれ

が誤指示であることを総合的に判断するに足る情報が得られてない。緊急時対策

本部（発電所、本店）では、この時点では非常用復水器が停止していたとの認識

に至ることがなかった。１１日２３時頃に原子炉建屋二重扉前での放射線量の上

昇、１２日０時頃に初めて得られたドライウェル圧力の測定値が異常に高いこと

から、炉心損傷の可能性が認識された。 

・  １２日３時頃、原子炉の減圧操作を実施していないにもかかわらず原子炉圧力

が減少しているが、これは炉心の損傷を起因として原子炉冷却材圧力バウンダリ

に損傷を生じた可能性を示しており、短時間で炉心の損傷が相当程度進展してい

たことを示唆している。 

・  なお、事後の事故解析コードによる解析結果によれば、地震後、有効燃料頂部

到達まで３時間程度、炉心損傷開始まで４時間程度であり急速に炉心損傷まで進

展するが、これは得られた実事象の動きと整合している。 

・  圧力抑制室ベント時にはモニタリングカーの線量が一時的に上昇したが、バッ

クグラウンドレベルの上昇は限定的であった。炉心損傷に伴い発生する水素が格

納容器内で完全には保持されず、原子炉建屋に漏えいし、原子炉建屋の爆発の原

因となったと推定される。 

   

 

（２）福島第一２号機のプラント挙動 

 

①解析による挙動の評価 

 

ＭＡＡＰ解析による福島第一２号機の原子炉水位、原子炉圧力、水素発生量に関する

解析値及び実機計測値（実際に計測された値）の事象進展の様子を以下に示す。 

 

原子炉隔離時冷却系の運転期間中、解析では、原子炉隔離時冷却系が原子炉水位高 

（Ｌ－８）の自動停止と原子炉水位低（Ｌ－２）の自動起動を繰り返すことで水位を維

持している。 

１４日１３時２５分に原子炉隔離時冷却系の停止を仮定したことから、以降、原子炉

水位が低下する結果となっている。 

原子炉水位が有効燃料頂部（ＴＡＦ）に到達する時刻は、地震発生（１１日１４時   

４６分）から約７５時間後であり、約７６時間後には有効燃料底部（ＢＡＦ）に到達す

る。 

なお、１４日１９時５４分に開始した海水注水について、水位計装の信頼性が確認で

きていないことから、次の２つのケースの解析を実施した。 

【ケース 1】原子炉水位の計測値は、燃料を半分程度水で浸す位置を指示していたため、

解析で求まる原子炉水位が実機計測値と同等になるよう、原子炉への注水量

を消防ポンプの吐出側流量計の指示値より少なめに調整したケース。 

【ケース２】原子炉水位の計測値は、燃料を半分程度水で浸す位置を指示していたが、

実際の水位はさらに低いものとして、燃料が完全に露出するよう、原子炉へ

の注水量を消防ポンプの吐出側流量計の指示値より少なめに調整したケース。 

燃料の露出がより多いケース２では、１６日４時頃に圧力容器が損傷する。 
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原子炉圧力の実機計測値は、原子炉隔離時冷却系の運転期間中、６ＭＰａ[abs]程度の

低い値を指示しているが、解析ではこの挙動を模擬できておらず、計測器の問題を含め

現段階では原因は不明である。 

実機において、１４日１８時頃に主蒸気逃がし安全弁を開操作していることにより、

原子炉圧力は急速減圧され、１ＭＰａ[abs]以下となった。解析においても原子炉圧力は

同様の推移を示している。 
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 ９７  

燃料温度が１２００℃を超え炉心損傷が開始する時刻は、地震発生（１１日１４時  

４６分）から約７７時間後である。炉心損傷が始まるなど、燃料温度が上昇することに

伴い、水－ジルコニウム反応により水素が発生している。 

 水素は、過熱した燃料被覆管等の形状がある程度維持されたところに水・蒸気が供給

されると発生量が多くなることから、解析で算出された水素の発生量はケース１で約 

８００ｋｇ、ケース２で約３５０ｋｇとなっている。 
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②実機の挙動に関する評価 

 

福島第一２号機の事故発生時の原子炉水位、原子炉圧力、ドライウェル圧力等のプラ

ントパラメータのトレンドを【添付１０－６】に示す。プラントの挙動の特徴として以

下のポイントがあげられる。なお、《Ａ》等の記号は、添付資料中のグラフの着目点を示

す。 

 

・  原子炉隔離時冷却系が津波後長時間機能したことから、１４日朝まで原子炉水位

は維持されている。《Ａ》 

・  その後、原子炉隔離時冷却系の機能低下に伴って原子炉圧力は主蒸気逃がし安全

弁（安全弁機能）の作動圧まで上昇している。 

・  この間に、１４日１１時頃から原子炉水位は低下し、その後、主蒸気逃がし安全

弁から圧力抑制室に蒸気が逃げることで炉内の保有水量が減少し、さらに原子炉水

位が低下して有効燃料頂部（ＴＡＦ）を下回るに至っている。《Ｂ》，《Ｃ》 

・  その後、主蒸気逃がし安全弁を作動させて原子炉を減圧したが、低圧の注水が直

ちに成功していないこと、また、原子炉の減圧に伴う圧力抑制室への蒸気流出によ

って生じる保有水量の急減で、結果として冷却が一段と悪化したことから、炉心の

損傷が始まり１４日２２時頃からＣＡＭＳ（格納容器雰囲気モニタ）の測定値が急

昇している。また、ほぼ同時期にドライウェル圧力が上昇し始め、水素発生が始ま

っていることを示唆している。《Ｄ》，《Ｅ》，《Ｆ》 

・  水位低下開始（１４日１１時頃）から、炉心損傷（１４日２０時頃）までの動き

が比較的穏やかであるのは炉心の崩壊熱が減少しているためと考えられる。 

・  なお、原子炉水位計は原子炉内の水頭と原子炉の外の基準水面の水頭の差圧から

水位を計測するものであり、炉心損傷による温度上で基準水面側が蒸発して低下す

ると実際の水位と異なった値を示すが、２号機も１号機と同様、６月２３日に水位

計の校正作業を行ったところ、燃料域内に水位がない可能性が示唆されており、炉

心損傷後はＭＡＡＰ解析結果の方が現実に近い挙動を模擬していることが考えられ

る。 

・  １４日２２時頃より、ドライウェル圧力と圧力抑制室の圧力が乖離しており、こ

れらの圧力の値に関する信頼性が疑われていたところ、１５日６時過ぎに圧力抑制

室の圧力が０ｋＰａ［abs］（真空）を指示し、一方、ドライウェル圧力は７時２０

分時点で７３０ｋＰａ［abs］を維持していた。なお、圧力計はダイヤフラム式等の

シンプルな構造で測定の信頼性は高いが、ドライウェルと圧力抑制室の圧力はほぼ

同じ値になるものであり、圧力抑制室の圧力計の故障の可能性が考えられる。 

・  次の測定である１１時２５分時点でのドライウェル圧力は１５５ｋＰａ［abs］に

低下しており、この間に格納容器内のガスが何らかの形で大気中に放出されたと考

えられ、正門付近のモニタリングカーでの測定値が大幅に上昇した。 

 

 

③プラント挙動のまとめ 

 

・  ２号機は、原子炉隔離時冷却系が比較的長時間機能していたため、炉心の崩壊熱

は停止直後より小さくなっていたものの、高圧系（原子炉隔離時冷却系）の機能停

止とともに原子炉水位の低下が始まった。 
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・  原子炉隔離時冷却系が停止した１時間２０分程度後に消防車のポンプは起動して

おり低圧注水の用意は整っていたが、原子炉の減圧操作において主蒸気逃がし安全

弁が直ちに動作しなかった。また、主蒸気逃がし安全弁が動作し原子炉の減圧が行

えた時点で低圧注水が直ちに機能しなかったこと、また、原子炉の減圧に伴う圧力

抑制室への蒸気流出によって生じる保有水量の急減で、結果として冷却が一段と悪

化したことから炉心損傷を生じたものと考えられる。 
・  なお、事故解析コード（ＭＡＡＰ）を用いて解析を行ったところ、原子炉隔離時

冷却系の機能低下に伴う原子炉水位低下により、炉心損傷が開始するという結果が

得られている。 
・  この進展パターンは次に述べる３号機も同様である。また、１５日７時過ぎから

１１時頃までの間に、格納容器内のガスが放出され、バックグラウンドレベルの上

昇につながっている。 
 

 

（３）福島第一３号機のプラント挙動 

 

①解析による挙動の評価 

 

ＭＡＡＰ解析による福島第一３号機の原子炉水位、原子炉圧力、水素発生量に関する

解析値及び実機計測値（実際に計測された値）の事象進展の様子を以下に示す。 

 

原子炉隔離時冷却系及び高圧注水系の運転期間中、解析では原子炉隔離時冷却系が原

子炉水位高（Ｌ－８）の自動停止と原子炉水位低（Ｌ－２）の自動起動を繰り返すこと

で水位を維持している。 

なお、実機と解析とでは、原子炉隔離時冷却系、高圧注水系の動作及び原子炉圧力の

挙動が異なっているが、いずれも原子炉水位は維持されており、炉心の状態変化を評価

する観点から差異はない。 

 

１３日２時４２分の高圧注水系停止に伴い、解析値、実機計測値ともに水位は低下し

ている。解析によれば、原子炉水位が有効燃料頂部（ＴＡＦ）に到達する時刻は、地震

発生（１１日１４時４６分）から約４０時間後であり、約４２時間後には有効燃料底部

（ＢＡＦ）に到達する。 

 

なお、１３日９時２５分に開始した淡水注水およびそれ以降の海水注水について、水

位計装の信頼性が確認できていないことから、次の２つのケースの解析を実施した。 

【ケース１】原子炉水位の計測値は、燃料を半分程度水で浸す位置を指示していたため、

解析で求まる原子炉水位が実機計測値と同等になるよう、原子炉への注水量

を消防ポンプの吐出側流量計の指示値より少なめに調整したケース。 

【ケース２】原子炉水位の計測値は、燃料を半分程度水で浸す位置を指示していたが、

実際の水位はさらに低いものとして、燃料が完全に露出するよう、原子炉へ

の注水量を消防ポンプの吐出側流量計の指示値より少なめに調整したケース。 

 

燃料の露出がより多いケース２では、１４日８時頃に圧力容器が損傷する。 
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３号機 原子炉水位変化【ケース１】 

 

 

-10

-8

-6

-4

-2

0

2

4

6

8

10

3/11
12:00

3/12
0:00

3/12
12:00

3/13
0:00

3/13
12:00

3/14
0:00

3/14
12:00

3/15
0:00

3/15
12:00

3/16
0:00

3/16
12:00

3/17
0:00

3/17
12:00

3/18
0:00

3/18
12:00

日時

原
子

炉
水

位
 (

m
)

シュラウド内水位(解析）

ダウンカマ水位(解析)

実機計測値

TAF

BAF

RCIC停止

SRV1弁開

淡水注入より海水注水に切替

海水注水停止

海水注水再開

HPCI停止

淡水注入開始

HPCI起動

TAF到達(約40時間後)

BAF到達(約42時間後)

RPV破損(約66時間後)

 
３号機 原子炉水位変化【ケース２】



 

 １０１  

 

１３日９時０８分頃、主蒸気逃がし安全弁を開操作しており、解析値、実機計測値と

も原子炉圧力は急速に低下している。 
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３号機 原子炉圧力変化【ケース１】 
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３号機 原子炉圧力変化【ケース２】 

 



 

 １０２  

燃料温度が１２００℃を超え炉心損傷が開始する時刻は、地震発生（１１日１４時  

４６分）から約４２時間後である。解析では、炉心損傷が始まるなど、燃料温度が上昇

することに伴い、水－ジルコニウム反応により水素が発生している。 

１４日１１時０１分に原子炉建屋で水素によるものと思われる爆発が発生している。

水素は、過熱した燃料被覆管等の形状がある程度維持されたところに水・蒸気が供給さ

れると発生量が多くなることから、解析で算出された水素の発生量はケース１で   

約７００ｋｇ、ケース２で約６００ｋｇとなっている。 
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 ②実機の挙動に関する評価 

 

福島第一３号機の事故発生時の原子炉水位、原子炉圧力、ドライウェル圧力等のプラ

ントパラメータのトレンドを【添付１０－７】に示す。プラントの挙動の特徴として以

下のポイントがあげられる。なお、《Ａ》等の記号は、添付資料中のグラフの着目点を示

す。 

 

・  事象初期において、１号、２号機の場合と異なり直流電源が機能していたことか

ら原子炉水位（広帯域）が計測可能な状態であった（添付１０－６の広帯域の原子

炉水位計測値は有効燃料頂部（ＴＡＦ）を基準（０ｍｍ）として換算表記している）。

１２日２０時過ぎに電源が枯渇して計測が途絶えたが、１３日に電源を仮復旧し計

測（広帯域および燃料域水位計）を再開している。 

・  原子炉水位は、原子炉隔離時冷却系が１２日１１時半頃まで作動したこと、原子

炉隔離時冷却系トリップ後に原子炉水位低（Ｌ－２）で高圧注水系が自動起動した

ことによって、揺らぎはあるものの有効燃料頂部（ＴＡＦ）に対して十分な余裕を

維持している。《Ａ》 

・  原子炉圧力に関しては、高圧注水系の作動によって蒸気の消費量が増大したこと

などにより低下しており、その後、１３日２時４２分の高圧注水系停止によりおよ

そ２時間で主蒸気逃がし安全弁の作動圧まで増加している。《Ｂ》 

・  高圧注水系が停止する直近の原子炉水位は電源が無く不明である。また、電源の

仮復旧後は広帯域水位計、燃料域水位計（Ａ）および（Ｂ）がそれぞれ異なった値

を示しておりこれ以後の水位の判定は難しい。この時期の原子炉水位は事故解析結

果の方が現実に近い挙動を模擬していることが考えられる。《Ｃ》、《Ｄ》 

・  １３日９時過ぎに主蒸気逃がし安全弁を作動させて原子炉を減圧したが、高圧注

水系の停止後に低圧の注水への切替えが直ちに成功していないことから、結果とし

て冷却が悪化し、炉心損傷が始まったものと考えられる。また、原子炉の減圧に伴

う圧力抑制室への蒸気流出によって生じる保有水量の急減で、結果として冷却が一

段と悪化したことも考えられる。同時期に、ドライウェル圧力が上昇しており炉心

損傷による水素発生が始まっていることを示唆している。《Ｅ》 

・  なお、高圧注水系停止によって注水が停止したと仮定した事故解析コードによる

解析結果では、およそ１３日７時前に有効燃料頂部へ到達、９時前に炉心損傷開始

との解析結果であり、ドライウェル圧力の測定値が９時頃に急増して炉心損傷開始

を示唆していることと概ね整合した結果を得ている。 

・  １３日９時頃に圧力抑制室からのベントを実施して以後、複数回の当該ベントを

実施しており、正門付近のモニタリングカーの指示が一時的に上昇したものの、バ

ックグラウンドレベルに大きな上昇は見られていない。 

・  その後、１４日１１時頃、原子炉建屋が爆発したが、これは、炉心損傷に伴い発

生した水素が原子炉建屋に蓄積し、何らかの理由で着火したことによるものと考え

られる。 
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③プラント挙動のまとめ 

 

・  ３号機は、ディーゼル駆動消火ポンプを起動して低圧注水の用意を整えていたが、

原子炉圧力が注入圧力を上回り、高圧系（高圧注水系）の停止後に低圧の注水への

切替えが直ちに成功していないことから、結果として冷却が悪化し、炉心の損傷に

至った。 

・  なお、圧力抑制室からのベントを実施して以後、複数回の当該ベントを実施して

おり、正門付近のモニタリングカーの指示が一時的に上昇したが、バックグラウン

ドレベルに大きな上昇は見られていない。 

・  さらに、炉心損傷に伴い発生する水素が格納容器内で完全には保持されず、原子

炉建屋に漏えいし、原子炉建屋の爆発の原因となったと考えられる。 

 

 

（４）福島第二１号機のプラント挙動 

 

 ①実機の挙動に関する評価 

 

福島第二１号機の事故発生時の原子炉水位、原子炉圧力、ドライウェル圧力等のプラ

ントパラメータのトレンドを【添付１０－８】に示す。プラントの挙動の特徴として以

下のポイントがあげられる。なお、《Ａ》等の記号は、添付資料中のグラフの着目点を示

す。 

 

・  津波後、原子炉隔離時冷却系によって原子炉水位が維持されている。《Ａ》 

・  その状態で主蒸気逃がし安全弁によって、原子炉圧力を徐々に低下させ並行して

低圧の注水系である復水補給水系を起動して待機させている。《Ｂ》 

・  主蒸気逃がし安全弁によって原子炉圧力を徐々に低下させることで復水補給水系

が注水可能な圧力まで低下させ、復水補給水系によって原子炉水位維持ができる状

態にして、原子炉隔離時冷却系を停止させている。《Ｃ》 

・  この結果、原子炉水位は、通常水位付近を維持しており、シームレスに低圧系の

注水に切り替えを行うことができている。《Ａ》 

・  ドライウェル圧力は、非常用海水系による除熱機能を喪失しているため徐々に上

昇しており、３日目にはドライウェルの設計圧力に到達している。《Ｄ》 

・  ３日目には非常用海水系の復旧がなされたため、ドライウェル圧力は減少に転じ

ている。《Ｅ》 

・  仮に非常用海水系の復旧が更に延びた場合には、格納容器ベント操作によって格

納容器圧力を下げることになるが、その準備は既に整えてあった。 

 

 

 ②プラント挙動のまとめ 

 

・  福島第二１号機は炉心の健全性を維持でき冷温停止に成功しているが、同１号機

の場合は、高圧注水（原子炉隔離時冷却系）が機能している間に低圧注水（復水補

給水系）の運転を開始した。 
・  その後、高圧注水によって水位を維持しつつ、減圧操作を徐々に行って低圧注水
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が可能な圧力まで原子炉圧力を減圧し、低圧注水系からの注水を開始した。この間、

原子炉水位を維持しつつ、シームレスに注水機能の切替えを行うことができている。 
・  その後、残留熱除去海水系の電源復旧等により最終的な除熱先を確保し、冷温停

止に至った。 
・  なお、福島第二２、４号機の場合も基本的に同じ進め方で冷温停止に成功してい

る。福島第二３号機は非常用海水系が１系統残ったため、通常の手順で冷温停止に

至っている。 
・  以上、福島第二原子力発電所では、これまでに整備してきたアクシデントマネジ

メント策を有効に機能させることができプラントの安定化、冷温停止に至った。 
 

 

（５）プラント挙動からの課題 

 

全体の事象進展から以下のような特徴が明確であることから、炉心の冷却、損傷防止

を確実に達成していくためには、これらの課題に取り組むことが重要と考える。 

 

①  原子炉停止後の早期に高圧系の冷却・注水機能が喪失すると原子炉水位は急速に

低下する。冷却・注水機能の喪失が炉停止後数時間以内の場合には、機能喪失後２

時間程度で有効燃料頂部（ＴＡＦ）に至る。高圧系の冷却・注水手段を喪失した後

の事象進展は非常に早い。 

高圧注水手段は事故発生後直ちに機能する必要があり、本設設備で対応できるこ

とが重要となる。 

→速やかに高圧注水設備による注水手段を確保すること 

 

②  高圧系が作動している間のドライウェル圧力は緩やかに上昇するが、炉心の損傷

が開始すると水素が発生することから、ドライウェル圧力の上昇は急速になる。２

号機では格納容器雰囲気モニタの測定によって炉心損傷が開始した時点を特定でき

るが、ドライウェル圧力の急上昇の開始と整合している。また、原子炉圧力の減圧

が行われた後にドライウェル圧力の急上昇が開始している。これは、減圧沸騰によ

って炉内の保有水量が急減するために、炉心の冷却が一段と悪化し、炉心損傷に至

ったと考えられる。 

したがって、原子炉圧力の減圧までに信頼できる低圧系を準備し、減圧による水位

低下と注水量のバランスをとりながら低圧系へスムーズに切替えできることが重要

となる。また、この際、主蒸気逃がし安全弁による減圧操作の操作性確保も重要であ

る。 

→高圧注水機能を喪失する前に減圧手段を確保すること 

→減圧段階では、安定した低圧の注水手段が確保できていること 

 

③  先にも述べたが、福島第二１号機では高圧注水（原子炉隔離時冷却系）が機能し

ている間に低圧注水（復水補給水系）の運転を開始し、高圧注水によって水位を維

持しつつ、減圧操作を徐々に行って低圧注水が可能な圧力まで原子炉圧力を下げ、

シームレスに注水機能の切替えを行うことができている。また、低圧の注水手段を

確保して注水を維持している間に非常用海水系による除熱機能を復旧している。 
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福島第二１号機では、結果的に実施することはなかったが、ドライウェル圧力が高

くなった場合に低圧注水とベント操作で格納容器から除熱（フィード･アンド･ブリー

ド）が可能な状態にあった。このような対応が、悪条件下でも実現できることが重要

である。 

→確実な格納容器ベント手段（熱の大気放出による除熱）を確保すること 

→海水による冷却機能の復旧手段を確保すること 

 

④  以上の操作を的確に実施するためには、プラントの状態を正確に把握することが

重要である。福島第一１号機の場合、重大な状態変化の進行中に監視装置が機能喪

失している。福島第一３号機においても高圧注水系の停止前の数時間直流電源の枯

渇によって原子炉水位の監視ができていない。プラント状態の把握のみならず、注

水系の切替え操作においても監視機能は重要である。 

したがって、原子炉水位等の計測機能の確保が重要である。 

 

→以上の操作および状態監視に必要な計測ができる手段を確保すること 

 

 

１０．２ 設備・機能上の課題 

 

（１）機能喪失の状況【添付１０－９，１０】 
 

これまでに示した事故進展の過程から以下の進展ステップ毎に設備・機能上の課題を

抽出する。 
 

① 地震後の冷却の維持 
② 高圧注水（冷却）の維持 
③ 原子炉減圧による低圧注水系への切り替え 
④ 非常用海水系による崩壊熱の除熱 
⑤ ベントによる格納容器の除熱 
⑥ 水素爆発の防止 
⑦ 監視機能の維持 

 

 

①地震後の冷却の維持 

 
福島第一原子力発電所の場合は、外部電源が喪失しているが全号機との非常用Ｄ／Ｇ

によって電源供給が確保されている。また、福島第二原子力発電所の全号機とも外部電

源が確保されている。したがって、福島第一原子力発電所、福島第二原子力発電所のど

ちらについても、地震後の交流電源は確保されており、炉心の冷却機能は維持されてい

る。 
この段階においては、炉心損傷につながる要因は生じていない。 
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②津波後の高圧注水（冷却）の維持 

 
 福島第一１号機は、津波直後に非常用復水器の機能を喪失し短時間で炉心損傷に至っ

たと考えられる。非常用復水器は運転中に動的機器を必要としない設備であるため、故

障停止の確率が小さい信頼度の高い設備であるが、直流電源の喪失によって機能が十分

に発揮できない状態となった。また、バックアップのために高圧の注水手段である高圧

注水系（ＨＰＣＩ）を起動することができなかった原因も直流電源の喪失である。直流

電源が喪失した原因は津波の浸水によって電源盤が被水したことによる機能喪失である。 
 
福島第一２号機は、津波襲来前に起動した原子炉隔離時冷却系が運転を継続したため

高圧状態での注水が維持できている。しかし、直流電源は喪失しており、高圧注水系に

よるバックアップはできない状態であった。直流電源が喪失した原因は津波の浸水によ

って電源盤が被水したことによる機能喪失である。 
 
 福島第一３号機は、原子炉隔離時冷却系が機能し高圧注水が維持された。直流電源が

残存していたことから、原子炉隔離時冷却系が機能喪失したことによる水位低下を検出

して、高圧注水系がバックアップで起動し注水が継続された。ただし、高圧注水系が停

止した以降、直流電源が枯渇し、原子炉隔離時冷却系や高圧注水系を再度起動させるこ

とはできなかった。直流電源が枯渇した原因は、バッテリーを充電するための交流電源

が喪失していたためであり、交流電源喪失は電源盤の被水によって機能を喪失した。 
 
以上、非常用復水器、原子炉隔離時冷却系、高圧注水系といった交流電源を必要とし

ない高圧注水（冷却）機能の維持のためには、直流電源が必要であり、その確保が重要

である。 
なお、福島第一１号機の非常用復水器が、津波の影響で直流電源を喪失し隔離された

事例については、結果として今回冷却機能を失うこととなったことから、在り方を整理・

検討し、より柔軟な運用が可能か慎重に検討をする必要があるものと考える。 
 
 
③原子炉減圧による低圧注水系への切り替え 

 
福島第一２号機は、高圧注水手段を喪失した時点において、原子炉を減圧し低圧の注

水手段に切替える必要があった。しかしながら、本設の低圧系の注水設備は交流電源の

喪失によって運転することができず、大型機器で冷却のために非常用海水系を必要とす

るものも、容易に使用できる状況ではなかった。さらに、単独での運転が可能な小型の

復水補給水ポンプなども交流電源の喪失や当該設備の被水によって使用することができ

なかった。交流電源を喪失した原因は、津波によって電源盤が被水したことによる機能

喪失である。 
 
また、主蒸気逃がし安全弁による減圧操作が滞り、タイムリーな原子炉圧力の減圧が

困難であった。操作が困難となった原因は、直流電源喪失により制御用の電磁弁の操作

ができなかったためである。福島第一３号機の場合も、上記と同様である。 
なお、ディーゼル駆動消火ポンプは電源によらない低圧の注水設備であるが、１号機、

２号機の場合は、起動したものの津波浸水のため短時間で機能喪失した。３号機につい
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ては、運転可能であったが原子炉圧力の減圧が困難であり、原子炉への注水はできなか

った。 
このため、仮設バッテリーの使用や消防車の使用といった代替操作が必要となった。 
 

 以上、主蒸気逃がし安全弁の機能確保のためには、直流電源の確保が重要である。ま

た、信頼性の高い低圧の注水設備の確保が重要である。 
 
 
④非常用海水系による崩壊熱の除熱 

 
非常用海水系の除熱機能は、非常用海水系ポンプの本体モータへの津波の被水による

機能喪失や、交流電源の喪失によって機能を喪失している。交流電源が喪失した原因は、

津波によって電源盤へ被水したことによる機能喪失である。 
福島第一１号機～３号機については、非常用海水系の復旧まで至る前に事故が進展し、

炉心損傷に至っている。低圧注水の段階まで至ることに成功した福島第一５号機、６号

機、福島第二１号機～４号機においては、非常用海水系のモータ復旧、仮設ポンプによ

る仮復旧および仮設電源による電源の復旧を行っている。低圧注水に成功し炉心の冷却

が確保されたことによって、非常用海水系を復旧する時間的な余裕を確保できたためと

考えられる。 
    
以上、まず、低圧の原子炉注水を確実にして対応の時間的な余裕を確保すること、そ

の上で非常用海水系の仮復旧の手段を予め用意することで対応の信頼性を上げることが

重要である。 
 
 
⑤ベントによる格納容器の除熱 

 
炉心損傷に至った福島第一１号機～３号機については、格納容器の内圧の上昇のため

ベント操作が必要になった。ベント操作には、２つの弁を開ける必要があり、一つは電

動駆動、もう一つは空気圧駆動である。電動駆動の弁は、交流電源喪失のため中央制御

室から操作することができなかった。交流電源喪失の原因は、津波によって電源盤が被

水したことによる機能喪失である。また、空気圧駆動の弁は、駆動用空気圧が低下した

こと、および、駆動用空気を送り込む電磁弁操作用の交流電源を喪失したため中央制御

室から操作することができなかった。駆動用空気圧が低下した原因は、交流電源喪失に

よる本設の空気圧縮機の機能停止によるものである。交流電源を喪失した原因は、津波

によって電源盤が被水したことによる機能喪失である。なお、空気圧縮機の運転には冷

却が必要であり、海水系による冷却機能も必要である。 
 
 以上、ベント経路の確保のためには、交流電源の確保、および、駆動用空気圧の確保

を含む代替手段によるバルブ操作方法を予め用意することが重要である。格納容器ベン

トは、格納容器からの除熱機能を持つことから、炉心損傷防止のための低圧注水手段が

確保された時点から、非常用海水系の除熱機能を復旧するまでの間の除熱機能として活

用することが重要である。 
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 なお、上記対策の実施により、確実に格納容器ベント操作はできると考えるが、低圧

注水機能・除熱機能をより確実に確保するためには、ラプチャーディスクを積極的に作

動させる方策についても検討する必要があるものと考える。ただし、不用意な放出につ

ながる可能性もあることから、慎重に検討を進める必要がある。 
 
 
⑥水素爆発の防止 

 
炉心損傷に至ったプラントは、原子炉内で水－ジルコニウム反応によって大量発生し

た水素が格納容器内に滞留した。この水素が何らかの経路で原子炉建屋へ漏えいし、建

屋の爆発が発生したと考えられる。格納容器内は不活性ガスである窒素が満たされてお

り、格納容器で爆発が生じていないことから、格納容器への窒素封入は機能したものと

考えられる。一方、放射性物質の吸着フィルタを通して建屋換気を行う非常用ガス処理

系（ＳＧＴＳ）も交流電源の喪失によって機能を失ったことから、原子炉建屋内に蓄積

した水素を積極的に排出することができなかった。交流電源を喪失した原因は、津波に

よって電源盤が被水したことによる機能喪失である。 
 
福島第一１号機と３号機の場合、水素爆発により建屋が損傷したが、福島第一２号機

の場合は建屋での爆発は生じていない。建屋最上階のブローアウトパネルが１号機の爆

発の際に開放されたことによって、２号機建屋内の換気が促進されたためと考えられる。 
また、福島第一４号機では当該プラントでの水素発生は考え難いが、隣接する３号機

のベント時に水素ガスが非常用ガス処理系配管を通じて回り込んで滞留し、これが爆発

したものと考えられる。 
 
水素爆発の防止については、原子炉建屋への漏えい経路等について更に検討する必要

があると考えるが、福島第一２号機の事例から換気を促進することは爆発防止に効果が

あると考えられる。なお、炉心損傷を防止して水素発生自体を防止することが第一であ

る。 
 
 
⑦監視機能の維持 

 
今回の事故では、原子炉水位、原子炉圧力など事故時の炉心の状態把握に必要な監視

機能が喪失した。監視機能を喪失した原因は、直流電源と交流電源を喪失したことによ

るものであり、電源が喪失した原因は津波浸水によって電源盤が被水したことによる機

能喪失である。 
 
このため、事故時に重要なパラメータの監視に用いる計器の機能維持のためには、計

器用電源を確保するための方策が重要である。 
 
更なる安全性向上のためには、例えば今回炉心損傷後の原子炉水位計で実際と大きく

指示が異なっていた事例を考慮し、単に水位計の精度の向上だけを目指すのではなく、

事故時に必要な目的に応じた計測装置を研究、開発することで多様性を持たせていくこ

とが必要であると考える。 
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（２）設備・機能上の課題のまとめ 

 
 今般の事故進展をふまえた重要な機能の喪失に至る要因の相関を以下に示す。今回の

事故は津波による浸水を起因として、多重の安全機能を同時に喪失したことによって発

生しており、「長時間におよぶ全交流電源と直流電源の同時喪失」と「長時間におよぶ非

常用海水系の除熱機能の喪失」がその要因である。 
 
なお、交流電源や直流電源が使用不能な場合に備え、隣接号機から電源を融通できる

よう備えていたが、今回の事故では、津波の直接被害は広範囲に及び隣接号機も同様の

状況であった。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 
 
 
 
 従って、事故から抽出される設備・機能上の課題については、上述の「１０．２ 設

備・機能上の課題」における②から⑦の機能確保を確実にするとの観点から以下のよう

に整理できる。津波に対しての設備への浸水防止による機能維持の対策、電源や除熱機

能を長時間喪失した場合の機能確保のための代替策を検討する必要がある。 
   

・  施設周囲への津波浸水の防止によって重要施設・機能への影響を低減する。 
・  高圧注水機能、必要な監視計器を維持するために、直流電源盤、バッテリー設備

を確保する。 
・  主蒸気逃がし安全弁による原子炉の減圧機能を維持するために、直流電源盤、バ

ッテリー設備を確保する。 

炉心の損傷防止・影響緩和に重要な機能の喪失に至った要因 

津波

直流電源盤被水 交流電源盤被水 D/G本体被水 海水系本体被水

D/G機能喪失

交流電源喪失

直流電源喪失

バッテリー枯渇

事故時の
主要ﾊﾟﾗﾒｰﾀ

計測

非電動
高圧注水

（IC,RCIC,HPCI）

原子炉圧力
減圧
（SRV）

建屋換気
・水素処理

（SGTS）

格納
容器
ベント

小型電動
注水

（MUWC,M/D FP）

大型電動
注水

（RHR,HPCS,LPCS）

非電動
低圧注水
（D/D FP）

喪失 喪失 喪失 喪失 喪失 喪失 喪失 喪失

AO弁
操作
不能

MO弁
操作
不能

窒素供給
MO弁

電源喪失

IA
喪失

電動機
本体
被水

浸水

喪失

海水系機能喪失
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・  低圧の注水機能を維持するために、非常用電源設備（非常用Ｄ／Ｇ、非常用電源

盤（交流））および必要な低圧注水設備を確保する。 
・  格納容器ベント操作に必要な弁の駆動源を維持するために、非常用電源設備（非

常用Ｄ／Ｇ、非常用電源盤（交流））、駆動用空気圧を確保する。 
・  崩壊熱除去、補機の冷却を維持するために、非常用電源設備（非常用Ｄ／Ｇ、非

常用電源盤（交流））、非常用海水系の冷却設備を確保する。 
・  非常用ガス処理系の機能を維持するために、非常用電源設備（非常用Ｄ／Ｇ、非

常用電源盤（交流））を確保する。 
・  その上で、「直流電源」、「交流電源」および「非常用海水系の除熱機能」を喪失

した場合でも炉心損傷を防止できるための機能の代替策 
 

 

１０．３ 事故対応を困難にした障害要素からの課題 

 

津波によって福島第一原子力発電所では建屋設置エリア全域にわたって浸水した。そ

れによって、照明、プラント監視計器、通信連絡手段、原子炉冷却のための機器等、事

故対応に不可欠な機能がほぼ完全に喪失した。 

このような事態は事前の想定（対応体制、手順書等の前提）を大きく外れる事態であ

り現場対応（オペレーション）は困難を極めた。また、複数の号機で同時にプラント状

態が刻々と悪化し、作業の障害が増加するという緊迫した状況に直面した。 

そのような中、発電所はこれまでに培ってきた知識、経験等を背景に、プラントの安

定化に向けて原子炉への注水、格納容器ベント操作等に関し臨機な対応策を考案し、劣

悪な現場環境下でそれらを遂行した。以下に対応上の重要操作である原子炉への注水、

格納容器ベントに関連して、発電所が直面した課題（作業障害の増加等）を整理する。 

 

 

（１）原子炉冷却、注水機能喪失 

 

津波による電源、海水（冷却）系喪失等により、通常の給復水系はもとより、非常用

炉心冷却系、復水補給水系等の代替注水系に至るまで、原子炉の冷却、注水に使用可能

なほとんどすべての機器が機能喪失した。 

事故発生の初期（事故発生から数時間～数日）においては、非常用復水器（１号機）、

原子炉隔離時冷却系（２号機）、原子炉隔離時冷却系、高圧注水系（３号機）が稼働した

ものの、その後は消防車等を利用した代替注水が実質的に唯一の注水手段となった注）。 

消防車からの原子炉注水を行うためには、原子炉を１ＭＰａ程度以下に減圧する必要

があったが、減圧に使う主蒸気逃がし安全弁についても電源（直流）喪失により開けら

れない状況であった。消防車を利用しての注水、バッテリーやコンプレッサー、窒素ボ

ンベなどの調達、接続による主蒸気逃がし安全弁の開操作での原子炉減圧などはいずれ

も臨機の対応であった。 

注）3 月 27 日（2 号機）、28 日（3号機）、29 日（1 号機）以降、仮設電動ポンプで注水実施 
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（２）格納容器除熱機能喪失（ベント不能） 

 

アクシデントマネジメントとして整備していた格納容器ベントのためのライン構成を

行うには電動弁と空気作動弁の操作が必要であったが、電源喪失及び空気作動弁駆動用

圧縮空気の喪失によりこれらの弁が駆動できず、通常の操作ではベントラインの構成が

不能な状況であった。そのため、電動弁については現場で手動により開操作を実施した。 

また、空気作動弁については、発電所員が工夫を凝らして仮設の交流発電機、空気圧

縮機またはボンベを接続して開操作（ベント操作）を実施した。 

 

 

（３）臨機の対応 

 

上記のとおり、事前に整備されていた手順書を記載通り遂行したのでは対応できない

状況に直面し、臨機の対応策を考案しつつ原子炉注水、格納容器ベント等、必要なプラ

ント操作を実施する必要が生じた。 

 

 

（４）プラント監視機能（放射線監視、気象観測含む）（監視機能喪失） 

 

プラント監視： 中央制御室には原子炉水位等のパラメータ毎に複数の監視計器が備

えられていたが、津波によって、直流電源も含めほとんどすべての電

源を喪失したことでこれらを利用したプラント監視ができなくなった。 

また、弁の開閉表示等の機器状態表示も失われたことから、中央制

御室での機器状態の把握が困難になった。 

原子炉水位、原子炉圧力、格納容器圧力等、一部の計器については

バッテリー等を接続して指示を確認できるようにしたが、読み取り作

業自体に手間がかかり、得られる情報は種類、頻度共に限定的であっ

た。さらに、通常の使用環境条件を大幅に超えている状況で使用され

ている計器もあったことから、単独の計器指示からはプラント状況の

把握が困難なケース（原子炉水位計等）もあった。 

 

放射線監視 ： 津波後の電源喪失により主排気筒モニタ、プラント建屋内のエリア

モニタ、発電所敷地境界付近に設置されたモニタリングポスト等の放

射線モニタ設備は稼働不能となった。このため、放射線測定車、可搬

式放射線測定器を活用し線量把握につとめた。 

主排気筒放射線モニタが機能を失っていたために、格納容器ベント

成功（ラプチャーディスク開放）についてタイムリーでかつ感度の高

い情報が得られない状況であった。 

 

気象観測装置： 風向、風速等を観測し、オンラインで表示するシステムが設置され

ていたが、津波後の電源喪失により稼働不能であった。 

このため、格納容器ベントに際しての線量予測・評価にあたっては

風向、風速等に関し代替値（例えば福島第二原子力発電所データ）を

使用する必要があった。 
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（５）通信連絡設備（通信連絡手段喪失） 

 

発電所構内連絡用として一般に使用されていたＰＨＳ、有線ページング設備（プラン

ト内固定通話装置、拡声装置）とも、地震直後は使えていたが、その後の電源喪失等の

影響で使用不能となった。このため、現場との情報連絡（中央制御室と現場、免震重要

棟（発電所対策本部）と現場間の連絡）が困難な状況となった。 

消防車搭載無線機等が使えた一部の場合を除き、現場に出向した対応者が戻って状況

報告するまでは情報が得られない状況となった。 

 

さらに、事故時にプラント状況を伝達する緊急時対応情報表示システム（ＳＰＤＳ）

については、プラント側の電源喪失により伝送すべきパラメータが無いため機能しなか

った。中央制御室と免震重要棟間も使用できた連絡手段はホットラインと固定電話のみ

であった。 

このため、現場から得られる情報（プラント情報、操作状況）が大きく制限されただけ

でなく、限られた情報の入手にも時間を要した。 

 

 

（６）作業環境の悪化（津波瓦礫、照明喪失、放射性物質放出、爆発の被害） 

 

余震、津波のリスク、津波瓦礫による屋外作業の障害のほか、全交流電源の喪失によ

って、中央制御室、建屋内、ヤードの照明が喪失したことにより、作業の困難性が増加

した。また、放射性物質の放出の影響で中央制御室、建屋内外の作業環境が加速度的に

悪化していく状況であった。 

また、建屋の爆発により負傷者がでた他、敷設した送水ホースやケーブル等が損傷し

手戻りが生じるなど対応作業は極限的状況下で行われた。 

 

 

１０．４ 分析と課題の抽出に関するまとめ 

 

 福島第一１号機～３号機が炉心損傷に至った原因を総括すれば、号機間で若干の差違

はあるものの、概略以下のように取り纏めることができるものと考える。 

 

・  原子力発電所の設計にあたっては、機器の単一故障を想定した事故に対して、

多重性や多様性及び独立性を持たせた非常系の冷却設備等を設置してきた。 

一方、津波に対しては、その時々の最新知見を設計に反映しながらも、建屋敷地

の高さには十分な余裕があるものと考え、建屋敷地レベルに津波が遡上し、機器の

多重故障を起こす要因になり得るとは考えていなかった。 

 

・  このような状況下において、マグニチュード９．０の世界の観測史上４番目の

規模となる巨大な地震が発生し、それに伴って高さが１３ｍにもおよぶ高い津波

を発生させた。この津波は福島第一原子力発電所の建屋敷地レベルにまで遡上し、

建屋の空気取入口や搬入口等を破壊し、機器の設置されている建屋内に流入して

きた。 
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これにより、屋外に設置されていた機器はもとより、建屋内に設置されている機

器、特に非常用Ｄ／Ｇや電源関係の機器がその機能を喪失した。さらに、制御や計

測等に必要な直流電源についても、３号機を除いて失うこととなった。 

・  このように、１号機～３号機は、電源を喪失したため、安全への備えとしてき

たすべての電動機駆動の機器がその機能を喪失した。 

 

・  安全への備えとしては、この他にも蒸気を駆動源とする高圧注水系、原子炉隔

離時冷却系や非常用復水器があったが、制御に必要な直流電源の持続時間の問題

や浸水による機能喪失の問題から、蒸気を駆動源とする注水系を使った対応時間

にも限度があったため、それまでに原子炉圧力の減圧や原子炉圧力が低い状態時

に使用する低圧注水設備が必要となった。なお、最終的には原子炉内の崩壊熱を

除熱・冷却するための設備が必要となる。 

 

・  本来の目的を低圧注水設備として整備した機器は、全交流電源喪失により機能

を喪失したが、更なるプラントの安全性向上を目的に、いわゆるアクシデントマ

ネジメント策としてその能力を活用すべく整備したディーゼル駆動消火ポンプも、

原子炉への注入ポンプ（代替注水）として利用を図ったが、屋外配管が津波によ

り損傷を受けていたことや浸水等により、十分な機能を発揮することなく機能を

喪失した。 

・  このように今回の津波は、発電所の安全への備えの機能をことごとく奪ったた

めに、発電所の対応を行った当社社員や関係企業の方々は、満足な設備の無い中

での対応を余儀なくされ、結果的に事象の進展に追いつけず、炉心損傷に至って

しまった。 

・  なお、アクシデントマネジメントで整備した設備を利用しつつ、消防車による

原子炉への注水や仮設の空気圧縮機や自動車用のバッテリーを活用して格納容器

ベントを行うなど、臨機かつ直接的に安全設備を操作する応用動作により、炉心

やプールの冷却を行ったが、この対応はその後の事故の更なる拡大を防止する観

点で、対応それ自体としては、その方向性は正しかったものと考える。 

 

・  一方、福島第二原子力発電所の各プラントは電源喪失を免れ、原子炉隔離時冷

却系で原子炉へ注水しつつ、主蒸気逃がし安全弁で原子炉を減圧し、津波浸水に

よる機能喪失を免れた復水補給水系ポンプで原子炉へ注水することができた。 

・  また、福島第一５号機及び６号機は、定期検査期間中であり崩壊熱が小さかっ

たことに加え、６号機の電源を有効活用でき、低圧注水できる復水補給水系ポン

プが津波浸水の影響を免れた。これらのプラントは、運転状態から停止した福島

第一１～３号機に比較して事象進展の速度が相対的に遅かったこともあり、燃料

の冷却に成功している。 

 

・  このように、これらのプラントが燃料冷却等に成功した要因は、代替注水、電

源融通を含めた電源の確保等、ほぼ事前に想定した事象の対応の考え方に沿って

対応できたことや、新潟県中越沖地震の教訓として免震重要棟を当社のすべての

原子力発電所に設置していたことなどが挙げられる。 
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・  特に免震重要棟は、緊急時対応のために設置した免震構造の施設で、震度７ク

ラスに耐える設計としており、通信設備、ＴＶ会議システム、自家発電設備や高

性能のＨＥＰＡフィルタ付きの換気装置などを装備し現地事故対応の拠点となっ

たが、仮に本施設がなければ福島第一原子力発電所の対応は、継続不可能であっ

た。 

 

     
免震重要棟外観    免震重要棟内     免震重要棟入口 

   

従来構造による建物 免震構造による建物

積層ゴムの変形
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積層ゴム 

 

これまで国と一体となって安全確保の整備を行ってきたが、以上述べてきたように、

今回の事故は津波を起因として全電源の喪失が長時間に及び、これまでの安全確保の取

り組みの前提を大きく外れる事態に至ったことで発生した。この結果、多重に備えてい

た安全機能がほぼすべて喪失した。 

 

今般、想定を超える津波による浸水被害で多重の機能喪失に至ったことを踏まえ、今

回と同様の事故を起こさないためには、今回の事故時の挙動と現場対応の困難さから得

られた対応を具体化した津波対策を徹底することが重要である。 

《１１章の対応方針１へ》 

 

また更に、津波以外の何らかの要因によって、崩壊熱除去が困難となる場合に対して

も対応策を検討し備えを講じることが既存の原子力発電所の安全性向上にとって重要で

あると考える。 

今般、全電源の喪失が長時間に及びこれまでの安全確保の取り組みの前提を大きく外

れる事態に至ったことを踏まえ、「長時間におよぶ全交流電源と直流電源の同時喪失」と

「長時間におよぶ非常用海水系の除熱機能の喪失」による多重の機器故障や機能喪失が

あったとしても、炉心損傷に至ることを未然に防止する応用性・機動性を高めた対策を

講じておくことが必要である。             《１１章の対応方針２へ》 

 

事故進展の状況及びプラント挙動から見て、炉心・燃料の損傷へ事故を進展させてい

く物理的な駆動力は燃料の崩壊熱であり、これは停止後の時間とともに減少するものの、

停止後も発生し続ける。従って、事象進展を停止するためには、崩壊熱に応じた注水・

冷却手段を復旧する以外に対策はない。一旦炉心損傷が生じると影響の広がりは速く、
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また、予想できない事態を生じることとなり、放射性物質・水素ガスの拡散・滞留が復

旧作業自体を困難にしていくため、第一義的に炉心損傷に至らないようにすることが重

要である。 
 
また、実績から示される事項として、津波後の炉心冷却の成否については高圧注水設

備による燃料冠水維持の有無、減圧し低圧注水に切替えできる状態であったか否か、こ

れらの運転操作に必要なパラメータを運転員が利用できたか否かが重要なポイントとな

る。すなわち、高圧注水設備が機能している間に準備を整え、低圧注水設備で安定した

注水に持ち込めたか、これらで原子炉の安定を維持している間に最終的な除熱・冷却の

設備を復旧する対応をとることができたか等が最終的な結果に影響することとなる。今

回の場合には、津波による被災後でも、結果的に注水機能等を維持または復旧できたプ

ラントにおいてはプラントの冷温停止に成功し、様々な悪条件により注水機能等を準備

できなかったプラントは炉心損傷に至った。 
 
従って、当社が対応策を整備するにあたっては、対応のための環境条件が悪い場合で

あっても、炉心の注水・冷却が切れることなく確実に実行できるようにしなければなら

ない。すなわち、以下が達成すべき事項である。 
 
① 速やかに高圧注水設備による注水手段を確保すること 
② 高圧注水機能を喪失する前に減圧手段を確保すること 
③ 減圧段階では、安定した低圧の注水手段を確保できていること 
④ 確実な格納容器ベント手段（熱の大気放出による除熱）を確保すること 
⑤ 海水による冷却機能の復旧手段を確保すること 
⑥ 以上の操作および状態監視に必要な計測ができる手段を確保すること 
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１１．事故原因を踏まえた今後の対応 

 

１１．１ 炉心損傷防止のための対応方針 

 

本報告書は、福島第一原子力発電所の事故をふまえ、既存の原子力発電所の安全性向

上に寄与するために、必要な対策を提案することを目的の一つとしている。 

今回提示する対策は、炉心損傷の結果として様々な厳しい事象が発生したことに鑑み、

同様の事態を再び招かぬよう、炉心損傷を未然に防止するための技術課題への対応を中

心としている。 

 

安全確保の考え方としては、異常の発生防止、拡大の防止、影響の緩和という目的で

整備された既存の安全設備が津波を起因として多重故障に至ったという事実をふまえ、

先ず多重故障の要因となった津波による電源喪失や非常用海水系の除熱機能喪失に対す

る徹底した設備防御の対策を検討する。 

 

また、津波に限らず何らかの理由で多重故障の要因となり得る電源喪失や非常用海水

系の除熱機能喪失が発生したとした場合でも、炉心の損傷を防止するための対応力を備

えるという観点からの対応方針を検討する。この際には、今回の事故時の経過からも示

された炉心損傷を防止するためのサクセスパスを実現するという観点から検討する。 

 

更に、炉心損傷防止策に留まることなく、安全性向上の継続的改善の観点から炉心損

傷発生を敢えて仮定した上で、その際の影響を緩和するための技術課題も検討していく。 

 

なお、津波等の「外部事象」の想定のあり方に関しては、今後十分な検討が必要な課

題と認識しているが、ここでは自然現象に含まれる大きな不確定性を考慮し、設計想定

を超える福島第一原子力発電所に襲来した津波規模を念頭に検討を進めた。 

 

以上を踏まえ、以下の対応方針のもとで対策を立案することとした。 

 

 

対応方針１：事故の直接原因である津波に対して、津波そのものに対する対策のほか、

今回の事故への対応操作やプラント挙動からの課題を踏まえた原子炉注水

や冷却のための重要機器に対する徹底した津波対策を施すこと 

 

対応方針２：今回の事故のような（「長時間におよぶ全交流電源と直流電源の同時喪失」

や「長時間におよぶ非常用海水系の除熱機能の喪失」による）多重の機器

故障や機能喪失を前提に、炉心損傷に至ることを未然に防止する応用性・

機動性を高めた柔軟な機能確保の対策を講じること 

 

対応方針３：更なる対策として、炉心損傷防止を第一とするものの、なおその上で炉心

が損傷した場合に生じる影響を緩和する措置を講じていくこと 
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対応方針１に関して、上記「１０．４ 分析と課題の抽出に関するまとめ」の通り、

事故時の挙動の考察から重要なことは崩壊熱を除去する注水を切らすことなく確実に行

うことである。このときの時間軸も考慮した冷却までのステップは以下の通りである。 

 

   
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

対応方針２については、今回の津波で引き起こされたような多重の故障や機能喪失が

あったとしても、炉心損傷に至ることを未然に防止し、冷温停止が可能となるよう、上

記ステップを成し遂げることが必要である。したがって、これについても津波対策を踏

まえた上で、さらに応用性や機動性を高めた柔軟な対策の検討が必要である。 

 

具体的には、福島第一原子力発電所の対応で利用した消防車、電源車等のように、原

子力プラントの非常用の設備としてはこれまで期待していなかった機器について、プラ

ント設備が故障した場合の機動的な後備えとして、プラントに思わぬ事態が生じた場合

においても原子炉への注水・冷却が有効に機能するよう配備することを検討する。ここ

で取り上げた諸対策は、炉心損傷防止のための安全機能の厚みを増す観点から、他の外

部事象の発生時にも有用なものになると考えている。 

 

対応方針３については、深層防護の観点から炉心損傷防止対策を講じた上で、なおそ

の上で炉心損傷が生じた場合においても、建屋への水素滞留の防止や放射性物質の放出

抑制の対策を講じるとの観点で検討する。 

事故の経過と対応方針の関連の概略は次図の通りである。 

 

 

 

 

原子炉及び使用済燃料プールの冷却・除熱に関するサクセスパス 

サ
ク
セ
ス
パ
ス

高圧炉心注水 

減圧＆低圧炉心注水 
（格納容器冷却） 

格納容器ベント

淡水または海水による冷却機能確保 

約 1h 1～2 日

注水 
冷却 

除熱

【原子炉】 

【使用済燃料プール】 

プールへの注水

淡水または海水による冷却機能確保 

必要時間はプール

中の崩壊熱による 

監 視 計 器

監 視 計 器 
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次項にそれぞれの対応方針に対する具体的な対策を述べる。 

 

 

＜事故の経過＞＜事故の経過＞

津波襲来

建屋への浸水

津波による電源（直流・交流）、
海水系除熱機能の喪失による、
ほぼ全ての安全機能の喪失

アクシデントマネジメントの前提を大
きく超える状況。機能の回復ができ
なかったことから炉心損傷に至る
（放射性物質放出／水素発生）

原子炉建屋への水素滞留によ
り水素爆発

放射性物質の環境への放出

＜対策の方針＞＜対策の方針＞

【方針１】徹底した津波対策

建屋への浸水防止

重要な機器の浸水防止

電源（直流・交流）、海水系の
喪失を前提として、その場合で
も炉心損傷を防止する機能の
確保策

水素爆発の防止

放射性物質の放出低減

【方針２】柔軟な対策による機能確保

【方針３】炉心損傷後の影響緩和策

＜具体化の方向性＞＜具体化の方向性＞

○敷地への浸水低減策
（防潮堤）

○建屋浸水対策
（防潮壁、防潮板）

○機器の浸水対策
（炉心損傷防止のための

重要機器エリアの水密化）

○機能確保策
（炉心損傷防止のための
サクセスパスの機能確保）

○水素滞留防止策
（トップベント、ブローアウトパネル）

○ベント信頼性向上策

○格納容器冷却対策

事故経過と対応方針の関連

＜事故の経過＞＜事故の経過＞

津波襲来

建屋への浸水

津波による電源（直流・交流）、
海水系除熱機能の喪失による、
ほぼ全ての安全機能の喪失

アクシデントマネジメントの前提を大
きく超える状況。機能の回復ができ
なかったことから炉心損傷に至る
（放射性物質放出／水素発生）

原子炉建屋への水素滞留によ
り水素爆発

放射性物質の環境への放出

＜対策の方針＞＜対策の方針＞

【方針１】徹底した津波対策

建屋への浸水防止

重要な機器の浸水防止

電源（直流・交流）、海水系の
喪失を前提として、その場合で
も炉心損傷を防止する機能の
確保策

水素爆発の防止

放射性物質の放出低減

【方針２】柔軟な対策による機能確保

【方針３】炉心損傷後の影響緩和策

＜具体化の方向性＞＜具体化の方向性＞

○敷地への浸水低減策
（防潮堤）

○建屋浸水対策
（防潮壁、防潮板）

○機器の浸水対策
（炉心損傷防止のための

重要機器エリアの水密化）

○機能確保策
（炉心損傷防止のための
サクセスパスの機能確保）

○水素滞留防止策
（トップベント、ブローアウトパネル）

○ベント信頼性向上策

○格納容器冷却対策

事故経過と対応方針の関連
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１１．２ 福島第一原子力発電所事故の具体的対策 

 

今回の経験を今後の原子力発電所の運転に生かしていくためには、徹底した建屋への

浸水対策を講じるとともに、炉心損傷を未然に防止するための必要要件から対策を立案

することが重要と考える。 

津波への備えのほか、先に述べた冷却成功までのステップ毎に、具体的な対応策を以

下に検討・整理した。検討結果については、【添付１１－１，２】参照。なお、ここでは

炉心損傷を未然に防止することに目的を限定した設備的な対策を中心に記載したが、実

際に有効活用するためには、手順、訓練などソフト面の充実を確実に図っていく必要が

ある。また、万一に備えた炉心損傷後の対策についても整理したが、今後も更なる検討

を進め改善を図っていく。 

 

 

（１）徹底した建屋への浸水対策 

 

 今回の事故はこれまで述べてきたように、津波が主要建屋に流れ込み、重要設備（電

源設備等）の浸水により機器の多重故障や機能喪失したことが原因であることから、中

長期的に整備するものも含め、重要な設備及び炉心損傷防止に有効な設備を設置するエ

リアの浸水防止対策が必要である。 

 

［方針１：敷地への浸水対策］ 

発電所敷地内への浸水を防ぐことは、津波の衝撃緩和及び広範囲に一斉に津波の被害

を受けるような事態を防止することに寄与することから、防潮堤の設置を実施する。 

 

［方針１：建屋への浸水対策］ 

津波の浸水経路となった建屋外壁に設けられた空調設備の空気取り入れ口等の開口部

に防潮板、防潮壁を設置することにより、外部からの水の侵入を防止する。加えて、建

物内部への水の侵入を防ぐために、扉の水密化を図るとともに、配管・ケーブルを通す

ために設けられた壁貫通部からの浸水を防ぐための止水処理を実施する。 

 

 

（２）高圧注水設備 

 

プラント運転状態から事故停止した場合、当初は原子炉圧力容器の圧力が高いために

高圧で注水できる設備の機能が求められる。また、今回の事故において、電動機で動く

高圧注水用のポンプについてはすべての交流電源が喪失し使用できなかったことから、

蒸気駆動の高圧注水設備が重要となる。具体的には、１号機の非常用復水器（非常用復

水器の場合冷却機能のみ）や高圧注水系、２号機及び３号機の原子炉隔離時冷却系や高

圧注水系が挙げられる。今回、２，３号機については原子炉隔離時冷却系の長時間運転

に成功したが、原子炉隔離時冷却系や高圧注水系を確実に起動するためには、直流電源

の確保が必要となる。 
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［方針１：機器の浸水対策］ 

したがって、前項で述べた徹底した津波対策に加えて、高圧注水設備本体や起動に必

要な直流電源（バッテリー室、主母線盤など、供給ルート）を水から守る（被水・浸水

させない）ため、設置場所の止水対策を確実に実施する。ポンプ等の機器本体の場合、

設計上の制約から水源との位置関係等、設置位置を変更することは根本的な難しさを伴

うが、電源等については移設が可能な場合も想定できることから、止水処理に代わって

高い場所への移設も選択肢の一つに挙げられる。 

 

［方針２：柔軟な対策による機能確保（蒸気駆動高圧注水設備の強制起動）］ 

応用性・機動性を高めた柔軟な対策としては、蒸気駆動の高圧注水設備（高圧注水系

または原子炉隔離時冷却系）が起動しない場合を想定し、人が現場で強制的に起動させ

る方法を確立しておくことが挙げられる。高圧注水設備については、即座に対応すべき

設備であることから、短時間で対応できることが第一に求められる。従って、高圧注水

設備が中央制御室から起動できない場合に、現場で、かつ、人力で高圧注水設備の蒸気

入口弁等を開操作し、強制的に駆動用の蒸気タービンを起動させることでポンプを動か

し、原子炉に注水する方策を考えておくことが有効と考える。 

 

［方針２：柔軟な対策による機能確保（電動駆動高圧注水設備の活用）］ 

更なる柔軟な対策としては、電源車などプラントに直接関連しない設備を、通常は安

全な場所に保管・充電しておき、本設の電源設備から給電できない場合に当該プラント

に緊急で移動させ給電することで、数少ない高圧注水設備を起動させる方策が必要と考

える。 

対象となる機器の条件としては、起動条件の少ない設備、すなわち関連する設備が少

ない高圧注入設備を選択して起動させることが有効と考える。（例えば、あるポンプを起

動させるために、別のポンプで冷却水を送る必要があるような設備は避ける。） 

具体的には、ほう酸水注入系（または制御棒駆動水圧系）の系統をできるだけ早期に

起動させる手段を講じることが有効と考える。これらの機器にも、水により直接ポンプ

本体が機能喪失しない状態を作り出す対策（ポンプ設置エリアの止水）を考慮する必要

があるが、特にほう酸水注入系は気密性の高い原子炉建屋原子炉棟にあることから、津

波対策の意味でも最も有利と考えられる。 

これらを活用するために、非常用Ｄ／Ｇを含む電源設備の止水に加え、プラント内の

電源設備から電気が供給できない場合に備え、外部からの速やかな電源車の持ち込みに

あたって、単に電源車を送るだけでなく、トランス、遮断器、機器までのケーブルをセ

ットしたものを事前に準備しておき、手順等も含めた交流電源の確保対策を立案してお

くことが必要である。また、非常用Ｄ／Ｇの多様化として建屋外の高台に相応の電源を

確保する。なお、ほう酸水注入系については、系統として保有する水の量が少ないこと

から、補充を含めた水源の確保方策まで事前に確立しておく必要がある。 

 

 

（３）減圧装置 

 

プラントの除熱、冷却まで最終的に移行するためには、原子炉圧力容器の減圧操作が

必要不可欠である。今回、プラントによっては、原子炉圧力容器の減圧装置である主蒸

気逃がし安全弁の開操作を円滑に実施することが困難な状況が生じた。これは、電源喪
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失により主蒸気逃がし安全弁の操作に必要な直流電源が不足したことが挙げられる。 

 

［方針１：機器の浸水対策］ 

このため、直流電源の確保対策（バッテリー室、主母線盤等設置場所の止水（または

配置見直し））が必要と考える。 

 

［方針２：柔軟な対策による機能確保（主蒸気逃がし安全弁の駆動源の確保）］ 

応用性・機動性を高めた柔軟な対策としては、バッテリーが不足した場合に備えて、

補充用のバッテリーを通常はプラントから離れた安全な場所で充電、保管し、必要な時

には緊急で搬送し電気を供給できるように配備しておく必要がある。 

なお、福島第一原子力発電所の事故における減圧操作では主蒸気逃がし安全弁を作動

させるために必要な窒素ガスが不足することはなかったが、空気作動弁での作動用空気

圧の低下なども想定し、窒素ボンベの予備を配備しておくことが必要と考える。 

 

 

（４）低圧注水設備 

 

低圧注水設備としては、非常系の低圧注水設備の他、復水補給水系、消火系が挙げら

れる。今回の事例では、すべての交流電源を喪失していたため、本来期待していた電動

機駆動の非常系低圧注水設備は機能しなかった。いわゆるアクシデントマネジメント設

備として、原子炉への注水を可能とするべく配管連結した復水補給水系もまた、電動機

が被水したことで機能を喪失した。 

このため、起動可能な低圧注水設備はディーゼル駆動消火ポンプのみであったが、そ

の能力も前述したように十分に発揮することはできなかった。したがって、低圧注水設

備として活用したのは本来、別の目的で配備していた消防車であり、事前に原子炉への

注水として十分な手法の検討がなされていなかったこと、厳しい環境下に晒されていた

こと等から、安定して確実に注水できる低圧注水設備を短期間に用意することが困難と

なり、スムーズな低圧注水への切替えを阻んでいた。 

 

低圧注水設備については、高圧注水設備で対応する時間があることから、注入体制を

整えるまでには多少の時間的な余裕が生じることとなる。 

 

［方針１：機器の浸水対策］ 

低圧注水系の確保対策としては、本設設備であるディーゼル駆動消火ポンプを含めた

消火系ポンプや復水補給水系ポンプを冠水から守り、燃料切れや電源喪失から復旧する

ことが第一優先と考える。このため、消火系ポンプに対しては設置箇所の止水、ディー

ゼル駆動消火ポンプには燃料確保（燃料の配送方法含む）、電動機駆動消火ポンプには電

源車等による電源の確保、制御用バッテリー設置場所の止水が必要と考える。 

また、復水補給水系については、ポンプの設置エリアの止水、非常用Ｄ／Ｇを含む電

源設備の止水または電源車等による交流電源の確保対策が必要と考える。 

 

ディーゼル駆動消火ポンプの場合、交流電源の喪失では優先的にその使用を考慮され

るべきと考えるが、交流電源が確保できた段階では復水補給水系ポンプの方が燃料補給

がない等、安定した給水が可能と思われる。低圧注水系の場合、高圧注水と比較して確
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保までの時間に若干の余裕があることから、状況を見極め、より安定した注入方法を選

択することが重要と考える。 

 

［方針２：柔軟な対策による機能確保（代替注水設備の電源確保）］ 

更なる備えとなる柔軟な対策としては、上記ディーゼル駆動消火ポンプの制御用バッ

テリーの能力低下に備えて、別の安全な場所での予備バッテリーの充電と保管を行い、

いつでも搬送できるよう事前に検討・準備しておくことが必要と考える。 

また、復水補給水系ポンプ等の電源を喪失した場合については、「高圧注水設備」の項

でも述べたように電源車の配備や非常用Ｄ／Ｇの多様化として建屋外の高台に相応の電

源を確保することで対応する。 

 

［方針２柔軟な対策による機能確保（消防車による注水手段確保）］ 

加えて、本設の低圧注水設備がすべて使用できない場合は、消防車による原子炉注水

を基本とする。通常は、消防車を安全な場所に待機させ、本設のポンプが使用できない

ような事態が発生する恐れがある場合には、当該プラントに緊急で移動させ、外部連結

口に注水することで原子炉への注水を可能とする設備を構成する。 

 

なお、低圧注水設備に共通の問題として、水源確保の問題がある。福島第一の事故の

場合には、原子炉注水に使用できるポンプがディーゼル駆動消火ポンプと消防車に限定

され、まとまった淡水水源を確保できなかったこと、初期段階では高低差の問題から近

くの海から直接海水を汲み上げることができなかったことが、原子炉注水に時間を要し

た一因でもあると考える。 

 

［方針２：柔軟な対策による機能確保（水源の確保）］ 

低圧注水設備は多様であり、使用するポンプに応じて水源も異なる。このため、水源

確保において重要なことは、消防車を利用して、事前に海から海水を汲み上げることが

可能であることを確認し、その手順を確立しておくこと、発生する状況によって、対応

できるポンプが限定される可能性があることから、水源となり得るタンク間の水の融通

についても事前に手順を確認しておく必要がある。 

また、今回の事故において、消火系の配管が津波や漂流物の衝突の影響で損傷してい

る事例が散見されていることを考慮し、消火系配管のルート図を配備し、損傷箇所を把

握することを容易にしておくことも重要と考える。 

 

 

（５）除熱・冷却設備 

 

①格納容器ベント（圧力抑制室ベント） 

 

低圧注水段階では、原子炉の圧力を主蒸気逃がし安全弁で圧力抑制室へ逃がし、原子

炉の水位低下については低圧注入設備で水を補給するが、やがて圧力抑制室は圧力、温

度ともに上昇してくる。このような状況において、海水を冷却源とすることができない

場合は、大気を冷却源とするため圧力抑制室のベント操作を実施し、圧力抑制室内の圧

力と熱を大気に逃がすことが必要である。 

今回の事故では、福島第一２号機で圧力抑制室の圧力が設計圧力付近まで上昇し、圧
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力抑制室の温度が１００℃以上となった。これは原子炉の熱を圧力抑制室に逃がしたも

のの、除熱ができないことにより、熱がこもってしまったものである。この段階のベン

トに限らず、今回の事故では格納容器ベント操作で開操作が思うようにできず、対応が

長引くなど困難が生じていた。 

炉心損傷が起きていない段階での圧力抑制室からのベントは、基本的に放射性物質の

放出のない、積極的なベント操作を意味しており、原子炉の冷却のみならず、格納容器

の健全性を維持する意味でも重要な役割を持つ。圧力抑制室のベントラインを完成する

には、電動弁を開することと、空気作動式の弁を開することが必要となる。 

 

［方針１：機器の浸水対策］ 

したがって、除熱の観点で圧力抑制室ベントを確実に行うことができるよう、作動用の

交流電源確保と作動用の空気の確保を第一の対策とする。具体的には、非常用Ｄ／Ｇを含

む電源設備の止水と作動用の空気としての可搬式空気圧縮機（またはボンベ）の確保が必

要となる。 

 

［方針２：柔軟な対策による機能確保（空気作動弁の開操作の多様化）］ 

柔軟な対策としては、電源に関しては前述のように電源車を配備するとともに、空気作

動弁用の電磁弁に対する可搬式発電機を安全な場所に備え、緊急時には即座に搬入して利

用できるような方法を確立しておく必要がある。また、最終的に人力により対応するため、

電動弁に加えて空気作動弁も手動で操作することができる構造に設計変更を実施する。 

 

 

②停止時冷却モード（残留熱除去系）による除熱 

 

今回の最終的に冷温停止に到達した福島第一５，６号機、福島第二１，２，４号機に

おいても、その途中段階においては、最終的な除熱装置である残留熱除去系の海水系等

が機能喪失している。 

これについては、電源を確保するとともに、代替ポンプの設置やモータ修理・交換な

どを行って最終冷却源である非常用海水系を復旧している。 

 

 

［方針１：機器の浸水対策］ 

残留熱除去系ポンプは気密性の高い原子炉建屋原子炉棟内に設置され、立型ポンプで

ある点を考慮すれば津波に対して強いことから、津波対策（止水等）により非常用Ｄ／

Ｇを含む電源系を確保するとともに、非常用海水系や中間冷却系のポンプを作動させる

ことができるように、交換用の予備モータを設置することが対策になると考える。 

 

［方針２：柔軟な対策による機能確保（残留熱除去系の電源確保）］ 

柔軟な対策としては、電源の喪失に備えて、非常用Ｄ／Ｇの多様化として相応の電源

を建屋外の高台に確保する。 
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 ［方針２：柔軟な対策による機能確保（熱交換設備の多様化）］ 

さらに、応用性・機動性を高めた対策としては、これらの復旧をより速やかに行うた

め、電源や冷却設備を一体で移動式とした可動式熱交換設備（ポンプ、熱交換器一式）

の配備を検討する。 

 

 

③使用済燃料プールの除熱 

 

 ［方針１：機器の浸水対策］ 

燃料プール冷却浄化系（ＦＰＣ）は原子炉建屋の中に設置されており津波に対して基

本的には強いが、横型ポンプであることから、ポンプ室と電源系の津波対策（止水）を

基本とする。なお、電源については、電源車等の配備を後備えの対策として考える。 

なお、現在は水位が低下すると水位及び温度の測定が困難となることから、冷却をよ

り確実に実施できるようにするため、プール内に深部の水位及び温度が計測可能な装置

を設置する。 

 

 ［方針２：柔軟な対策による機能確保（注水方法の多様化）］ 

今回の事例から使用済燃料プール内の燃料損傷防止対応には時間的に余裕があると考

えられることから、応用性・機動性を高めた柔軟な対策としては、注水機能の後備えと

して消防車の配備並びに消火系配管の活用を検討する。 

 

 

（６）監視計器の電源確保 

 

今回の事故では、交流電源とともに直流電源も喪失し、炉心損傷に至った１，２号機

は監視計器が機能喪失した。また、直流電源が使用できた３号機においても、不要な計

器電源を切るなど、できる限り長時間使用するための工夫を要した。各機器の運転状態

の監視機能を喪失したことは、判断や対応に誤りや遅れを生じさせる恐れがあるため、

これに対し、仮設バッテリーを持ち込み計器の復旧を行ったが、いずれもかなりの時間

を要している。 

 

 

 ［方針１：機器の浸水対策］ 

 したがって、冷温停止に向けて必要な計器については、計器に必要な電源を津波から

保護するための対策（バッテリー室、主母線盤等設置場所の止水または配置見直し）が

必要である。 

 

 ［方針２：柔軟な対策による機能確保（計器用電源の多様化）］ 

また、応用性・機動性を高めた柔軟な対策として、直流電源については可搬式バッテ

リーの配備を、さらには、長時間使用するために電源車並びに可搬式の充電器を設備す

ることが必要と考える。 
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（７）炉心損傷後の影響緩和策 

 

今般の事故では、炉心損傷の結果、水素や放射性物質が大量に格納容器内に放出され、

これらが、建屋に漏えいし、環境への放射性物質の放出につながった。 

また、格納容器から建屋に漏えいしたと考えられる水素の爆発によって放射性物質の

閉じこめ機能の喪失のみならず、復旧活動自体が著しく困難となった。 

炉心損傷を契機に生じた悪影響の防止は、炉心の損傷自体を防止することが第一であ

るが、深層防護の観点から、炉心損傷が生じた場合における更なる対策を講じておくこ

とが肝要である。 

なお、炉心損傷後の影響緩和策については、今後の事故調査を踏まえ、改善していく

こととする。 
 

①水素滞留の防止 

 

炉心損傷が生じて水素が発生した場合においても、建屋への水素滞留を防止して水素

爆発を防ぐ対策を講じることが重要である。 
福島第一２号機の場合は建屋の爆発は発生していないが、これは建屋最上階のブロー

アウトパネルが開放されていたことで換気が促進されたためと考えられる。 

 
［方針３：炉心損傷後の影響緩和策］ 

 従って、水素滞留を防止して原子炉建屋の水素爆発を防止するために、原子炉建屋の

換気促進の対策が必要である。 

必要な場合には原子炉建屋屋上へ穴を開ける措置（トップベント）や原子炉建屋最上

階のブローアウトパネルを開放する措置で原子炉建屋内の水素滞留を防止する。 

 

 

②放射性物質の放出抑制 

 

［方針３：炉心損傷後の影響緩和策］ 

炉心損傷前の格納容器ベントでは、放射性物質が大量に放出することはないが、福島

第一１，３号機では、炉心損傷が発生した中でウェットウェル（圧力抑制室）ベントに

より放射性物質を水フィルタを介して放出することで、放射性物質放出の低減を図っ

た。 
対応方針２において、ベント実施の確実性を向上する対策を講じていることは炉心損

傷後においても効果を持つものと言える。 
また、格納容器を冷却するため、消防車等による原子炉への注水手段に加え、格納容

器への注水が可能となる手順を準備する。 

 

（８）共通的事項 

 

以上、今回の事故を踏まえた津波に対する具体策を記載したが、これらを有効なもの

とするためには、これまで述べた設備的な対応のほか、対応する人が安全に安心して効

率的に動けるように、作業を支援する装備や補助設備を充実する必要がある。 

具体的には以下に述べる。 
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①外部電源 

 

外部電源の喪失は、今回事故の直接の原因ではなく、福島第一原子力発電所は、安全

設計審査指針に定められる２回線以上の送電系統で接続されていたが、地震によってす

べての外部電源が喪失した。今回の地震では送変電設備が広範囲に被害を受けたことと

合わせ、原子力発電所の外部電源の信頼性の向上という観点から設備設計および電源系

統設計について以下の検討を進めていく。 

・  変電設備に対して、遮断器、断路器などのがいし形の変電機器に多くの被害が発生

していることから、これらの損傷原因の分析評価を行っている。この評価結果を踏ま

え、今後の耐震性向上方策を検討していく。 

・  送電鉄塔に対しては、夜の森線のＮｏ．２７鉄塔が隣接地の盛土の大規模な崩落に

より倒壊したことを踏まえ、原子力発電所の外部電源送電線について、このような二

次的被害を引き起こす３項目（盛土の崩壊，地滑り，急傾斜地の土砂崩壊）について

評価を行っている。 

・  地震時における原子力発電所の外部電源の信頼度確保の観点から、１変電所の全停

電という過酷なケースにおいても外部電源が喪失しないレベルの十分な供給信頼度

を確保するため、異なる２つの変電所から受電を行うか、大元が１つの変電所となっ

ているため、外部電源は喪失するが、送電系統の切替えによる早期復旧を可能とする

設備形成の検討を進めていく。 

 

 

②瓦礫撤去設備 

 

今回の事故対応の中では、津波や爆発による瓦礫が散

乱し、消防車等の移動や対応活動の阻害要因になったこ

とから、事前に瓦礫撤去用の重機を配備する必要がある

ものと考える。なお、駐車車両の漂流が重要施設に影響

を与えないように施設内の駐車場の位置については留意

が必要である。 

例：ホイールローダやショベルカーの配備 

 

 

③通信手段の確保 

 

今回の事故対応の中では、ＰＨＳなどの通信手段が使えなくなり、スムーズなプラン

ト情報の交換や対応動作に支障を与えている。電源の問題など整理し、状況に応じた通

信手段の確立を検討する。 

例：移動無線、衛星電話の配備や、電源としての蓄電池等の配備 
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④照明用設備の確保 

 

 今回の事故対応では、電源の喪失により、対応動作に必要不可

欠な照明を失った。安全、迅速、確実な対応を行うためには、両

手を使えるようなヘッドライトタイプの照明の他、より広範囲を

照らせるような照明設備の配備を実施する。 

例：ヘッドライト、ＬＥＤライト、バルーン投光器の配備 

 

 

⑤防護設備（防護服、マスク、ＡＰＤ、可搬式空気清浄機、非常用中操換気設備） 

 

現場での対応を余儀なくされる人々、特に運転員はプラントの異常の影響をいち早く

受ける立場にあり、防護服、マスク、中操の環境を改善する可搬式空気清浄機等、常日

頃から様々な装備品等を余裕をもって配備しておく必要がある。 

また、中央制御室の非常用換気設備については、最前線の拠点である中央制御室の環

境を守る上で重要な設備であり、電源車等により優先的に機能回復を図るべき設備であ

ると考える。 

 

 

（９）中長期的技術検討課題 

 

今回の事故を踏まえ、津波を念頭に、炉心損傷防止のための安全機能の厚みを増す観

点で、他の外部事象の発生時にも有用なものとなる対策を以上の通りとりまとめたが、

対応の信頼性をより向上させるためには、以下について検討を進める必要があると考え

る。 

 

まず、事故直後に必須となる高圧注水設備に関して、今回の事故では福島第一１号機

の非常用復水器が津波の影響で直流電源を喪失し隔離され、結果として冷却機能を失う

こととなった。 

 

［高圧注水設備の信頼性向上に資する検討］ 

この結果を踏まえ、非常用復水器の隔離信号のインターロックも含め、高圧注水設備

の信頼性向上に資する考え方を整理・検討し、より柔軟な運用が可能か慎重に検討する

ことが必要である。 
 

 

次に、格納容器ベントに関して、ベントを確実に実施するための対策は既に述べたが、

その除熱機能として放射性物質を大幅に除去する形での格納容器ベントをより有効なも

のとするための検討を進めていく必要がある。 

 

［ベントラインの信頼性向上に向けた検討］ 

このため、ラプチャーディスクを積極的に作動させる方策やベントラインの信頼性向

上についても検討する必要があるものと考える。ただし、不用意な放出につながる可能

性もあることから、慎重に検討を進める必要がある。 
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［フィルタベントの検討］ 

 なお、炉心損傷後においても、格納容器ベント時の放射性物質の放出を低減するため、

放射性物質をフィルタを介して放出するフィルタベントの設計検討を行う。 

 

 

 また、今回の事故において、監視計器が直流電源喪失により監視不能となったことか

ら、対策として電源を確実に確保するための対策を立案した。 

 一方、原子炉水位計に関して、炉心損傷後、実際と大きく指示が異なっていたという

事例が発生していることを踏まえ、これを考慮した事故時の計測に関する検討が必要で

ある。 

 

［事故時の計測装置の研究開発］ 

このため、単に水位計の精度の向上だけを目指すのではなく、事故時に必要な目的に

応じた計測装置を研究、開発することで多様性を持たせていくことが必要であると考え

られる。 
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１２．結び 

 

当社はこれまで、原子力災害に対するリスク低減に、様々な観点から取り組んで参り

ました。しかしながら、本報告書でまとめた通り、結果として、これまで整備してきた

取り組みが至らず、放射性物質を外部に放出させるという、大変な事故を引き起こした

ことに対し、深くお詫び申し上げます。 

 

本報告書では、事故当事者として、体験したこと、集約したデータ等を基に、教訓を

得るべく努め、まずは、現時点までで整理できた調査事実の摘示や炉心損傷を未然防止

するための対策を中心に、取りまとめを行いました。これらについては当社の原子力プ

ラントにおいて着実に具体化してまいりますが、多くの原子力関係者の方々にもご一読

いただき、国内外ＢＷＲプラントの安全性向上にご活用いただきたいと考えております。 

 

今後、引き続き、今回検討したテーマだけでなく、「放射性物質の放出」、「放射線管

理」、「人的リソース」、「資材調達」、「情報公開・情報提供」等の新たなテーマについて、

更なる調査・検証を行い、教訓を得て参りたいと考えております。 

 

改めまして、今回の事故により、発電所の周辺地域そして福島県民の皆さま、更に広

く社会の皆さまに、大変なご迷惑とご心配をお掛けしておりますことを、心よりお詫び

申し上げますとともに、事故の収束に向けてご支援・ご協力を頂いている政府、関係諸

機関、メーカー等の皆さまに、感謝申し上げます。 

 

 

以 上 


